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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第104期 第105期 第106期 第107期 第108期

決算年月 平成16年３月平成17年３月平成18年３月平成19年３月平成20年３月

売上高
(百万
円)

624,248639,828670,957694,594723,484

営業利益
(百万
円)

― ― ― ― 63,465

経常利益
(百万
円)

35,852 30,574 42,161 53,465 65,088

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万
円)

27,541 △8,856 14,435 25,293 35,459

純資産額
(百万
円)

374,549359,003373,899403,796399,738

総資産額
(百万
円)

626,730701,094671,841739,832675,864

１株当たり純資産額 (円) 903.74 866.46 906.11 940.79 946.22

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 64.94 △21.50 34.42 60.89 86.05

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 64.94 ― 34.37 60.71 85.74

売上高営業利益率 (％) ― ― ― ― 8.8

自己資本比率 (％) 59.8 51.2 55.7 52.5 56.6

自己資本利益率 (％) 7.6 △2.4 3.9 6.6 9.2

株価収益率 (倍) 20.9 ― 63.6 39.3 30.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

47,074 52,433 21,812 69,431 75,307

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

△43,033△24,900△12,640△18,482 △5,802

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

△45,884 17,421△29,959 1,836 △95,882

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万
円)

59,364 108,280 89,014 145,259120,393

従業員数
［外、平均臨時雇用者
数］

(名)
24,839
[11,556]

24,184
[12,044]

25,781
[12,274]

27,460
[12,177]

28,793
[11,213]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　平成17年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、当期純損失を計上しているため、記載して

おりません。

３　平成17年３月期の株価収益率は、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

４　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準適用指針第８号)を適用しております。

５　営業利益及び売上高営業利益率は第108期より記載することとしたため、公表していない連結会計年度

については記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第104期 第105期 第106期 第107期 第108期

決算年月 平成16年３月平成17年３月平成18年３月平成19年３月平成20年３月

売上高
(百万
円)

218,255243,032252,663282,091273,158

経常利益
(百万
円)

22,760 17,419 18,801 28,891 31,031

当期純利益
(百万
円)

15,803 746 8,186 16,749 23,819

資本金
(百万
円)

64,506 64,506 64,506 64,506 64,506

発行済株式総数 (千株) 424,562424,562424,562424,562410,000

純資産額
(百万
円)

379,036371,598375,638375,317355,244

総資産額
(百万
円)

488,250540,267536,833559,407491,009

１株当たり純資産額 (円) 914.78 896.87 910.44 909.00 878.49

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
22.00

(11.00)

24.00

(11.00)

30.00

(15.00)

32.00

(16.00)

34.00

(17.00)

１株当たり当期純利益 (円) 37.97 1.78 19.53 40.60 58.42

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 37.97 1.77 19.50 40.48 58.21

自己資本比率 (％) 77.6 68.8 70.0 67.1 72.3

自己資本利益率 (％) 4.4 0.2 2.2 4.5 6.5

株価収益率 (倍) 35.7 794.9 112.1 59.0 45.1

配当性向 (％) 57.9 1,348.3 153.6 78.8 58.2

従業員数
［外、平均臨時雇用者
数］

(名)
3,672
[1,607]

3,180
[1,389]

3,227
[1,318]

3,344
[1,426]

3,497
[1,616]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準適用指針第８号)を適用しております。
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２ 【沿革】

 

年月 事項

明治５年９月 東京銀座に「資生堂薬局」として創業
　　21年１月 わが国最初の練り歯磨「福原衛生歯磨石鹸」を発売
　　30年１月 オイデルミンを発売し化粧品事業へ進出
大正４年９月 商標「花椿」制定
　　12年12月チェインストア制度を採用
昭和２年６月 合資会社を株式会社組織に変更
　　２年８月 販売会社制度を採用
　　12年１月 資生堂花椿会(現花椿ＣＬＵＢ)発足
　　14年９月 資生堂化学研究所(のちに第１リサーチセンターを経てリサーチセンター(新横浜))完成
　　19年４月 資生堂絵具工業㈱(のちに資生堂化工㈱を経て板橋工場)設立
　　23年12月大阪資生堂㈱(現大阪工場)設立
　　24年５月 東京証券取引所に株式を上場
　　32年６月 台湾資生堂設立(翌年４月製造開始)

　　34年10月
資生堂商事㈱(のちに資生堂ファイントイレタリー㈱となり㈱エフティ資生堂に吸収合併)設
立

　　34年11月大船工場(現鎌倉工場)完成
　　40年８月 資生堂コスメティックス(アメリカ)設立
　　43年６月 資生堂コスメティチ(イタリア)設立
　　50年７月 掛川工場完成(同年10月稼動)
　　55年７月 資生堂ドイチュラント設立
　　58年１月 久喜工場完成
　　61年２月 フランス　カリタ社買収
　　61年５月 フランスのピエールファーブル社と合併会社㈱ピエールファーブルジャポンを設立
　　62年８月 資生堂薬品㈱設立
　　62年９月 資生堂物流サービス㈱を設立
　　63年８月 資生堂インターナショナルコーポレーション設立
　　63年９月 米国ゾートス社を買収
平成元年３月 決算日を11月30日から３月31日に変更
　　２年１月 資生堂アメリカインコーポレーテッド設立
　　２年10月 ボーテプレステージインターナショナル社をフランスに設立
　　３年１月 資生堂リース㈱を設立
　　３年10月 フランス　ジアン工場竣工
　　３年11月 資生堂コスメニティー㈱(現資生堂フィティット㈱)設立
　　３年12月 中国・北京麗源公司と合弁会社資生堂麗源化粧品有限公司を設立
　　４年７月 第２リサーチセンター(現リサーチセンター(金沢八景))完成
　　５年10月 舞鶴工場完成
　　７年４月 販売会社15社を合併し、資生堂化粧品販売㈱(現資生堂販売㈱)とする
　　７年12月 ㈱資生堂インターナショナル設立
　　８年12月 米国ヘレンカーチス社の北米プロフェッショナル事業部門を買収
　　10年２月 上海に合作会社　上海卓多姿中信化粧品有限公司を設立
　　10年８月 米国ラモア社のプロフェッショナル事業部門を買収
　　10年９月 香港に合弁会社　資生堂大昌行化粧品有限公司設立
　　12年５月 フランス　ラボラトワールデクレオール社を資本傘下に

 ブリストル・マイヤーズスクイブ社「シーブリーズ」ブランドを買収
 米国「ＮＡＲＳ(ナーズ)」ブランドを買収

　　12年６月 新研究所「リサーチセンター(新横浜)」完成
　　12年10月㈱エフティ資生堂設立
　　12年10月トイレタリー事業を㈱資生堂から㈱エフティ資生堂に営業譲渡
　　13年12月米国ジョイコ・ラボラトリーズ社を買収
　　15年４月

 
大阪資生堂㈱(現大阪工場)及び資生堂化工㈱(のちに板橋工場)の両生産会社を㈱資生堂が吸
収合併

　　15年５月 本社機能を汐留オフィス(東京都港区)に移転
　　15年10月㈱エフティ資生堂から久喜工場を㈱資生堂へ移管
　　15年12月上海に持株会社「資生堂(中国)投資有限公司」を設立
　　16年10月資生堂プロフェッショナル㈱設立
　　18年３月 舞鶴工場、板橋工場の２工場を閉鎖(国内の生産拠点を６ヵ所から４ヵ所に集約)
　　18年５月 生理用品事業をユニ・チャームグループに譲渡
　　19年４月 物流業務を日立物流㈱にアウトソーシング、資生堂物流サービス㈱を同社に譲渡
　　19年５月 ロシアに100％子会社、資生堂ロシア設立
　　19年９月 上海卓多姿中信化粧品有限公司(上海工場)の第３期拡張工事を完了
　　20年１月 資生堂リース㈱を東京リース㈱に譲渡

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

  4/241



 

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

  5/241



３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社96社(連結子会社91社、持分法非適用非連結子会社５社)及び関連会社

22社(持分法適用関連会社３社、持分法非適用関連会社19社)で構成され、化粧品、化粧用具、トイレタ

リー製品、理・美容製品、美容食品、医薬品の製造・販売を主な事業内容とし、更に各事業に関連する

研究及びその他のサービス等の事業活動を展開しております。

当社グループ各社の事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、以下のとおりで

あります。

 

事業区分 主な事業の内容 主要な会社

国内化粧品事業

化粧品事業

(化粧品、化粧用具、トイレタリー製品

の製造・販売)

プロフェッショナル事業

(理・美容製品の製造・販売等)

ヘルスケア事業

(食品、一般用医薬品の製造・販売)

その他

(国内アウトオブ資生堂、通販化粧品

の製造・販売等)

当社

資生堂販売㈱

資生堂フィティット㈱

㈱資生堂インターナショナル

㈱エフティ資生堂

資生堂プロフェッショナル㈱

資生堂美容室㈱

資生堂薬品㈱

その他連結子会社　14社

持分法適用関連会社　２社　　　　　　　(計　24社)

海外化粧品事業

化粧品事業

(化粧品、化粧用具、トイレタリー製品

の製造・販売)

プロフェッショナル事業

(理・美容製品の製造・販売等)

当社

資生堂インターナショナルコーポレーション

資生堂アメリカインコーポレーテッド

資生堂コスメティックス(アメリカ)

ゾートスインターナショナルインコーポレーテッド

資生堂インターナショナルヨーロッパ

資生堂インターナショナルフランス

資生堂ドイチュラント

資生堂コスメティチ(イタリア)

資生堂ヨーロッパ

ボーテプレステージインターナショナル

ラボラトワール デクレオール

資生堂(中国)投資有限公司

上海卓多姿中信化粧品有限公司

資生堂麗源化粧品有限公司

資生堂大昌行化粧品有限公司

台湾資生堂股?有限公司

その他連結子会社　48社

持分法適用関連会社　１社　　　　　　　(計　66社)

その他の事業

フロンティアサイエンス事業

(化粧品原料、医療用医薬品、美容医療

用化粧品等の製造・販売)

その他

(衣料品、服飾雑貨等の販売、飲食業、

不動産の賃貸  等)

当社

㈱ザ・ギンザ

㈱資生堂パーラー

匿名組合セラン

その他連結子会社　３社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(計　７社)

持分法非適用非連結子会社 持分法非適用非連結子会社　５社　　　　(計　５社)

持分法非適用関連会社 持分法非適用関連会社　19社　　　　　　(計　19社)

(注)　各事業毎の会社数は、複数事業を営んでいる当社をそれぞれに含めて記載しております。
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事業の系統図は以下のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

(1) 親会社

該当事項はありません。

(2) 連結子会社

 
 

名称 住所
資本金又は
出資金
(千円)

主要な事
業の内容

議決権
の所有
割合
(％)

関係内容

資生堂販売㈱　　(注)５
　　　　　　　　(注)６

東京都港区 100,000
国内化粧
品事業

100.0

化粧品等の販売先　当社所有の建物、土地及び設
備を賃借
当社に対し建物及び土地を賃貸　当社より資金を
貸付
役員の兼任…有、従業員の出向・兼任…有

資生堂
フィティット㈱　(注)５

東京都中央区 10,000〃 100.0
化粧品等の販売先
役員の兼任…有、従業員の出向・兼任…有

㈱資生堂インターナ
ショ
ナル　　　　　　(注)５

東京都中央区 30,000〃 100.0
化粧品等の販売先
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

㈱エフティ資生堂
(注)５

東京都中央区 100,000〃 100.0
トイレタリー製品の販売先
役員の兼任…有、従業員の出向・兼任…有

資生堂
アメニティグッズ㈱

東京都中央区 50,000〃 100.0
化粧品等の販売先、当社所有の建物及び設備を賃
借
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

資生堂
プロフェッショナル㈱

東京都中央区 250,000〃 100.0

理・美容製品の販売先
当社所有の建物及び設備を賃借、当社より資金を
貸付
役員の兼任…有、従業員の出向・兼任…有

資生堂美容室㈱ 東京都中央区 100,000〃 100.0

営業上の取引はなし　当社所有の建物及び設備を
賃借
当社より資金を貸付
役員の兼任…有、従業員の出向・兼任…有

資生堂薬品㈱ 東京都中央区 100,000〃 100.0
医薬品の販売先　当社所有の建物及び設備を賃借
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

㈱ディシラ 東京都中央区 24,000〃 100.0
営業上の取引はなし、当社所有の建物及び設備を
賃借、当社より資金を貸付
役員の兼任…有、従業員の出向・兼任…有

㈱イプサ 東京都港区 100,000〃 100.0
化粧品等の販売先、当社所有の建物を賃借
役員の兼任…有、従業員の出向・兼任…有

㈱エテュセ 東京都中央区 100,000〃 100.0
営業上の取引はなし、当社より資金を貸付
役員の兼任…有、従業員の出向・兼任…有

㈱アユーラ
ラボラトリーズ

東京都港区 100,000〃 100.0

営業上の取引はなし、当社所有の建物及び設備を
賃借
当社より資金を貸付
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

資生堂インターナショ
ナルコーポレーション

(注)５

アメリカ、
デラウェア

千米ドル
403,070

海外化粧
品事業

100.0
化粧品等の販売先　借入及び社債に対する債務保
証
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

資生堂アメリカ
インコーポレーテッド

アメリカ、
ニューヨーク

千米ドル
28,000

〃
100.0
(100.0)

化粧品等の購入先
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

資生堂
コスメティックス
(アメリカ)

アメリカ、
ニューヨーク

千米ドル
15,300

〃
100.0
(100.0)

営業上の取引はなし　賃借料支払に対する債務保
証
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

ナーズコスメティック
ス
インコーポレーテッド

アメリカ、
ニューヨーク

米ドル
1

〃
100.0
(100.0)

営業上の取引はなし
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

ゾートスインターナ
ショナルインコーポ
レーテッド

アメリカ、
コネチカット

千米ドル
25,000

〃
100.0
(100.0)

営業上の取引はなし
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

資生堂インターナショ
ナルヨーロッパ

(注)５
フランス、パリ

千ユーロ
247,473

〃 100.0
営業上の取引はなし
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

資生堂インター
ナショナルフランス

フランス、パリ
千ユーロ
36,295

〃
100.0
(100.0)

化粧品等の購入先
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

資生堂ドイチュラント
ドイツ、
デュッセルドル
フ

千ユーロ
5,200

〃
100.0
(100.0)

営業上の取引はなし　賃借料支払に対する債務保
証
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

資生堂コスメティチ
（イタリア）

イタリア、
ミラノ

千ユーロ
2,400

〃
100.0
(100.0)

営業上の取引はなし
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有
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資生堂ヨーロッパ フランス、パリ
千ユーロ
7,000

〃
100.0
(100.0)

化粧品等の販売先
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

ボーテプレステージ
インターナショナル

フランス、パリ
千ユーロ
17,760

〃
100.0
(100.0)

営業上の取引はなし
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…無
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名称 住所
資本金又は
出資金
(千円)

主要な事
業の内容

議決権
の所有
割合
(％)

関係内容

ボーテプレステージ
インターナショナル
（ドイツ）

ドイツ、
デュッセルドル
フ

千ユーロ
1,000

〃
100.0
(100.0)

営業上の取引はなし
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…無

ボーテプレステージ
インターナショナル
（スペイン）

スペイン、
マドリッド

千ユーロ
620

〃
100.0
(100.0)

営業上の取引はなし
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…無

ラボラトワール
デクレオール

フランス、パリ
千ユーロ
19,374

〃
100.0
(100.0)

営業上の取引はなし
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

資生堂(中国)
投資有限公司

中国、上海
千中国元
353,006

〃 100.0
化粧品等の販売先
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

上海卓多姿中信化粧品
有限公司

中国、上海
千中国元
418,271

〃
92.6
(72.6)

原材料の販売先
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

資生堂麗源
化粧品有限公司

中国、北京
千中国元
94,300

〃
65.0
(33.0)

化粧品等の販売先
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

資生堂大昌行
化粧品有限公司

中国、香港
千香港ドル
123,000

〃 50.0
化粧品等の販売先
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

台湾資生堂
股?有限公司

台湾、台北
千ニュー台湾ドル

1,154,588
〃 51.0

化粧品等の販売先
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

法来麗国際股?
有限公司

台湾、台北
千ニュー台湾ドル

100,060
〃

51.0
(51.0)

化粧品等の販売先
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

韓国資生堂 韓国、ソウル
百万ウォン
10,900

〃 100.0
化粧品等の販売先
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

資生堂タイランド
(注)２

タイ、バンコク
千タイバーツ

10,000
〃 49.0

化粧品等の販売先
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…有

㈱ザ・ギンザ 東京都中央区 100,000
その他の
事業

96.9

化粧品、衣料品、服飾雑貨等の販売先
当社所有の建物及び設備を賃借　当社より資金を
貸付
役員の兼任…有、従業員の出向・兼任…有

㈱資生堂パーラー 東京都中央区 100,000〃 99.3

営業上の取引はなし　当社所有の建物及び設備を
賃借
当社に対し建物を賃貸　当社より資金を貸付
役員の兼任…有、従業員の出向・兼任…有

匿名組合セラン　(注)
２
　　　　　　　　(注)５

(営業者)
東京都千代田区

11,600,000〃
―

[100.0]

営業上の取引はなし　当社に対し汐留タワー(汐
留オフィス)の建物及び設備を賃貸
役員の兼任…無、従業員の出向・兼任…無

その他54社 ― ― ― ― ―
(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。
３　議決権の所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数、［　］内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数であります。
４　上記の会社はいずれも有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりません。
５　特定子会社であります。
６　売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占める割合が10％を超えております。
　　主な損益情報は、以下のとおりであります。

 

名称
売上高
(百万円)

経常利益
(百万円)

当期純利益
(百万円)

純資産額
(百万円)

総資産額
(百万円)

資生堂販売㈱  330,217  6,961  2,640  17,437   140,235

 

(3) 持分法適用の関連会社

 
 

名称 住所
資本金又は
出資金
(千円)

主要な事
業の内容

議決権
の所有
割合
(％)

関係内容

㈱ピエール
ファーブルジャポン

東京都港区 100,000
国内化粧
品事業

50.0
化粧品等の購入先
役員の兼任…有、従業員の出向・兼任…有

その他２社 ― ― ― ― ―
(注)　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。
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(4) その他の関係会社

該当事項はありません。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

国内化粧品事業 12,278［10,252］

海外化粧品事業 15,681 ［487］

その他の事業 834 ［474］

合計 28,793［11,213］

(注) １　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は［　］内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載して

おります。なお、臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いており

ます。

２　従業員数が当連結会計年度において1,333名増加しておりますが、その主な理由は、拡大・加速する中国

事業におけるビューティーコンサルタントの増強によるものであります。

 

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

3,497［1,616］ 41.0 17.8 6,227,668

(注) １　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は［　］内に当事業年度の平均人員を外数で記載しており

ます。なお、臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いておりま

す。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

資生堂労働組合は、昭和21年２月に資生堂従業員組合として発足し、現在当社及び国内主要連結

子会社で組織され、組合員数は10,749名であります。

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

 12/241



第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績
 

 
前連結会計年

度
(百万円)

百分比
当連結会計年

度
(百万円)

百分比
増減
(百万円)

増減率  

増減率
(現地通貨
ベース)

売上高 694,594100.0％  723,484100.0％  28,8904.2％ 1.9％

　国内売上
高

469,79667.6％  459,22163.5％  △10,574△2.3％ △2.3％

　海外売上
高

224,79832.4％  264,26336.5％  39,46517.6％ 10.7％

営業利益 50,0057.2％  63,4658.8％  13,46026.9％  

経常利益 53,4657.7％  65,0889.0％  11,62221.7％  

当期純利益 25,2933.6％  35,4594.9％  10,16640.2％  

 

当連結会計年度の世界経済は、サブプライム問題や原油高の影響から景気後退懸念が強まりまし

たが、中国を中心としたアジア諸国は引き続き着実な成長を維持しました。

その中で、日本経済は、原油などの資源高や景気の先行き不透明感から、個人消費がやや弱まり、

下期は為替や株価が急激に変動したものの、緩やかな成長が続きました。化粧品業界においては、平

成19年度の経済産業省の化粧品出荷統計(暦年)によると、出荷額は前年からほぼ横ばいで推移しま

した。

こうした状況の中、当社グループでは「成長性の拡大と収益性の向上」を目指す３ヵ年計画の最

終年度を迎え、計画目標の達成に向け、「国内マーケティング改革の総仕上げ」、「グローバル展開

のさらなる強化」、「抜本的な構造改革の続行」の３つを重点的に進めました。

 

①　国内マーケティング改革の総仕上げ

(a) ブランド戦略の革新

“太く・強い”ブランドづくりを目指した「ブランド戦略の革新」では、「マキアー

ジュ」、「エリクシール シュペリエル」、「ウーノ」、「アクアレーベル」、「インテグレー

ト」、「TSUBAKI」の６つのメガブランドがすべて出揃った本年度は、新ライン・新アイテムの

追加や主力アイテムのイノベーションなどを実施し、「ロングセラーブランドの育成」を図り

ました。

(b) ビューティーコンサルタントの活動革新

「ビューティーコンサルタントの活動革新」では、お客さまからのアンケート結果を主な評

価指標とする「お客さま応対満足度評価制度」を継続するとともに、美容のプロとしての技術

力を高める教育を一層強化し、お客さま満足のさらなる向上に取り組みました。

(c) 営業改革

「営業改革」では、チャネル別営業体制を強化するとともに、これまで一律・画一であった

取引制度を、ブランドごとのマーケティングや一店一店の特長を活かした、きめ細やかな制度

に改良し、21世紀の新たな共存共栄の仕組みづくりに取り組みました。化粧品専門店では、お客

さまの最高の美しさを引き出す活動を積極的に行うお店を支援し、ドラッグストアでは顧客購

買データを分析・活用した売場づくり支援やリテールサポーター(売場づくり、商品在庫管理

・発注などを行うスタッフ)の活動強化を行いました。

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

 13/241



②　グローバル展開のさらなる強化

(a) 中国事業の拡大・加速

最重点市場の中国では、チャネル別ブランド戦略を引き続き積極的に推進しました。デパー

トでは、中国専用ブランド「オプレ」とその上級ラインである「シュープリーム オプレ」の

育成に取り組みました。化粧品専門店では、契約店数の拡大を進める一方で、専用ブランド「ウ

ララ」を重点的に育成し、既存店１店あたりの売上も大きく増加させました。また、さらなるお

客さま満足向上を目指し、「中国お客さまセンター」を開設するとともに、2007年９月には上

海の子会社工場にて第３期拡張工事を完了させ、生産能力を倍増させました。さらに、中華全国

婦女連合会「中国女性イメージアッププロジェクト」への協賛など社会貢献活動も積極的に

推進しました。

(b) グローバル化の推進

「グローバル化の推進」では、2007年５月に化粧品市場の成長著しいロシアに販売子会社

「資生堂ロシア」を設立し、2008年１月より本格的に営業を開始しました。また、欧米の化粧品

市場で大きな位置づけを占めるフレグランス市場においては、フランスのボーテ プレステー

ジ インターナショナル社(以下「BPI社」という。)のデザイナーズ・フレグランスブランド

「ジャンポール ゴルチエ」、「イッセイ ミヤケ」、「ナルシソ ロドリゲス」を中心に当社グ

ループのフレグランス製品を育成し、同市場におけるプレゼンスの拡大を図りました。さらに、

空港を中心とした免税店でのトラベルリテールビジネスでは、拠点空港における売場スペース

の拡大と新規顧客の獲得を図りました。

③　抜本的な構造改革の続行

「抜本的な構造改革の続行」では、売上高営業利益率10％以上を出し続けることができるコス

ト構造を構築していくために、ブランド数の絞込みによる生産効率の向上や原価低減に取り組み

ました。また、物流機能のアウトソーシングや基幹システムの刷新を推進するとともに、本社ス

タッフ部門の業務改革の準備も進めました。

また、国内外で引き続き不採算事業・ブランドの整理を進めるとともに、中でも、構造改革に取

り組んでいる北米では、物流・営業機能やバックオフィスの統合、不採算ブランドの売却などを

行い、販売力と収益力を大きく向上させました。

 

この結果、当連結会計年度の経営成績は、前連結会計年度に比べ売上高は4.2％増収の723,484百

万円となりました。このうち、国内は下期に消費マインドの冷え込みなどの影響を受け、前連結会計

年度実績を下回りましたが、中国を中心とした海外が好調に推移しました。この結果、海外売上高比

率は4.1ポイント上昇の36.5％となりました。

営業利益は、売上増に伴う売買差益増に加え、原価低減、販売管理費の効率運用を進めたことか

ら、前連結会計年度比26.9％増益の63,465百万円となりました。この結果、売上高営業利益率は

8.8％となり、当連結会計年度を最終年度とする３ヵ年計画で目標としていた８％以上を達成しま

した。

営業利益の増加に伴い経常利益も前連結会計年度比21.7％増益の65,088百万円となりました。減

損損失や特別退職関連費用などの特別損失を資生堂物流サービス㈱や資生堂リース㈱の株式売却

益でカバーし、当期純利益は前連結会計年度比40.2％増益の35,459百万円となりました。

なお、上記の当連結会計年度の経営成績は、いずれも過去最高となりました。
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事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

売上高(外部顧客に対する売上高)
 

 
前連結会計年度
(百万円)

構成比
当連結会計年度
(百万円)

構成比
増減
(百万円)

増減率  
増減率
(現地通貨
ベース)

国内化粧品
事業

447,55764.4％  439,02060.7％  △8,536△1.9％ △1.9％

海外化粧品
事業

224,31932.3％  263,70336.4％  39,38317.6％ 10.7％

その他の事
業

22,7173.3％  20,7602.9％  △1,956△8.6％ △8.6％

合計 694,594100.0％  723,484100.0％  28,8904.2％ 1.9％

 

営業利益
 

 
前連結会計年度
(百万円)

売上比
(注)

当連結会計年度
(百万円)

売上比
(注)

増減
(百万円)

増減率
  

国内化粧品事
業

36,8708.1％  43,1309.7％  6,26017.0％
  

海外化粧品事
業

10,4444.6％  17,8736.7％  7,42971.1％
  

その他の事業 2,2454.9％  1,9955.0％  △250△11.1％
  

消去又は全社 445 ―  466 ―  20 4.7％
  

合計 50,0057.2％  63,4658.8％  13,46026.9％
  

(注)　売上比は、売上高(セグメント間の内部売上高又は振替高を含む)に占める営業利益の比率を記載して

おります。

 

①　国内化粧品事業

国内化粧品市場では、市場成長がほぼ横ばいで推移する中、新製品開発や広告・プロモーショ

ンの競合がさらに激化し、シェアの奪い合いとなる厳しい状況が続きました。

こうした環境の中、国内化粧品事業の売上高は、下期に入ってからの消費マインドの冷え込み

などの影響で、前連結会計年度比1.9％減収の439,020百万円となりました。

(化粧品事業)

化粧品事業の売上高は、カウンセリング化粧品、セルフ化粧品、トイレタリーがいずれも前連結

会計年度実績に届かず、全体としても前連結会計年度比2.5％の減収となりました。当連結会計年

度は、“太く・強い”ブランドづくりに引き続き取り組み、「ロングセラーブランドの育成」を

図りましたが、消費マインドの冷え込みや競合他社の新製品攻勢などに苦戦しました。具体的な

取り組みとしては、以下のような新ライン・新アイテムの追加、主力アイテムのイノベーション

などを実施しました。

「顧客接点拡大」ブランドでは、メーキャップやスキンケアなど各々のカテゴリーでトップ

シェアを目指すメガブランドの育成・強化に取り組みました。中でも、「TSUBAKI」は、2007年９

月に発売したダメージヘア用新ライン「TSUBAKI ゴールデンリペア」が好調に推移し、メガブラ

ンド戦略を牽引しました。

また、顧客との関係を深める「顧客接点深耕」ブランドでは、ハイプレステージブランド「ク

レ・ド・ポー ボーテ」の高機能クリーム「ラ・クレームs」と、化粧品専門店専用ブランド「ベ

ネフィーク」の抗老化ラインのイノベーションを実施しました。
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(プロフェッショナル事業)

理・美容室向けのプロフェッショナル事業の売上高は、前連結会計年度比8.9％の減収となり

ました。

直営サロンを展開するサービス領域では、ヘアスタイリストの技術力向上や新たなメニュー提

案活動を重点的に実施しました。また、理・美容室向けの物販領域では、提案の質を重視する営業

スタイルへの転換に取り組みましたが、営業体制が改革の過渡期にあることなどから、売上高は

減少しました。

(ヘルスケア事業)

ヘルスケア事業の売上高は前連結会計年度比15.8％の増収となりました。特に、成長が期待さ

れる美容サプリメント市場において、コラーゲンを生み出す力をサポートする成分を配合した美

容食品「コラーゲンEX」「コラーゲン アップデート」の「コラーゲン」シリーズにマーケティ

ングコストを集中的に投下し育成を図った結果、同シリーズが好調に推移し、売上高の伸長に貢

献しました。
 

営業利益は、売上高の減少はあったものの、原価低減活動に加えて、販売費及び一般管理費の一

層の効率化も進んだことから、前連結会計年度比17.0％増益の43,130百万円(売上高営業利益率

9.7％)となりました。
 

②　海外化粧品事業

海外化粧品事業を取り巻く環境は、中国を中心にアジア地域の化粧品市場は高成長で推移して

いるものの、欧米などの市場は成熟し、グローバルコンペティターとの競合がさらに激化してい

ます。

こうした環境の中、海外化粧品事業の売上高は、引き続き積極的な海外展開と事業基盤の確立

に努めたことにより、中国を中心として各地域での売上が好調に伸びたほか、主要通貨に対する

円安の影響もあり、前連結会計年度比17.6％(現地通貨ベースで同10.7％)増収の263,703百万円

となりました。

(化粧品事業)

化粧品事業の売上高は、前連結会計年度比18.0％(現地通貨ベースで同10.8％)の増収となりま

した。

プレステージ市場では、グローバルブランド「SHISEIDO」が強みとするスキンケアの美白や抗

老化領域へと注力したことやトラベルリテールビジネスの体制を整えたことから順調に売上を

伸ばしました。また、ハイプレステージブランド「クレ・ド・ポー ボーテ」やBPI社のデザイ

ナーズ・フレグランス、メーキャップアーティストブランド「NARS(ナーズ)」も堅調に推移しま

した。

ミドル・マス市場では、東南アジア各国で「Za(ジーエー)」ブランドや「SHISEIDO」の東京発

リージョナルラインが売上を伸ばしました。

最重点市場の中国では、チャネル別ブランド戦略を引き続き積極的に推進しました。デパート

チャネルでは、中国専用ブランド「オプレ」とその上級ラインである「シュープリーム オプ

レ」の育成に取り組みました。化粧品専門店チャネルでは、契約店数の拡大を進める一方で、専用

ブランド「ウララ」を重点的に育成し、既存店１店あたりの売上も大きく増加させました。

(プロフェッショナル事業)

プロフェッショナル事業の売上高は、前連結会計年度比14.8％(現地通貨ベースで同9.6％)の

増収となりました。北米を中心にサロン向け製品をグローバルに展開するゾートスインターナ

ショナルインコーポレーテッド(以下「ゾートス社」という。)において、「ジョイコ」ブランド

のヘアケア製品が好調に推移し売上が伸長しました。

また、エステティック・スパブランドの「デクレオール」、「カリタ」、「Qi」もそれぞれ堅調

に推移しました。
 

営業利益は、収益性の高い地域の売上が高伸長となったことと費用の効率運用などにより、前

連結会計年度比71.1％増益の17,873百万円(売上高営業利益率6.7％)となりました。

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

 16/241



 

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

 17/241



③　その他の事業

その他の事業の売上高は、前連結会計年度比8.6％減収の20,760百万円となりました。これは主

にリース事業を展開する資生堂リース㈱を期中に売却したことによるものです。

(フロンティアサイエンス事業)

医療用医薬品、化粧品原料、クロマトグラフィー、美容皮膚医療に取り組むフロンティアサイエ

ンス事業では、化粧品・食品用途としてバイオヒアルロン酸の売上が国内外で引き続き拡大し、

売上を伸ばしました。

 

また、当社が経営するレストラン「ロオジエ」では、フランスのタイヤメーカーであるミシュ

ランの発行する書籍『ミシュランガイド東京2008』において、料理の評価として最高位の“三つ

星”を獲得しました。

 

営業利益は、資生堂リース㈱の売却影響もあり前連結会計年度比11.1％減益の1,995百万円(売

上高営業利益率5.0％)となりました。
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所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

売上高(外部顧客に対する売上高)
 

 
前連結会計年度
(百万円)

構成比
当連結会計年度
(百万円)

構成比
増減
(百万円)

増減率  
増減率
(現地通貨
ベース)

日本 471,20467.8％  460,71463.7％  △10,490△2.2％ △2.2％

アメリカ 51,7307.5％  56,5587.8％  4,8279.3％ 7.7％

欧州 88,36412.7％  103,77414.3％  15,41017.4％ 6.6％

アジア・
オセアニア

83,29512.0％  102,43714.2％  19,14223.0％ 16.9％

在外計 223,38932.2％  262,77036.3％  39,38117.6％ 10.7％

合計 694,594100.0％  723,484100.0％  28,8904.2％ 1.9％

 

営業利益
 

 
前連結会計年度
(百万円)

売上比
(注)

当連結会計年度
(百万円)

売上比
(注)

増減
(百万円)

増減率
  

日本 27,3355.5％  31,7856.5％  4,44916.3％
  

アメリカ 2,8084.7％  3,9936.1％  1,18442.2％
  

欧州 6,3106.8％  8,9858.3％  2,67442.4％
  

アジア・
オセアニア

11,21213.4％  15,87915.5％  4,66741.6％
  

在外計 20,3328.6％  28,85910.4％  8,52741.9％
  

消去又は全
社

2,337 ―  2,820 ―  482 20.7％
  

合計 50,0057.2％  63,4658.8％  13,46026.9％
  

(注)　売上比は、売上高(セグメント間の内部売上高又は振替高を含む)に占める営業利益の比率を記載して

おります。

 

①　日本

売上高は、ヘルスケア事業やフロンティアサイエンス事業が増収となったものの、主力の化粧

品事業が前連結会計年度実績を下回ったため、前連結会計年度比2.2％減収の460,714百万円とな

りました。

営業利益は、原価低減やブランド集約化に伴うマーケティングコストの効率運用により、前連

結会計年度比16.3％増益の31,785百万円となりました。

 

②　アメリカ

売上高は、現地通貨ベースで7.7％増収になったことに加え、ドルに対して円安が進んだことも

あり、円換算後では前連結会計年度比9.3％増収の56,558百万円となりました。

化粧品事業では、米国においてグローバルブランド「SHISEIDO」や「NARS(ナーズ)」が売上を

伸ばしたことに加え、カナダやブラジルの現地法人の売上も堅調に推移しました。

プロフェッショナル事業では、ゾートス社の売上が好調に推移しました。

営業利益は、売上伸長による差益増や北米構造改革の効果もあり、前連結会計年度比42.2％増

益の3,993百万円となりました。
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③　欧州

売上高は、現地通貨ベースで6.6％の増収になったことに加え、ユーロに対して円安が進んだこ

ともあり、円換算後では前連結会計年度比17.4％増収の103,774百万円となりました。

化粧品事業では、イタリアやフランスの現地法人において、グローバルブランド「SHISEIDO」

の売上が堅調に推移したことに加え、成長市場であるスペインやトラベルリテールビジネスが成

長性を持続した一方、付加価値税の税率引き上げ影響のあったドイツは若干前期を下回りまし

た。また、BPI社のデザイナーズ・フレグランスが欧州各国で大きく伸長しました。

プロフェッショナル事業では、エステティック・スパブランドの「デクレオール」、「カリ

タ」の売上が好調に推移しました。

営業利益は、デザイナーズ・フレグランスやトラベルリテールビジネスにおけるマーケティン

グコストの積極投入や2007年秋に欧州で先行発売した「SHISEIDO」ブランドのフレグランス

「ZEN」への戦略投資はあったものの、売上伸長に伴う売買差益増により吸収し、前連結会計年度

比42.4％増益の8,985百万円となりました。

 

④　アジア・オセアニア

売上高は、化粧品事業で最重点市場の中国を中心に売上が順調に伸び、現地通貨ベースで前連

結会計年度比16.9％増収となりました。また、アジア通貨全般に対して円安となったことから、円

換算後では前連結会計年度比23.0％増収の102,437百万円となりました。

化粧品事業では、中国(香港含む)が４期連続30％増収という高成長を持続したほか、中国を除

くアジア・オセアニアの各国についても、韓国やタイを中心に堅調に推移しました。また、トラベ

ルリテールビジネスも大きく伸長しました。

プロフェッショナル事業は、タイの現地法人による直営スパサロンの展開拡大により増収とな

りました。

営業利益は、中国における戦略的マーケティング投資や人件費の増加を、売上伸長による差益

増や原価低減により吸収し、前連結会計年度比41.6％増益の15,879百万円となりました。

 

なお、上記の金額に消費税等は含まれておりません。
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(2) キャッシュ・フローの状況
 

 前連結会計年度(百万円)当連結会計年度(百万円) 増減(百万円)

営業活動による
キャッシュ・フロー

69,431  75,307  5,876

投資活動による
キャッシュ・フロー

△18,482  △5,802  12,679

財務活動による
キャッシュ・フロー

1,836  △95,882  △97,719

現金及び現金同等物
期末残高

145,259  120,393  △24,866

 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「キャッシュ」という。)は、前連結会計年

度末に比べ24,866百万円減少し、120,393百万円となりました。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度の営業活動によって得られたキャッシュは、前連結会計年度に比べ5,876百万円

増加の75,307百万円となりました。このキャッシュを以下の投資活動及び財務活動に使用しており

ます。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度の投資活動に使用したキャッシュは、前連結会計年度に比べ12,679百万円減少の

5,802百万円となりました。これは主に、「抜本的な構造改革の続行」の一環としての物流改革に伴

い、当社保有の物流・商品センターの設備等を売却したことによるものです。

なお、設備投資等(有形固定資産、無形固定資産(のれんを除く。)及び長期前払費用への投資)は、

減価償却費とほぼ同水準の27,747百万円となりました。これは主に、国内での既存設備の改修・更

新に加え、上海工場の第３期拡張工事など拡大する中国での生産能力の増強によるものです。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度の財務活動に使用したキャッシュは、前連結会計年度の1,836百万円の収入から

95,882百万円の支出となりました。これは主に、第３回無担保普通社債及び欧米子会社の発行する

ミディアム・ターム・ノートの償還57,837百万円、自己株式の取得24,450百万円(単元未満株式の

買取りによるものを除く。)などによるものです。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

国内化粧品事業  89,910  △4.2

海外化粧品事業  73,994  ＋12.9

その他の事業  3,493 ＋2.1

合計  167,398 ＋2.8

(注) １　セグメント間取引については相殺消去しておりません。

２　金額は製造原価ベースで記載しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 受注状況

当社グループ製品については受注生産を行っておりません。また、ＯＥＭ(相手先ブランドによる

生産)等による受注生産を一部実施しているものの金額は僅少であります。

 

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

国内化粧品事業  439,020  △1.9

海外化粧品事業  263,703  ＋17.6

その他の事業  20,760  △8.6

合計  723,484 ＋4.2

(注) １　セグメント間取引については相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

文中の記載内容のうち、歴史的事実でないものは、有価証券報告書提出日(平成20年６月25日)現在
における当社グループの将来に関する見通し及び計画に基づいた将来予測であります。これらの将来
予測には、リスクや不確定な要素などの要因が含まれており、実際の成果や業績などは、記載の見通し
とは異なる可能性があります。

 

(1) 今後10年のロードマップ
前３ヵ年計画(2005～2007年度)を経て、当社グループは、グローバル市場で持続的成長を図って
いくための経営基盤を整えることができたと考えております。今後は、前３ヵ年で築いた基盤を
ベースに、「日本をオリジンとしアジアを代表するグローバルプレイヤー」を目指していきます。
しかしながら、そのためにクリアしなければならないハードルは少なくありません。１つ目は、世界
中の市場で成長性を高め、世界の化粧品市場の成長率を上回ること、２つ目は、グローバルコンペ
ティターに匹敵する営業利益率とROEを出し続けられる経営体質に変革することがあげられます。
加えて、一人ひとりのお客さまの”最高の美しさ”を実現し、外見の美しさだけでなく”心”まで
豊かにするという、資生堂ブランドならではの存在意義を明確に打ち出し、これをさらに高めてい
くことが必要です。この存在意義を世界中のお客さまに認めていただくために、以下の３つの強み
に磨きをかけていきます。

 

［資生堂の強み］
 

リッチ
モノやサービスの質の高さを細部にわたって徹底してこだ
わり実現していくこと

ヒューマンサイエンス
研究開発分野において、肌表面を美しくするだけでなく、
ヒトの心にいかに働きかけるかまでを探求していくこと

おもてなし
ヒトやモノを介した触れ合いを通じ、心まで豊かに導いて
いくこと

 

ロードマップとしては、今後10年を３つのフェーズに分けて考えていきます。最初の2010年度ま
での第１フェーズをすべての活動の質を高める期間として設定しています。第２フェーズでは、成
長軌道に乗ることでアジアにおける圧倒的なプレゼンスを確立し、第３フェーズで、世界規模での
さらなる成長と収益性の向上により躍進を果たしていきます。そして、10年後には「売上規模では
１兆円を超え、その半分以上を海外で獲得し、グローバルコンペティター並みの営業利益率12％以
上、ROE15％以上をコンスタントに確保できる会社」を目指します。
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(2) 新３ヵ年計画(2008～2010年度)

新３ヵ年計画では、前３ヵ年と同様に「成長性の拡大と収益性の向上」を、全体戦略の中で貫い

ていく共通のキーワードとし、加えて、世界的な視点で経営資源を最適に投下していくため「グ

ローバル化」と「峻別と集中」を加速させます。そして、これまでの自前主義にこだわらす、アライ

アンスやオープンイノベーションも含めて「社外の知恵とリソースの活用」を徹底していきたい

と考えております。

数値目標としては、最終年度の2010年度には営業利益率10％以上、ROEは営業利益率にプラス１～

２ポイントの水準を目指していきます。売上高は、３年間で年平均４～５％の成長、海外売上高比率

は40％以上を目指します。

 

新３ヵ年計画の全体像は以下の図のとおりです。

 

 

“世界中のお客さまに愛されるブランド”を創り上げる

①　グローバルブランド「SHISEIDO」の育成強化

当社グループの象徴的なプレステージブランドとして、世界各国で販売しているグローバル

ブランド「SHISEIDO」の育成強化を図っていきます。

まず、ブランドの一貫した強みを発揮できるよう、ラインを順次集約して商品体系を刷新し

ていきます。また、広大な世界市場を、国(面)単位ではなく、都市(点)単位で捉え、都市ごとに集

中的に原資を投下するマーケティング「シティーコンセプト」を導入し、効率良く、攻めの

マーケティングを展開していきます。さらに、中国、ロシアに次ぐ新興市場として、中東やイン

ドなど、すでに代理店を通じたビジネスを展開しているエリアについても、将来に向けた事業

モデルの構築に取り組んでいきます。

②　アジアでの圧倒的な存在感の確立に向けて

アジアの人々の肌を熟知しているという強みや、日本におけるビジネスノウハウを活かし、

アジア全域を対象に「マステージ
(注)１

マーケティング」を開始していきます。まずは、日本の

メガブランドをアジア全域に順次拡大し、アジアのメガブランドに進化させます。これに併せ、

生産子会社「資生堂ベトナム」を設立し、マステージビジネスの主力工場としていきます。
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中国では、中国専用ブランド「オプレ」を14年ぶりにイノベーションするとともに、化粧品

専門店事業の拡大や、デパート、専門店に次ぐ第３のチャネル開拓などを図り、年平均20％の売

上高の伸長を持続します。

ホームマーケットである日本においては、当社グループの得意領域であるお客さまとの強い

絆づくりをベースに展開するリレーショナルブランド
(注)２

戦略に取り組みます。さらに、メガ
ブランドとリレーショナルブランドを中心とした21の育成ブランドに絞り込みを進め、これら

に経営資源を集中しマーケティング効率を高めていきます。また、100％お客さま志向の徹底を

図るため、これまで取り組んできたビューティーコンサルタントの活動革新や新取引制度への

移行に続き、営業担当の売上予算を撤廃しプロセスを重視した新たな評価指標を設けるなど、

営業活動のさらなる革新に取り組みます。

③　資生堂グループの価値向上に向けた取り組み強化

ビューティーコンサルタントの活動においては、資生堂の強みである「おもてなし」の心を

ベースとした応対ノウハウを「SHISEIDO BEAUTY WAY」として体系化し、グローバルに展開し

ます。

研究開発においては、従来から力を入れてきた美白や抗老化の研究に加え、肌あれや毛穴対

策など肌質改善に向けた研究や、お客さまがはっきりと実感できる効果感についての研究を充

実していきます。さらに、ヘルス＆ビューティーケアや美容皮膚医療、皮膚に疾患や傷跡を抱え

た方々に対するメーキャップアドバイスなどの新領域における研究活動にも注力するととも

に、自前主義にこだわらずアライアンス
(注)３

やオープンイノベーション
(注)４

を積極的に進
め、美しい肌の実現はもちろんのこと、心まで豊かにする研究を強化していきます。

 

“世界に通用する質の高い経営基盤”を確立する

①　収益構造改革の推進と、組織、人材やコーポレート・ガバナンス体制の強化

生産効率の向上とコスト低減への取り組みとして、育成ブランドの絞り込みに加え、グルー

プ全体で、約３割の品種数削減を図ります。

また、2008年度から導入する新基幹システム(SAP)を軸に業務の標準化を行うとともに、本社

スタッフ部門の機能や業務を見直し仕事の質と専門能力の向上を図り、グローバル企業として

ふさわしい組織能力を構築していきます。

国内外の垣根を取り払ったグローバルな人事制度の構築や、中国における研修教育拠点「資

生堂中国研修センター」の設立などを通じて、グローバルに通用する人材の育成を図ります。

コーポレート・ガバナンス改革についても、これまで経営の質を高める様々な仕組みを導入

してきましたが、さらに、取締役のダイバーシティー
(注)５

を進めることで取締役会の監督機能
を強化し、併せて、執行役員の少数精鋭化・若手の登用により、執行能力を向上させていきま

す。

②　CSR活動に対する積極的な取り組み

資生堂ならではの社会貢献活動として、あざや白斑など深刻な肌悩みに対して化粧法や商品

を開発・提供し、心まで元気になっていただく「ソーシャルビューティーケア活動」を全国各

地に拡大するとともに海外にも展開していきます。また、環境対応については、地球市民として

重要な責務の一つと認識し、取締役会直轄のCSR委員会
(注)６

に新たに環境委員会を設置しま
す。加えて、2008年３月に実施した全従業員参加の「エコアイデア提案」をベースに従業員の

環境に対する意識の醸成を図る一方、生産工場での省電力化や中国における植林活動など、地

球環境に貢献できる活動をグローバルに展開していきます。

“国・組織を越えた資生堂グループの結束力”を高めること。これは、今後、「アジアを代表

するグローバルプレイヤー」を目指し、厳しいグローバル市場での競争において独自の存在を

築き、発展を遂げていく上で、最も大切なことです。

全世界に広がる当社グループの全従業員が、それぞれの国・地域で資生堂人としての最高の

パフォーマンスを発揮し、さらに、国・組織を越えて、強く結束していくことで、“世界中のお

客さまに愛されるブランド”を創り上げ、“世界に通用する質の高い経営基盤”を確立してい
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国、組織を超えた資生堂グループの“結束力”を高める

2005年、資生堂はコーポレートメッセージ「一瞬も　一生も　美しく」を策定しました。この

メッセージに込められた「その瞬間の美しさだけではなく、心まで豊かに感じていただく積み重

ねによって、人生そのものまでが美しくなっていく」という資生堂の想いは、「単に商品を売る

のみではなく、むしろその先にある、一人ひとりのお客さまの美しさと心の豊かさを実現するこ

と」という当社の存在意義そのものです。

今後とも、このコーポレートメッセージを、国内外の資生堂グループ社員が共有するスローガ

ンと位置づけ、グループの象徴である「花椿マーク」のもと、「100％お客さま志向」の活動に徹

していきます。

 

(注) １　マステージ：通常のマス商品よりも高級感はあるがプレステージ商品に比べるとかなり値ごろ感

がある商品領域。「マス」と「プレステージ」をもとにした造語。

２　リレーショナルブランド：カウンセリングを通じてお客さまとの関係性を深めていくブランド

群。

３　アライアンス：企業、大学や研究機関との提携、共同研究。

４　オープンイノベーション：自らの技術で足りない部分について、ニーズをオープンにして全世界

からアイデアを募る研究開発手法。

５　ダイバーシティー：異なるバックグラウンドや専門領域、幅広い視野・見識など多様性に富むこ

と。

６　CSR委員会：企業価値創造、コンプライアンス及び環境の３つの全社的テーマを推進する取締役会

直轄の委員会。男女共同参画、社会貢献、企業文化、企業倫理、環境問題を推進。
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(3) 株式会社の支配に関する基本方針

①　買収防衛策の非継続

当社は、平成18年４月27日開催の取締役会において、当社の会社の支配に関する基本方針(以下

「本基本方針」という。)を定め、本基本方針に照らして不適切な者が当社の財務及び事業の方針

の決定を支配することを防止するための取り組みとして、平成18年６月25日開催の第106回定時

株主総会の決議による承認を得て、「当社株式の大量取得に関する対応策」(いわゆる事前警告

型買収防衛策、以下「本プラン」という。)を導入しました。

本プランの有効期限は、平成20年６月25日開催の第108回定時株主総会の終結の時までとなっ

ておりましたが、当社は、平成20年４月30日開催の取締役会において、同株主総会の終結の時を

もって、本基本方針を廃止することとし、また、同定時株主総会以降、本プランを継続しないこと

を決議しました。

 

②　非継続の理由

当社は、平成17年４月から「成長性の拡大と収益性の向上」を目指して前３ヵ年計画を推進し

ました。この前３ヵ年計画では、当社グループは、「国内マーケティング改革」と中国を最重点市

場とした「グロ－バル展開のさらなる強化」、「抜本的な構造改革」の３つを柱に据え、「株

主」の皆さまを始め「お客さま」、「取引先」、「社員」、「社会」という全てのステークホル

ダーから「価値ある企業」として支持されることを目指し、ブランド価値の向上、企業価値の最

大化に取り組んでまいりました。その結果、前３ヵ年はステークホルダーの皆さまから強いご支

援をいただき、当初計画どおりの成果をあげることができました。

当社グループは、さらなる飛躍に向け、2008～2010年度を対象とした、新３ヵ年計画をスタート

しました。今後は、新３ヵ年計画の下、「日本をオリジンとしアジアを代表するグローバルプレイ

ヤー」を目指し、引き続き「成長性の拡大と収益性の向上」を図るため、“世界中のお客さまに

愛されるブランド”を創り上げるとともに、“世界に通用する質の高い経営基盤”を確立してい

きます。これにより、売上高年平均４～５％成長を実現し、新３ヵ年計画の最終年度までに、海外

売上高比率40％以上、売上高営業利益率10％以上、ROE(自己資本利益率)は営業利益率にプラス１

～２ポイントの水準を目指す所存です。このような状況下において、当社は、第108回定時株主総

会の終結の時をもって有効期間が満了となる本プランの取扱いについて、独立委員会委員(社外

取締役２名、社外監査役１名)の意見も参考にしつつ、慎重に協議をしました。その結果、大量買付

に関する法制度の整備状況も勘案し、当社としては、同定時株主総会において、本プランを継続す

るよりも、新３ヵ年計画を着実に実行していくことこそが、グローバル市場における当社グルー

プの競争力と持続的成長性を高め、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向

上に繋がるものと判断し、平成20年４月30日開催の取締役会において、同定時株主総会終結の時

をもって本基本方針を廃止し、また、同株主総会以降、本プランを継続しないことを決議しまし

た。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち当社グループの財政状態

及び経営成績等に悪影響を及ぼす可能性のあるリスクには次のようなものがあり、投資家の判断に重

要な影響を及ぼす可能性のある事項と考えております。

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成20年６月25日)現在において当社グ

ループが判断したものでありますが、ここに掲げられている項目に限定されるものではありません。

 

(1) ブランド「SHISEIDO」の価値の低下

当社グループでは、国内外の事業活動において、ブランド「SHISEIDO」をグループで共有し、ブラ

ンド価値の向上に努めておりますが、不測の事態によるブランド価値の低下が発生した場合には、

当社グループの財政状態及び経営成績等に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(2) お客さま対応

当社グループでは、お客さまとの関係を重視しております。「THE SHISEIDO CODE(資生堂企業倫

理・行動基準)」でも、その第１章としてお客さまの満足と信頼が得られるように行動する旨を明

示し、周知徹底を図っております。しかしながら、お客さまの満足や信頼を損なうこととなる不測の

事態が生じた場合、当社グループのブランド価値が低下し、当社グループの財政状態及び経営成績

等に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(3) 戦略的投資活動等

当社グループは、中国やロシア等の戦略市場への投資、M＆A及び新規事業・新市場への投資等の

戦略的投資活動の推進に際して、意思決定のために必要かつ十分な情報収集と検討を実施し、合理

的意思決定を行っております。しかしながら、予期し得ない種々の環境変化等により、当初意図した

成果が得られない場合には、当社グループの財政状態及び経営成績等に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。

 

(4) 化粧品業界の競争環境

当社グループの属する化粧品業界は、グローバル規模で競争が激しくなっております。成熟した

国内市場での限られたシェアをめぐっての国内同業他社との競争激化をはじめ、欧米グローバル企

業のプレステージ市場での影響力拡大、さらには他業界からの新規参入など競争環境がますます厳

しくなっております。また、海外市場でも当社グループが成長戦略の柱として位置付ける中国市場

やロシア市場等において、欧米グローバル企業が豊富な資金力を背景に積極的なM＆Aやマーケティ

ング活動を展開し、消費者の認知度を高め市場シェアを拡大するなど、競争環境が一層厳しくなっ

ております。

したがって、当社グループがグローバルコンペティターに比べてこの競争環境に的確に対処でき

ない場合には、当社グループの財政状態及び経営成績等に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(5) 海外での事業活動

当社グループは海外70ヵ国で事業活動を行っており、連結売上高に占める海外売上高比率は年々

伸長し、当連結会計年度では36.5％に至っております。なお、新３ヵ年計画(2008～2010年度)の最終

年度までに、同比率を40％以上まで高める計画です。

海外での事業活動において、予期し得ない経済的・政治的・社会的な突発事態の発生、テロ・戦
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争・内乱の勃発、鳥インフルエンザ等伝染病の流行による社会的・経済的混乱、異常気象や天候不

順等が、当社グループの財政状態及び経営成績等に悪影響を及ぼす可能性があります。

なお、海外売上に関する詳細は、「第５　経理の状況の　１　連結財務諸表等　(セグメント情報)」

として開示しております。

 

(6) 市場リスク

①　原材料価格

当社グループ製品の原材料は、国際市況の影響を受け、地政学的リスク、新興国の需要増加や投

機資金の流入に伴う需給バランス、天候不順、為替レートの変動等に伴い市況価格が変動します。

当社グループでは、原材料価格の上昇に対して継続的な原価低減活動などにより、その影響を軽

減する努力を続けております。しかしながら、予想を超える市況価格の変動が生じた場合には、当

社グループの財政状態及び経営成績等に悪影響を及ぼす可能性があります。

②　為替

当社グループは、輸出入取引等を行うことに伴う外貨建て決済について、為替レートの変動リ

スクを負っております。当社グループでは、販売地域に対応する生産体制を築き、輸出入取引のボ

リュームを抑えること等で通貨変動に対するヘッジを行っておりますが、リスクが完全に回避さ

れるわけではありません。また、在外連結子会社及び持分法適用関連会社の現地通貨建ての報告

数値は、連結財務諸表作成時に円換算することから、収益が費用を上回っている現状では、外貨に

対して円高が進むと経営成績にマイナス影響を与えます。このように不測の為替変動が生じた場

合には、当社グループの財政状態及び経営成績等に悪影響を及ぼす可能性があります。

③　株価

当社グループは、当連結会計年度末時点で、18,976百万円(時価ベース)の時価のある株式を保

有しており、株価の変動リスクを負っております。同時点で9,470百万円の評価益となっておりま

すが、株価の動向次第では評価益の減少、さらには評価損、減損のリスクがあります。また、当社の

企業年金では、年金資産の一部を時価のある株式で運用しており、株価の下落は年金資産の目減

りを通じて、年金費用を増加させ経営成績にマイナス影響を与えます。このように不測の事態が

生じた場合には、当社グループの財政状態及び経営成績等に悪影響を及ぼす可能性があります。

なお、有価証券に関する詳細は、「第５　経理の状況　(有価証券関係)」として開示しておりま

す。

 

(7) 市場ニーズへの適合

新製品・新ブランドの開発・育成及びマーケティング活動が市場ニーズに適合しているかどう

かが当社グループの売上及び利益に大きな影響をもたらします。当社グループでは、市場ニーズに

応えるため、魅力的な新製品・新ブランドの開発、マーケティング活動による新製品・新ブランド

及び既存品・既存ブランドの強化・育成、市場ニーズに応えられなくなった既存品・既存ブランド

の撤退を継続的に行っております。しかしながら、当該活動はその性質上、さまざまな要因による不

確実性が伴うため、当初意図した成果が得られない場合には、当社グループの財政状態及び経営成

績等に悪影響を及ぼす可能性があります。

なお、研究開発活動に関する詳細は、「第２　事業の状況の　６　研究開発活動」として開示してお

ります。
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(8) 特定の取引先等

当社グループの主要事業である国内化粧品事業においては、小売・流通チャネルにおいて大きな

変化が生じており、この変化に対する当社グループの対応が的確ではなかった場合には、当社グ

ループの財政状態及び経営成績等に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(9) 法規制等に関するリスク

当社グループは、薬事法をはじめとする法規制や、品質に関する基準、環境に関する基準、会計基

準や税法等、事業展開している国内外のさまざまな法規制等の適用を受けております。当社グルー

プではコンプライアンス(法令遵守)とCSRに基づく倫理的行動に万全を期しておりますが、今後、こ

れらの法規制等が変更された場合、又予測できない法規制等が新たに設けられた場合には、当社グ

ループの事業活動が制限され、当社グループの財政状態及び経営成績等に悪影響を及ぼす可能性が

あります。

 

(10)重要な訴訟等

当連結会計年度において、当社グループに重大な影響を及ぼす訴訟等は提起されておりません

が、将来、重要な訴訟等が発生し、当社グループに不利な判断がなされた場合には、当社グループの

財政状態及び経営成績等に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(11)情報セキュリティに関するリスク

当社グループが保有する顧客情報や機密情報等の情報資産の保護については、さまざまな対策を

講じております。例えば、平成17年４月の「個人情報保護法」の全面施行を踏まえ、平成16年３月に

個人情報保護を適切に行っている企業の証である「プライバシーマーク(JIS規格)」の認証を取得

しております。しかしながら、予期し得ない不正アクセスによる情報漏洩等が発生した場合には、当

社グループの財政状態及び経営成績等に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(12)災害・事故等

当社グループでは、大規模な地震の発生など災害・事故発生時の生産、物流及び販売の中断によ

る損失を最小化するため、生産拠点、物流拠点、情報システム及び本社を事業継続の重要拠点と位置

付け、事業継続計画(BCP)の構築を行っております。しかしながら、想定を超える災害・事故等の発

生により、製造、物流及び販売の中断が生じた場合には、当社グループの財政状態及び経営成績等に

悪影響を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

当連結会計年度において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

 

株式譲渡契約

 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約内容

㈱資生堂
(当社)

東京リース㈱ 日本

当社は、当社グループのリース事業を行う資生
堂リース㈱の普通株式1,800株(発行済株式総数
の90％)の東京リース㈱への譲渡契約を平成19
年11月30日に締結し、平成20年１月31日に取引
を完了いたしました。

(注)　資生堂リース㈱は、平成20年４月１日付でエス・ディー・エル㈱に社名変更しております。
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６ 【研究開発活動】

当社グループ(当社及び連結子会社)は、お客さまの「美と健康」を実現する画期的な商品、サービ

スの提供を目指し、神奈川県横浜市の２ヵ所のリサーチセンター、東京都品川区のビューティーソ

リューション開発センターをはじめ、アメリカ(米国)、欧州(フランス)、アジア(中国、タイ)の世界５

極の研究開発拠点にて、研究開発活動を推進しております。

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は、前連結会計年度に比べ9.7％減少し、14,565

百万円となり、売上高に対する比率は0.3ポイント低下の2.0％となりました。

各事業別の研究の目的、主要課題、研究成果及び研究開発費は、以下のとおりであります。なお、基礎

研究などの各事業に配賦できない費用4,058百万円が含まれております。
 

＜国内化粧品事業＞

より美しい肌と美しい生活を実現することを目的に、基礎的な皮膚・界面科学の研究から化粧品

原料素材の開発、製品の開発・評価、美容法の開発に至るまでの研究開発を推進しております。当事

業に関わる研究開発費は8,465百万円であります。

(化粧品事業)

化粧品事業においては、新整肌保湿成分「グリシルグリシン」をスキンケアブランド「アクア

レーベル」に応用し、大人の毛穴を小さくして、肌をなめらかにする美容液を開発しました。

また、日本女性の美の象徴である美しい髪を維持するため、傷んだ髪の毛先まで補修し、指どおり

よいなめらかな髪に仕上げる新成分「ツバキアミノ」を配合した「TSUBAKI ゴールデンリペア」

を開発しました。さらに、ツバキの花の天然美容成分から新美髪補修成分「美艶ツバキリピッド」

を開発し、深みのある「深層光沢」を引き出すことにより髪の艶をさらに高めた新「TSUBAKI」へ

と進化させました。

化粧を通じたCSR活動として、通常のファンデーションではカバーすることが難しい、火傷あと、

傷あと、ニキビあとなど肌の凹凸をカバーする「パーフェクトカバー ファンデーション BM」を開

発し、これまで以上に幅広い肌悩みに対応するソリューションを提供し、お客さまのQOL(クオリ

ティー・オブ・ライフ：生活の質)の向上をサポートできるようになりました。

(ヘルスケア事業)

ヘルスケア事業では、ストレスや睡眠不足とコラーゲン生成機能の関連に着目し、コラーゲンを

生み出す力をサポートする成分を配合した美容食品「コラーゲンEX」、「コラーゲンアップデー

ト」を開発しました。
 

＜海外化粧品事業＞

「ハイ・クオリティ」、「ハイ・イメージ」、「ハイ・サービス」を追求する海外化粧品に対応

するために、高品質・高機能の素材の特徴を十分に引き出すような製品の開発を推進しておりま

す。当事業に関わる研究開発費は1,676百万円であります。

(化粧品事業)

化粧品事業においては、最新の皮膚科学研究の結果、生体成分「カルノシン」に加齢、乾燥、紫外

線などによってできた「しわ」を改善する効果を見出しました。この知見を応用し、ハリが失われ

るなどの変化を感じる肌をうるおいで満たし、凛としたハリを保ち、いきいきとした若々しい肌へ

と導く「ベネフィアンス NP デークリーム／ナイトクリーム」に活用しました。

また、グローバルメーキャップブランド「ザ・メーキャップ」では、うるおいと皮脂のバランス

を巧みに整える新処方を採用し、ファンデーションでありながらスキンケア効果を実現した「デュ

アルバランシングファンデーション」を開発しました。
 

＜その他の事業＞

当事業に関わる研究開発費は365百万円であります。

(フロンティアサイエンス事業)

フロンティアサイエンス事業では、医療用医薬品、化粧品原料、クロマトグラフィー、美容皮膚医

療などの研究開発を進めております。医療用医薬品では、女性の更年期に特有の症状を改善するホ

ルモン補充療法薬「ル・エストロジェル
®
」を開発しました。本製品は日本初のジェル製剤であ

り、バイエル薬品工業㈱より販売を開始しました。

また、クロマトグラフィーでは、メーキャップに用いられる粉体の開発技術を応用した分析用の

高性能カラムの開発、種々の分離精製用機器装置の開発などを行っております。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

当連結会計年度における財政状態及び経営成績の分析は、次のとおりであります。

なお、文中の記載内容のうち、歴史的事実でないものは、有価証券報告書提出日(平成20年６月25日)
現在における当社グループの将来に関する見通し及び計画に基づいた将来予測であります。これらの
将来予測には、リスクや不確定な要素などの要因が含まれており、実際の成果や業績などは、記載の見
通しとは異なる可能性があります。

 

(1) 重要な会計方針及び見積もり

当社グループの連結財務諸表は、一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて
おります。その作成には経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金
額及び開示に影響を与える見積もりを必要としております。経営者は、これらの見積もりについて
過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積もり特有の不確実性があ
るため、これらの見積もりと異なる場合があります。

当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５　経理の状況の　連結財務諸表
作成のための基本となる重要な事項」に記載しておりますが、特に以下の重要な会計方針が連結財
務諸表における重要な見積もりの判断に大きな影響を及ぼすと考えております。

 

①　有形固定資産

当社グループでは、有形固定資産の簿価について、それが回収できなくなる可能性を示す兆候
がある場合には、減損の有無を判定しております。この判定は、事業用資産についてはグルーピン
グした各事業単位の将来キャッシュ・フローの見積もりに基づいて、遊休資産については個別に
比較可能な市場価格に基づいて行っております。経営者は将来キャッシュ・フロー及び回収可能
価額の見積もりは合理的であると考えておりますが、将来の予測不能な事業上の前提条件の変化
によって見積もりが変更されることにより、将来キャッシュ・フローや回収可能価額が減少し、
減損損失が発生する可能性があります。

 

②　のれん及び耐用年数が確定できない無形固定資産

当社グループの一部の在外連結子会社では、のれん及び耐用年数が確定できない無形固定資産
については、主として償却を実施せず、原則年１回、減損の判定を行っております。公正価額の見
積もりや減損判定に当たっては、外部専門家などによる評価を活用しております。公正価額の見
積もりは、主に割引キャッシュ・フロー方式により行いますが、この方式では、将来キャッシュ・
フロー、割引率など、多くの見積もり・前提を使用しております。これらの見積もり・前提は、減
損判定や認識される減損額に重要な影響を及ぼす可能性があります。経営者は、当該判定におけ
る公正価額の見積もりは合理的であると判断しておりますが、将来の予測不能な事業上の前提条
件の変化によって見積もりが変更されることにより、公正価額が下落し、減損損失が発生する可
能性があります。

 

③　有価証券

当社グループでは、その他有価証券のうち、取得価額に比べ時価又は実質価額が著しく下落し
たものについては、回復可能性があると判断される場合を除き、減損処理を行っております。時価
のあるものについては、決算日現在の時価が取得価額を50％以上下回る場合には回復可能性はな
いものと判断し、30％以上50％未満下落の場合には当該有価証券の発行会社の財政状態及び経営
成績を勘案し、回復可能性を判断しております。時価のないものについては、発行会社の財政状態
の悪化により、１株当たり純資産額が当該有価証券を取得した時の純資産額と比較して50％以上
下落した場合、回復可能性があると判断できる場合を除き、減損処理を行っております。経営者
は、回復可能性の判断が適切なものであると判断しておりますが、回復可能性ありと判断してい
る有価証券についても、将来、時価の下落又は投資先の財政状態及び経営成績の悪化により、減損
損失が発生する可能性があります。

 

④　繰延税金資産

当社グループでは、回収可能性がないと判断される繰延税金資産に対して評価性引当額を設定
し、適切な繰延税金資産を計上しております。繰延税金資産の回収可能性は各々の納税単位で十
分な課税所得を計上するか否かによって判断されるため、その評価には、実績情報とともに将来
に関する情報が考慮されております。経営者は、当該計上額が適切なものであると判断しており
ますが、将来の予測不能な事業上の前提条件の変化に伴う各々の納税単位の経営悪化により、繰
延税金資産に対する評価性引当を追加で設定する可能性があります。
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⑤　退職給付費用及び債務

当社グループの主要な退職給付制度は日本における企業年金制度及び退職一時金制度です。従
業員の退職給付費用及び債務は、割引率、退職率、死亡率及び年金資産の期待運用収益率などを含
む前提条件に基づいて算出されております。これらの前提条件は年に一度見直しております。割
引率と期待運用収益率は、退職給付費用及び債務を決定する上で、２つの重要な前提条件です。割

引率は一定の格付けを有し安全性の高い長期社債の市場利回りを参考に決定しております。期待
運用収益率は年金資産の種類毎に期待される収益率の加重平均に基づいて決定しております。経
営者は、これらの前提条件は適切であると考えていますが、実際の結果との差異や、前提条件の変
更が、将来の退職給付費用及び債務に影響を及ぼす可能性があります。

 

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

①　概要

当社グループでは「成長性の拡大と収益性の向上」を目指す３ヵ年計画の最終年度を迎え、計
画目標の達成に向け、「国内マーケティング改革の総仕上げ」「グローバル展開のさらなる強
化」「抜本的な構造改革の続行」の３つを重点的に進めました。この結果、当連結会計年度の経
営成績は、前連結会計年度に比べて売上高は4.2％増収の723,484百万円、営業利益は26.9％増益
の63,465百万円となりました。売上高営業利益率は8.8％となり、当連結会計年度を最終年度とす
る３ヵ年計画で目標としていた売上高営業利益率８％以上を達成しました。営業利益の増加に伴
い、経常利益も21.7％増益の65,088百万円となりました。減損損失や特別退職関連費用などによ
る特別損失がありましたが、資生堂物流サービス㈱と資生堂リース㈱の株式売却益などの特別利
益もあり、当期純利益は40.2％増益の35,459百万円となりました。

なお、売上高、営業利益の事業の種類別セグメント及び所在地別セグメントの分析については、
「１　業績等の概要　(1)業績」に記載しております。

 

②　売上高

売上高は、前連結会計年度に比べ4.2％増収(現地通貨ベースで同1.9％の増収)の723,484百万
円となりました。これは、国内が下期の消費マインドの冷え込みによる影響などを受け、前連結会
計年度実績を下回りましたが、海外が中国を中心として好調に推移したことによるものです。

 

③　売上原価、販売費及び一般管理費

(売上原価)

売上原価は、前連結会計年度に比べ0.5％増加の186,466百万円となりました。売上高に対する
比率は0.9ポイント改善して25.8％となりました。

継続的な原価低減活動に取り組んだことに加え、海外の売上増に伴う増産により生産効率が向
上したことや原価率の低い中国の売上割合が増加したことなどが主な要因です。また、国内にお
いて原価率の高いリース事業などのサービス事業から撤退・縮小を進めました。

(販売費及び一般管理費)

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ3.2％増加473,553百万円となりました。売上
高に対する比率は、0.7ポイント改善して65.4％となりました。この内訳は次のとおりです。

(a) マーケティングコスト

マーケティングコスト(広告費及び売出費)の売上高に対する比率は0.7ポイント改善し
22.9％となりました。海外では、最重点市場である中国やデザイナーズ・フレグランス、トラベ
ルリテールビジネスにおけるマーケティングコストの積極投入や2007年秋に欧州で先行発売
した「SHISEIDO」ブランドのフレグランス「ZEN」への戦略投資はあったものの、これを国内
におけるブランド集約化に伴うマーケティングコストの効率運用により吸収しました。

なお、マーケティングコストは毎期売上高の一定率を今後もコンスタントに投入していく予
定です。

(b) 人件費

人件費の売上高に対する比率は、0.2ポイント改善し21.4％となりました。国内の人件費率は

若干悪化したものの、海外、主に中国のビューティーコンサルタントの人員増強による人件費

の上昇が売上伸長率の範囲内にコントロールされたことによるものです。

(c) 経費

経費(その他の費用)の売上高に対する比率は、0.2ポイント悪化し21.1％となりました。海外

では、経費の上昇が売上伸長率の範囲内にコントロールされたものの、国内では内部統制報告

制度への対応コストなどの特殊要因があったことによるものです。
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なお、販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は前連結会計年度に比べ9.7％減少の

14,565百万円となり、売上高に対する比率は0.3ポイント低下の2.0％となりました。なお、研究

開発活動についての詳細は、「６　研究開発活動」として開示しております。
 

④　営業利益

営業利益は、売上増に伴う差益増に加え、売上原価の低減、販売費及び一般管理費の効率運用を

進めたことにより、前連結会計年度に比べ26.9％増益の63,465百万円、売上高営業利益率は1.6ポ

イント改善の8.8％となり、当連結会計年度を最終年度とする３ヵ年計画で目標としていた８％

以上を達成いたしました。
 

⑤　営業外損益

受取利息及び受取配当金から支払利息を控除した金融収支は、218百万円の純額費用から1,095

百万円の純額収益となりました。

一方、為替相場の変動により為替差損1,648百万円の計上などがあり、営業外収益から営業外費

用を控除した営業外損益は、前連結会計年度に比べ53.1％減少の1,622百万円の利益となりまし

た。

また、持分法投資利益は、フランスのピエールファーブル社の「アベンヌ」ブランドを日本で

販売する㈱ピエールファーブルジャポンの貢献などにより、148百万円を計上しております。
 

⑥　経常利益

経常利益は、営業利益の増加に伴い前連結会計年度に比べ21.7％増益の65,088百万円となりま

した。
 

⑦　特別損益

資生堂物流サービス㈱と資生堂リース㈱の株式売却益などを特別利益として計上しておりま

す。一方、国内営業体制の再編に伴い発生した減損損失や特別退職関連費用と収益性の向上を

図った構造改革に伴う費用などを特別損失として計上しております。

特別利益から特別損失を控除した特別損益は、前連結会計年度の5,699百万円の損失から436百

万円の利益となりました。
 

⑧　税金等調整前当期純利益

税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度に比べ37.2％増益の65,524百万円となりました。
 

⑨　法人税等(法人税等調整額を含む)

法人税等は、税金等調整前当期純利益の増加により前連結会計年度に比べ33.4％増加の25,569

百万円となりました。なお、日本より実効税率の低い在外連結子会社の利益の割合が上昇したこ

とに伴い、税金等調整前当期純利益に対する比率は前連結会計年度の40.1％から1.1ポイント改

善し39.0％となりました。
 
⑩　少数株主利益
少数株主利益は、中国、台湾を中心としたアジアの合弁会社の業績好調により、前連結会計年度
に比べ36.3％増加の4,495百万円となりました。

 
⑪　当期純利益
当期純利益は、前連結会計年度に比べ40.2％増益の35,459百万円となりました。１株当たり当
期純利益は、前連結会計年度の60.89円から86.05円となりました。
なお、ROE(自己資本利益率)については、収益率の向上や当期純利益を上回る株主還元の結果、
前連結会計年度の6.6％から2.6ポイント改善の9.2％となりました。

 
(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について
経営成績に重要な影響を与える要因については、「４　事業等のリスク」として開示しておりま
す。

 
(4) 経営戦略の現状と見通し
経営戦略の現状と見通しについては、「１　業績等の概要」及び「３　対処すべき課題」として開
示しております。
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(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析
①　資金調達と流動性マネジメント
当社グループは、事業活動のための適切な資金確保、流動性の維持、並びに健全な財政状態を常
に目指し、安定的な営業キャッシュ・フローの創出、幅広い資金調達手段の確保に努めておりま
す。当社グループの成長を維持するために将来必要な運転資金及び設備投資・投融資資金は、主
に手元のキャッシュと営業活動からのキャッシュ・フローに加え、借入や社債発行により調達し
ております。
当連結会計年度末現在において、当社グループの流動性は十分な水準にあり、資金調達手段は
分散されていることから、財務の柔軟性は高いと考えております。
手元流動性については、連結売上高の1.5ヵ月程度を１つの目安としております。当連結会計年
度末の現金及び預金、有価証券の総額は132,488百万円となり、手元流動性は連結売上高の2.2ヵ
月分となりました。
一方、当連結会計年度末現在の有利子負債残高は63,219百万円となりました。国内普通社債の
発行登録枠の未使用枠500億円、当社及び欧米子会社２社を発行体とするプログラム型シンジ
ケート・ローンの未使用枠2.6億ドル、並びに米国子会社のCPプログラムの未使用枠１億ドルな
どを有し、資金調達手段は分散化されております。

 

②　格付け
当社グループは、流動性及び資本政策に対する財務の柔軟性を確保し、資本市場を通じた十分
な資金リソースへのアクセスを保持するため、一定水準の格付けの維持が必要であると考えてお
ります。当社グループは、グローバルな資本市場から円滑な資金調達を行うため、ムーディーズ・
インベスターズ・サービス・インク(以下「ムーディーズ」という。)及びスタンダード・アンド
・プアーズ・レーティングズ・サービシズ(以下「S&P」という。)の２社より格付けを取得して
おります。
(ムーディーズ)
平成19年７月18日、ムーディーズは当社の長期債格付け「A1」の見通しを「安定的」から「ポ
ジティブ」に変更しました。これは、当社グループが強固なバランスシート構造と収益性の改善
を維持しつつ、現在進めているブランド戦略、積極的なコスト対策、及び海外事業の着実な拡大に
支えられ、全体的な信用力を引き続き改善していくであろうとのムーディーズの見通しに基づく
ものです。
なお、平成20年５月20日、ムーディーズは、当社の長期債格付け「A1」を引き上げ方向で見直す
と発表しました。格付けの見直しは、強固なバランスシートを維持しつつ、一層のコスト削減施
策、効率的なブランドマネジメント、並びに海外化粧品事業を着実に拡大することに重点を置い
た事業戦略に支えられ、当社の全体的な信用力がこれまでより高い水準で安定するとのムー
ディーズの見方を反映したものです。
(S&P)
平成19年６月29日、S&Pは当社の長期債格付け(見通し)を「シングルA(ポジティブ)」から「シ
ングルAプラス(安定的)」に１ノッチ(段階)引き上げました。これは、化粧品市場の拡大が続いて
いる中国を牽引役に海外事業で収益の継続的な伸長が見込めること、及びブランドの統廃合を進
めた国内化粧品事業でも業績が堅調に推移していることから、今後数年、収益性とキャッシュ・
フロー・カバレッジ指標の向上がさらに進むと見込まれ、安定的な財務体質を維持できる、との
S&Pの見通しに基づくものです。
平成20年５月31日現在の債券格付けの状況(長期／短期)は以下のとおりです。

 

 ムーディーズ S&P

長期 A１(見通し：ポジティブ) A＋(見通し：安定的)

短期 P－１ A－１

 

③　資産及び負債・純資産
(資産)
当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ8.6％減少の675,864百万円となりまし
た。
流動資産は、前連結会計年度末に比べ4.2％減少の357,707百万円となりました。これは、2008年
３月発売の新「TSUBAKI」の初期出荷などに伴い受取手形及び売掛金が増加した一方、平成19年
５月の第３回無担保普通社債(500億円)の償還に伴い現金及び預金や有価証券が減少したことな

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

 41/241
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固定資産は、前連結会計年度末に比べ13.2％減少の318,157百万円となりました。

有形固定資産(減価償却累計額控除後)は、前連結会計年度末に比べ15.9％減少の144,357百万

円となりました。これは、物流改革として物流・商品センターの設備の売却(17,274百万円)を進

めたことや資生堂リース㈱の連結除外があったことなどによるものです。

無形固定資産は、新基幹システム(SAP)の導入準備の影響などにより、前連結会計年度末に比べ

2.4％増加の50,938百万円となりました。

投資その他の資産は、投資有価証券の売却や時価下落による評価益の減少などがあったことに

より、前連結会計年度末に比べ15.4％減少の122,861百万円となりました。

(負債)

当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ17.8％減少の276,125百万円となり

ました。

これは主に、国内におけるメガブランドの育成・強化のためのマーケティングコストの増加に

伴う未払金の増加があった一方、有利子負債が減少したことによるものです。

当連結会計年度末の長短借入債務を合わせた有利子負債残高は、50.5％減少の63,219百万円と

なりました。これは主に、第３回無担保普通社債500億円及び欧米子会社発行のミディアム・ター

ム・ノート(以下「MTN」という。)7,868百万円が償還を迎えたことや、資生堂リース㈱の連結除

外などによるものです。なお、社債残高は、第４回無担保普通社債(平成22年３月償還、利率

1.12％)200億円及び米国子会社発行のMTNから構成されております。

有利子負債の詳細は、「第５　経理の状況の　１連結財務諸表等　⑤連結附属明細表」に記載し

ております。

(純資産)

当連結会計年度末の純資産は、前連結会計年度末に比べ1.0％減少の399,738百万円となりまし

た。

当期純利益が35,459百万円が前連結会計年度から増加した一方、剰余金の配当13,464百万円や

自己株式の取得24,450百万円(単元未満株式の買取によるものを除く。)などがありました。

この結果、１株当たり純資産額は、前連結会計年度末に比べて5.43円増加し946.22円となり、自

己資本比率は、前連結会計年度末の52.5％から4.1ポイント上昇し56.6％となりました。

なお、キャッシュ・フローについては、「１　業績等の概要　(2)キャッシュ・フローの状況」に

記載しております。
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(キャッシュ・フロー指標の推移)
 

 
平成16年
３月期

平成17年
３月期

平成18年
３月期

平成19年
３月期

平成20年
３月期

自己資本比率(％) 59.8 51.2 55.7 52.5  56.6

時価ベースの自己資本比率(％) 89.6 83.6 134.4 133.6  157.6

債務償還年数(年) 1.4 1.8 3.8 1.8  0.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ
(倍)

18.2 22.1 8.6 30.6  39.1

(注) １　自己資本比率　：　(純資産の部合計－新株予約権－少数株主持分)／総資産

　　時価ベースの自己資本比率　：　株式時価総額／総資産

　　債務償還年数　：　有利子負債／営業活動によるキャッシュ・フロー

　　インタレスト・カバレッジ・レシオ　：　営業活動によるキャッシュ・フロー／利払い

２　各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

３　株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。

４　有利子負債は、連結貸借対照表上に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用し

ております。

 

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループを取り巻く事業環境は、今後も厳しくかつ変化の激しい状況が続くと認識しており

ます。その中で当社グループは、「日本をオリジンとしアジアを代表するグローバルプレイヤー」

となることを目指し、さらなる成長を果たしていきます。

2008年度からスタートする新３ヵ年計画(2008～2010年度)では、引き続き「成長性の拡大と収益

性の向上」を図るとともに、「グローバル化」「峻別と集中」「社外の知恵とリソースの活用」を

徹底して追求し、“世界中のお客さまに愛されるブランド”を創り上げるとともに、“世界に通用

する質の高い経営基盤”を確立していきます。

これにより、売上高は年平均４～５％成長を実現し、最終年度までに海外売上高比率40％以上、売

上高営業利益率10％以上、ROE(自己資本当期純利益率)を同利益率＋１～２％の水準とすることを

目指していきます。

なお、取り組みの詳細は、「３　対処すべき課題」に記載しております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】
(1) 設備投資

当社グループ(当社及び連結子会社)では、当連結会計年度において、国内では既存設備の改修・

更新や新基幹システム(SAP)の導入準備、海外では中国の生産能力増強を中心に29,738百万円の設

備投資(有形固定資産の他、無形固定資産(のれんを除く。)、長期前払費用への投資。金額には消費税

等は含まれておりません。)を実施しました。なお、事業の種類別セグメントの内訳は以下のとおり

であります。

 

　　　国内化粧品事業 14,755百万円  

　　　海外化粧品事業 12,261　〃  

　　　その他の事業 2,649　〃  

　　　消去又は全社 72　〃  

　　　合計 29,738　〃  

 

(国内化粧品事業)

国内化粧品事業では、国内４工場の生産能力の維持・合理化を図るための既存設備の改修・更

新、販売・物流、会計業務を標準化し、環境の変化に迅速に対応、経営の可視化を実現するために新

基幹システム(SAP)の導入準備を進めるなど14,755百万円の設備投資を行いました。

(海外化粧品事業)

海外化粧品事業では、中国市場で着実に増加している化粧品需要、特に現在契約を進めている化

粧品専門店の店数拡大に対応するために上海卓多姿中信化粧品有限公司(上海工場)の生産能力を

倍増させる第３期拡張工事(2007年８月完了)、また、環境活動の一環として、資生堂アメリカイン

コーポレーテッド(イーストウィンザー工場)で太陽光パネルを設置するなど12,261百万円の設備

投資を行いました。

(その他の事業)

その他の事業では、リース子会社によるリース資産の取得など2,649百万円の設備投資を行いま

した。

 

(2) 売却等

また、当連結会計年度において、収益性の向上を図る「抜本的な構造改革」の一環としての物流

構造改革に伴い、当社が保有する物流・商品センターの大半を売却しております。また、資生堂リー

ス㈱は連結の範囲から除外となりました。その内容は以下のとおりであります。

 

①　提出会社
 

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容 売却時期
前期末帳簿価額
(百万円)

物流・商品センター
(神奈川県川崎市
川崎区他)

国内化粧品事業 物流設備 平成19年４月 17,274

(注)　金額には消費税等は含まれておりません。

 

②　国内子会社
 

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容 売却時期
前期末帳簿価額
(百万円)

資生堂リース㈱
本店他
(東京都中央区他)

その他の事業
生産設備、
オフィス設備等

平成20年１月 6,443

(注) １　金額には消費税等は含まれておりません。
２　資生堂リース㈱は、平成20年４月１日付でエス・ディー・エル㈱に社名変更しております。
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２ 【主要な設備の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)の主要な設備の状況は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社

 

事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

本社、研修所
(東京都港区 他)

各事業
オフィス
設備等

9,173 158
11,400
(178)

12,35933,0911,831

リ サ ー チ セ ン
ター
(神奈川県横浜市
都筑区 他)

各事業 研究設備 5,152 40
6,841
(35)

1,35813,392514

鎌倉工場
(神奈川県鎌倉
市)

国内化粧
品
事業

生産設備 1,702 1,391
493
(34)

431 4,019291

掛川工場
(静岡県掛川市)

国内化粧
品
事業

生産設備 4,386 1,617
903
(202)

683 7,591325

大阪工場
(大阪府大阪市
東淀川区)

国内化粧
品
事業

生産設備 1,424 1,320
1,868
(34)

480 5,093268

久喜工場
(埼玉県久喜市)

国内化粧
品
事業

生産設備 3,607 2,265
2,263
(98)

888 9,024268

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品、建設仮勘定、無形固定資産(のれんを除く。)及び長期前払

費用の合計であります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

３　主要な賃借及びリース設備はありません。

 

(2) 国内子会社

 

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積
千㎡)

その他 合計

資生堂販売
㈱

本店他９支
社25営業本
部
(東京都港
区
他)

国内化粧
品事業

オフィス
設備

11,088 ―
7,468
(89)

9,40927,9657,958

㈱ 資 生 堂
パーラー

銀座本店 
他
(東京都中
央区 他)

その他の
事業

店舗設備 3,515 110
1,792
(1)

107 5,526307

匿名組合セ
ラン

汐留オフィ
ス
(東京都港
区)

その他の
事業

オフィス
設備

19,057 ―
―
(─)

― 19,057―

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品、建設仮勘定、無形固定資産(のれんを除く。)及び長期前払

費用の合計であります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

３　主要な賃借及びリース設備はありません。
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(3) 在外子会社

 

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積
千㎡)

その他 合計

資生堂アメリ
カインコーポ
レーテッド

イーストウィン
ザー工場
( ア メ リ カ 、
ニュージャー
ジー)

海外化
粧品事
業

生産設
備

2,179 350
266
(168)

10 2,807147

ダブリン　イン
ダストリーズ　
イ ン コ ー ポ
レーション

本社工場
( ア メ リ カ 、
ニュージャー
ジー)

海外化
粧品事
業

生産設
備

603 254
131
(49)

1 991 171

ゾートス　イン
ターナショナ
ル　インコーポ
レーテッド

ジェニーバ工場
( ア メ リ カ 、
ニューヨーク)

海外化
粧品事
業

生産設
備

1,913 773
20
(132)

233 2,940521

資 生 堂 イ ン
ターナショナ
ルフランス

ジアン工場
(フランス、ジア
ン)

海外化
粧品事
業

生産設
備

653 836
290
(175)

27 1,807290

バル・ド・ロ
ワール工場
(フランス、オル
ム)

海外化
粧品事
業

生産設
備

1,659 247
0

(165)
27 1,934283

ラボラトワー
ルデクレオー
ル

(注)４

本社工場
(フランス、アル
ジャントゥイ
ユ)

海外化
粧品事
業

生産設
備

― 292
―
(─)
〔13〕

217 510 250

資生堂(中国)
投資有限公司

(注)４

本店 他
(中国、上海)

海外化
粧品事
業

店舗設
備

― ―
―
(―)

3,7983,7982,758

上海卓多姿中
信化粧品有限
公司

(注)４

上海工場
(中国、上海)

海外化
粧品事
業

生産設
備

1,953 879
―
(―)
〔67〕

631 3,465203

資生堂麗源化
粧品有限公司

(注)４

北京工場 他
(中国、北京他)

海外化
粧品事
業

生産設
備
店舗設
備

814 850
―
(―)
〔32〕

1,6723,337236

台湾資生堂股
?有限公司

中?工場
(台湾、中?)

海外化
粧品事
業

生産設
備

349 100
181
(32)

81 712 150

新竹工場
(台湾、新竹)

海外化
粧品事
業

生産設
備

361 5
1,436
(34)

16 1,82040

資生堂ニュー
ジーランド

ニュージーラン
ド工場
(ニュージーラ
ンド、オークラ
ンド)

海外化
粧品事
業

生産設
備

271 37
111
(87)

102 522 70

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品、建設仮勘定、無形固定資産(のれんを除く。)及び長期前払

費用の合計であります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

３　主要な賃借及びリース設備はありません。

４　土地を賃借しております。年間賃借料は、ラボラトワールデクレオール102百万円、上海卓多姿中信化粧

品有限公司21百万円、資生堂麗源化粧品有限公司８百万円であります。賃借している土地の面積につい

ては〔　〕で外書きしております。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループ(当社及び連結子会社)の重要な設備の新設、除却等の計画は以下のとおりでありま

す。

(1) 新設、改修等

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修等に係る設備投資計画(有形固定資産の

他、無形固定資産(のれんを除く。)、長期前払費用への投資計画。金額には消費税等は含まれており

ません。)は、29,000百万円であり、その主な内訳は以下のとおりであります。

①　提出会社
 

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容 投資の主な目的
投資予定金額
(百万円)

資金調達方法

本社、研修所
(東京都港区 他)

各事業
オフィス
設備

オフィス設備改
修他

1,000
自己資金及
び社債

リサーチセンター
(神奈川県横浜市都筑区
他)

各事業 研究設備
研究設備の維持
及び合理化

900
自己資金及
び社債

鎌倉工場
(神奈川県鎌倉市)

国内化粧品事業 生産設備
生産能力の維持
及び合理化

500
自己資金及
び社債

掛川工場
(静岡県掛川市)

国内化粧品事業 生産設備
生産能力の維持
及び合理化

900
自己資金及
び社債

大阪工場
(大阪府大阪市東淀川
区)

国内化粧品事業 生産設備
生産能力の維持
及び合理化

600
自己資金及
び社債

久喜工場
(埼玉県久喜市)

国内化粧品事業 生産設備
生産能力の維持
及び合理化

800
自己資金及
び社債

(注)　金額には消費税等は含まれておりません。

 

②　国内子会社
 

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容 投資の主な目的
投資予定金額
(百万円)

資金調達方法

資生堂販売㈱
本店他９支社
25営業本部
(東京都港区他)

国内化粧品
事業

オフィス
設備

オフィス設備
改修他

900
自己資金及
び借入金

(注)　金額には消費税等は含まれておりません。

 

③　在外子会社
 

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
投資の主な目

的
投資予定金額
(百万円)

資金調達方法

ゾートスイン
ターナショナ
ルインコーポ
レーテッド

ジェニーバ工場
( ア メ リ カ 、
ニューヨーク)

海外化粧品事
業

生産設備
生産能力の維
持及び合理化

1,000
自己資金及
び借入金

資生堂イン
ターナショナ
ルフランス

ジアン工場
(フランス、ジア
ン)

海外化粧品事
業

生産設備
生産能力の維
持及び合理化

1,100

自己資金

バル・ド・ロ
ワール工場
(フランス、オル
ム)

海外化粧品事
業

生産設備
生産能力の維
持及び合理化

自己資金

資生堂(中国)
投資有限公司

本店 他
(中国、上海)

海外化粧品事
業

店舗設備
新規店舗拡充
及び改装

2,600
自己資金及
び借入金

資生堂麗源化
粧品有限公司

北京工場
(中国、北京)

海外化粧品事
業

生産設備
生産能力の維
持及び合理化

1,000自己資金
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資生堂ベトナ
ム

ベトナム工場
(ベトナム、ドン
ナイ)

海外化粧品事
業

生産設備 工場新設 2,500自己資金

(注)　金額には消費税等は含まれておりません。
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(2) 除却

また、資生堂グループの価値向上に向けた基盤強化の取り組みの１つであるグローバル生産体制

の整備の一環としてニュージーランド工場を閉鎖します。

在外子会社
 

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名

称
設備の内容 閉鎖時期

当期末帳簿価額
(百万円)

資生堂
ニュージーランド

ニュージーランド
工場
(ニュージーラン
ド、オークランド)

海外化粧品事
業

生産設備 平成20年６月 522

(注)　金額には消費税等は含まれておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,200,000,000

計 1,200,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月25日)

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協

会名

内容

普通株式 410,000,000410,000,000
東京証券取引所
(市場第一部)

権利内容に制限のない標
準となる株式

計 410,000,000410,000,000― ―

(注)　平成19年11月７日に自己株式14,562,353株を消却しております。
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(2) 【新株予約権等の状況】
①　当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行し
ております。

第１回新株予約権(平成14年６月27日定時株主総会決議、同年７月16日発行)
 

 
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 253(注)１ 248(注)１

新株予約権のうち自己新株予約
権の数(個)

― ―

新株予約権の目的となる株式の
種類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の
数(株)

253,000(注)２ 248,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額
(円)

1,669(注)３ 同左

新株予約権の行使期間 平成16年７月１日～平成24年６月26日 同左

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額(円)

発行価格　　1,669
資本組入額　　835

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行
使時においても当社の取締役または執行
役員の地位にあることを要す。ただし、任
期満了による退任、定年退職その他正当な
理由のある場合にはこの限りでない。

(2) 新株予約権の質入その他一切の処分は認
められないものとする。

(3) 権利行使期間終了前に新株予約権の割当
てを受けた者が死亡した場合は、法定相続
人１名に限り権利を承継することができ
る。ただし、再承継はできない。

(4) その他権利行使の条件については、第102
回定時株主総会及び新株予約権発行の取
締役会決議に基づき、当社と新株予約権の
割当てを受けた者との間で締結する「新
株予約権割当契約」で定めるところによ
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を
要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

― ―

 

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。

２　当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式数は分割または併合の比率に応じ、次の算式により調整

されるものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株

式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

３　新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合を行う場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応じ、次の算式により調

整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割(または併合)の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。)を行う場合は、上記

払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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第３回新株予約権(平成15年６月27日定時株主総会決議、同年７月31日発行)
 

 
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 181(注)１ 141(注)１

新株予約権のうち自己新株予約
権の数(個)

― ―

新株予約権の目的となる株式の
種類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の
数(株)

181,000(注)２ 141,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額
(円)

1,287(注)３ 同左

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日～平成25年６月26日 同左

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額(円)

発行価格　　1,287
資本組入額　　644

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行
使時においても当社の取締役または執行
役員の地位にあることを要す。ただし、任
期満了による退任、定年退職その他正当な
理由のある場合にはこの限りでない。

(2) 権利行使期間満了前に新株予約権の割当
てを受けた者が死亡した場合は、法定相続
人１名に限り権利を承継することができ
る。ただし、再承継はできない。

(3) その他権利行使の条件については、第103
回定時株主総会及び新株予約権発行の取
締役会決議に基づき、当社と新株予約権の
割当てを受けた者との間で締結する「新
株予約権割当契約」で定めるところによ
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を
要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

― ―

 

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。

２　当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式数は分割または併合の比率に応じ、次の算式により調整

されるものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株

式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

３　新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合を行う場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応じ、次の算式により調

整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割(または併合)の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場合は、上記払込金額は次の算

式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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第６回新株予約権(平成16年６月29日定時株主総会決議、同年７月26日発行)
 

 
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 749(注)１ 725(注)１

新株予約権のうち自己新株予約
権の数(個)

― ―

新株予約権の目的となる株式の
種類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の
数(株)

749,000(注)２ 725,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額
(円)

1,427(注)３ 同左

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日～平成26年６月28日 同左

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額(円)

発行価格　　1,427
資本組入額　　714

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行
使時においても当社の取締役または執行
役員の地位にあることを要す。ただし、任
期満了による退任、定年退職その他正当な
理由のある場合にはこの限りでない。

(2) 権利行使期間満了前に新株予約権の割当
てを受けた者が死亡した場合は、法定相続
人１名に限り権利を承継することができ
る。ただし、再承継はできない。

(3) その他権利行使の条件については、第104
回定時株主総会及び新株予約権発行の取
締役会決議に基づき、当社と新株予約権の
割当てを受けた者との間で締結する「新
株予約権割当契約」で定めるところによ
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を
要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

― ―

 

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。

２　当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式数は分割または併合の比率に応じ、次の算式により調整

されるものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株

式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

３　新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合を行う場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応じ、次の算式により調

整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割(または併合)の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または移転(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場合は、上記払込金

額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

 
第７回新株予約権(平成16年６月29日定時株主総会決議、同年11月30日発行)
当事業年度中に全ての権利が行使され、当事業年度末現在の残高はありません。

 
第８回新株予約権(平成16年６月29日定時株主総会決議、平成17年３月９日発行)
本新株予約権については、平成20年３月31日をもって権利行使期間満了となり、６個消滅しま
した。
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第９回新株予約権(平成17年６月29日定時株主総会決議、同年７月28日発行)
 

 
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 316(注)１ 291(注)１

新株予約権のうち自己新株予約
権の数(個)

― ―

新株予約権の目的となる株式の
種類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の
数(株)

316,000(注)２ 291,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額
(円)

1(注)３ 同左

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日～平成23年６月30日 同左

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額(円)

発行価格　　　　1
資本組入額　　　1

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行
使時においても、当社の取締役または執行
役員の地位にあることを要す。ただし、任
期満了による退任その他正当な理由のあ
る場合にはこの限りでない。

(2) (1)のただし書きにかかわらず、新株予約
権の割当てを受けた者が平成17年７月28
日から平成20年３月31日までの間に任期
満了による退任、死亡その他正当な理由に
より当社の取締役及び執行役員のいずれ
の地位も失った場合には、その在任期間に
応じて権利行使できる新株予約権の数を
減ずるものとする。

(3) 平成20年３月期決算における当社の連結
売上高営業利益率の目標８％を基準とし、
新株予約権の割当てを受けた者は、この目
標値に対する実績値の達成率が90％以上
であった場合に限り、その達成率に応じて
本新株予約権を行使することができる。た
だし、本計算式に用いる達成率は110％を
上限とする。

(4) 権利行使期間満了前に新株予約権の割当
てを受けた者が死亡した場合は、法定相続
人のうち１名に限りその権利を承継する
ことができる。ただし、再承継はできない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を
要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

― ―

 

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。
２　当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式数は分割または併合の比率に応じ、次の算式により調整

されるものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株
式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。
調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

３　新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの払込金額は１円とし、新株予約権１個当たり金1,000円とする。
ただし、新株予約権１個当たりの目的となる株式数の調整を行った場合は、株式１株当たりの払込金額１円に調整後の株式数
を乗じた金額を各新株予約権１個当たりの金額とする。
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第10回新株予約権(平成17年６月29日定時株主総会決議、同年７月28日発行)
 

 
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 258(注)１ 258(注)１

新株予約権のうち自己新株予約
権の数(個)

― ―

新株予約権の目的となる株式の
種類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の
数(株)

258,000(注)２ 258,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額
(円)

1,481(注)３ 同左

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日～平成27年６月28日 同左

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額(円)

発行価格　　1,481
資本組入額　　741

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行
使時においても、当社の取締役または執行
役員の地位にあることを要す。ただし、任
期満了による退任その他正当な理由のあ
る場合にはこの限りでない。

(2) 権利行使期間満了前に新株予約権の割当
てを受けた者が死亡した場合は、法定相続
人のうち１名に限り権利を承継すること
ができる。ただし、再承継はできない。

(3) その他権利行使の条件については、第105
回定時株主総会及び新株予約権発行の取
締役会決議に基づき、当社と新株予約権の
割当てを受けた者との間で締結する「新
株予約権割当契約」で定めるところによ
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を
要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

― ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。

２　当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式数は分割または併合の比率に応じ、次の算式により調整

されるものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株

式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

３　新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合を行う場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応じ、次の算式により調

整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割(または併合)の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または移転(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場合は、上記払込金

額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

 

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

 56/241



第11回新株予約権(平成17年６月29日定時株主総会決議、同年10月27日発行)
 

 
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 3(注)１ 2(注)１

新株予約権のうち自己新株予約
権の数(個)

― ―

新株予約権の目的となる株式の
種類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の
数(株)

3,000(注)２ 2,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額
(円)

1,865(注)３ 同左

新株予約権の行使期間 平成17年11月１日～平成20年10月31日 同左

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額(円)

発行価格　　1,865
資本組入額　　933

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行
使時においても、当社または関連グループ
会社の取締役、執行役員、従業員の地位に
あることを要す。ただし、任期満了による
退任、定年退職その他正当な理由のある場
合にはこの限りでない。

(2) 権利行使期間満了前に新株予約権の割当
てを受けた者が死亡した場合は、法定相続
人のうち１名に限り権利を承継すること
ができる。ただし、再承継はできない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を
要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

― ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。

２　当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式数は分割または併合の比率に応じ、次の算式により調整

されるものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株

式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

３　新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合を行う場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応じ、次の算式により調

整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割(または併合)の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または移転(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場合は、上記払込金

額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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第12回新株予約権(平成17年６月29日定時株主総会決議、同年11月７日発行)
 

 
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 705(注)１ 669(注)１

新株予約権のうち自己新株予約
権の数(個)

― ―

新株予約権の目的となる株式の
種類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の
数(株)

705,000(注)２ 669,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額
(円)

1,896(注)３ 同左

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日～平成22年６月30日 同左

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額(円)

発行価格　　1,896
資本組入額　　948

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行
使時においても、当社または関連グループ
会社の取締役、執行役員、従業員の地位に
あることを要す。ただし、任期満了による
退任、定年退職その他正当な理由のある場
合にはこの限りでない。

(2) 権利行使期間満了前に新株予約権の割当
てを受けた者が死亡した場合は、法定相続
人のうち１名に限り権利を承継すること
ができる。ただし、再承継はできない。

(3) その他権利行使の条件については、第105
回定時株主総会及び新株予約権発行の取
締役会決議に基づき、当社と新株予約権の
割当てを受けた者との間で締結する「新
株予約権割当契約」で定めるところによ
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を
要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

― ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。

２　当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式数は分割または併合の比率に応じ、次の算式により調整

されるものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株

式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

３　新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合を行う場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応じ、次の算式により調

整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割(または併合)の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または移転(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場合は、上記払込金

額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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第13回新株予約権(平成17年６月29日定時株主総会決議、平成18年３月８日発行)
 

 
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 21(注)１ 20(注)１

新株予約権のうち自己新株予約
権の数(個)

― ―

新株予約権の目的となる株式の
種類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の
数(株)

21,000(注)２ 20,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額
(円)

2,012(注)３ 同左

新株予約権の行使期間 平成18年４月１日～平成21年３月31日 同左

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額(円)

発行価格　　2,012
資本組入額　1,006

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行
使時においても、当社または関連グループ
会社の取締役、執行役員、従業員の地位に
あることを要す。ただし、任期満了による
退任、定年退職その他正当な理由のある場
合にはこの限りでない。

(2) 権利行使期間満了前に新株予約権の割当
てを受けた者が死亡した場合は、法定相続
人のうち１名に限り権利を承継すること
ができる。ただし、再承継はできない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を
要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

― ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式数は分割または併合の比率に応じ、次の算式により調整

されるものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株

式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率

３　新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合を行う場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応じ、次の算式により調

整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割(または併合)の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または移転(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場合は、上記払込金

額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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②　当社は、会社法第236条及び第238条の規定に基づき新株予約権を発行しております。
第14回新株予約権(平成18年６月29日定時株主総会及び同年7月31日取締役会決議、同年８月23日発
行)

 

 
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 9(注)１ 6(注)１

新株予約権のうち自己新株予約
権の数(個)

― ―

新株予約権の目的となる株式の
種類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の
数(株)

9,000(注)２ 6,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額
(円)

1(注)３ 同左

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日～平成23年６月30日 同左

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額(円)

発行価格　　1
資本組入額　1

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行
使時においても、当社の取締役または執行
役員の地位にあることを要す。ただし、任
期満了による退任その他正当な理由があ
る場合にはこの限りではない。

(2) (1)のただし書にかかわらず、新株予約権
の割当てを受けた者が平成18年８月23日
から平成20年３月31日までの間に任期満
了による退任その他正当な理由により当
社の取締役および執行役員のいずれの地
位も失った場合には、その在任期間に応じ
て権利行使できる新株予約権の数を減ず
るものとする。

(3) 平成20年３月期決算における当社の連結
売上高営業利益率の目標８％を基準とし、
新株予約権の割当てを受けた者は、この目
標に対する実績値の達成率が90％以上で
あった場合に限り、その達成率に応じて本
新株予約権を行使することができる。ただ
し、本計算式に用いる達成率は110％を上
限とする。

(4) 新株予約権を行使することができる期間
の満了前に新株予約権の割当てを受けた
者が死亡した場合は、相続人のうち１名に
限り新株予約権を継承することができる。
ただし、再継承はできない。

(5) その他権利行使の条件については、当社と
新株予約権の割当てを受けた者との間で
締結する「新株予約権割当契約」で定め
るところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ― ―
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事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に
限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株
式移転(以上を総称して以下「組織再編行為」
という。)をする場合において、組織再編行為の
効力発生の時点において残存する新株予約権
(以下「残存新株予約権」という。)については、
新株予約権の割当てを受けた者に対し、それぞ
れの場合につき、会社法第236条第１項第８号の
イからホまでに掲げる株式会社(以下「再編対
象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に
基づきそれぞれ交付することとする。この場合
においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象
会社は新株予約権を新たに発行するものとす
る。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の
新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設
合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交
換契約または株式移転計画において定めた場合
に限るものとする。
(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権の割当てを
受けた者が保有する新株予約権の数と同一
の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株
式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株
式の数
組織再編行為の条件等を勘案の上、(注)

２に準じて決定する。
(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産
の価額
交付される各新株予約権の行使に際して

出資される財産の価額は、以下に定める再
編後払込金額に上記(3)に従って決定され
る当該各新株予約権の目的である再編対象
会社の株式の数を乗じて得られる金額とす
る。再編後払込金額は、交付される各新株予
約権を行使することにより交付を受けるこ
とができる再編対象会社の株式１株当たり
１円とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間
残存新株予約権の行使期間の開始日と組

織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅
い日から、残存新株予約権の行使期間の満
了日までとする。

同左

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場
合における増加する資本金及び資本準備金
に関する事項
残存新株予約権について定められた当該

事項に準じて決定する。
(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得について
は、再編対象会社の取締役会の決議による
承認を要するものとする。

(8) 新株予約権の取得条項
残存新株予約権について定められた取得

条項に準じて決定する。
(9) その他の新株予約権の行使の条件

残存新株予約権について定められた行使
の条件に準じて決定する。

 
(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。

２　当社が株式の分割(当社の株式無償割当てを含む。)または株式の併合を行う場合には、新株予約権の目的である株式の数(以下
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「対象株式数」という。)を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。
　　　調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の比率
　　また、上記のほか、対象株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で対象株式数を調整する。
３　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当

たりの払い込む金銭の額を１円とし、これに対象株式数を乗じた金額とする。

 

次へ
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第15回新株予約権(平成18年７月31日取締役会決議、同年８月23日発行)
 

 
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 12(注)１ 9(注)１

新株予約権のうち自己新株予約
権の数(個)

― ―

新株予約権の目的となる株式の
種類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の
数(株)

12,000(注)２ 9,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額
(円)

1(注)３ 同左

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日～平成23年６月30日 同左

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額(円)

発行価格　　1
資本組入額　1

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行
使時においても、当社の取締役または執行
役員の地位にあることを要す。ただし、任
期満了による退任その他正当な理由があ
る場合にはこの限りではない。

(2) (1)のただし書にかかわらず、新株予約権
の割当てを受けた者が平成18年８月23日
から平成20年３月31日までの間に任期満
了による退任その他正当な理由により当
社の取締役および執行役員のいずれの地
位も失った場合には、その在任期間に応じ
て権利行使できる新株予約権の数を減ず
るものとする。

(3) 平成20年３月期決算における当社の連結
売上高営業利益率の目標８％を基準とし、
新株予約権の割当てを受けた者は、この目
標に対する実績値の達成率が90％以上で
あった場合に限り、その達成率に応じて本
新株予約権を行使することができる。ただ
し、本計算式に用いる達成率は110％を上
限とする。

(4) 新株予約権を行使することができる期間
の満了前に新株予約権の割当てを受けた
者が死亡した場合は、相続人のうち１名に
限り新株予約権を継承することができる。
ただし、再継承はできない。

(5) その他権利行使の条件については、当社と
新株予約権の割当てを受けた者との間で
締結する「新株予約権割当契約」で定め
るところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を
要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―
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事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に
限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株
式移転(以上を総称して以下、「組織再編行為」
という。)をする場合において、組織再編行為の
効力発生の時点において残存する新株予約権
(以下「残存新株予約権」という。)については、
新株予約権の割当てを受けた者に対し、それぞ
れの場合につき、会社法第236条第１項第８号の
イからホまでに掲げる株式会社(以下「再編対
象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に
基づきそれぞれ交付することとする。この場合
においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象
会社は新株予約権を新たに発行するものとす
る。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の
新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設
合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交
換契約または株式移転計画において定めた場合
に限るものとする。
(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権の割当てを
受けた者が保有する新株予約権の数と同一
の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株
式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株
式の数
組織再編行為の条件等を勘案の上、(注)

２に準じて決定する。
(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産
の価額
交付される各新株予約権の行使に際して

出資される財産の価額は、以下に定める再
編後払込金額に上記(3)に従って決定され
る当該各新株予約権の目的である再編対象
会社の株式の数を乗じて得られる金額とす
る。再編後払込金額は、交付される各新株予
約権を行使することにより交付を受けるこ
とができる再編対象会社の株式１株当たり
１円とする。

同左

(5) 新株予約権を行使することができる期間
残存新株予約権の行使期間の開始日と組

織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅
い日から、残存新株予約権の行使期間の満
了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場
合における増加する資本金及び資本準備金
に関する事項
残存新株予約権について定められた当該

事項に準じて決定する。
(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得について
は、再編対象会社の取締役会の決議による
承認を要するものとする。

(8) 新株予約権の取得条項
残存新株予約権について定められた取得

条項に準じて決定する。
(9) その他の新株予約権の行使の条件

残存新株予約権について定められた行使
の条件に準じて決定する。

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。

２　当社が株式の分割(当社の株式無償割当てを含む。)または株式の併合を行う場合には、新株予約権の目的である株式の数(以下

「対象株式数」という。)を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。
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　　　調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の比率

　　また、上記のほか、対象株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で対象株式数を調整する。

３　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当

たりの払い込む金銭の額を１円とし、これに対象株式数を乗じた金額とする。
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第16回新株予約権(平成18年６月29日定時株主総会及び同年７月31日取締役会決議、同年８月23日
発行)

 

 
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 67(注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約
権の数(個)

― ―

新株予約権の目的となる株式の
種類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の
数(株)

67,000(注)２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額
(円)

2,300(注)３ 同左

新株予約権の行使期間 平成20年８月１日～平成28年７月30日 同左

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額(円)

発行価格　　2,300
資本組入額　1,150

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行
使時においても、当社の取締役または執行
役員の地位にあることを要す。ただし、任期
満了による退任その他正当な理由がある場
合にはこの限りでない。

(2) 新株予約権を行使することができる期間の
満了前に新株予約権の割当てを受けた者が
死亡した場合は、相続人のうち１名に限り
新株予約権を継承することができる。ただ
し、再継承はできない。

(3) その他権利行使の条件については、当社と
新株予約権の割当てを受けた者との間で締
結する「新株予約権割当契約」で定めると
ころによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要
する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に
限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株
式移転(以上を総称して以下、「組織再編行為」
という。)をする場合において、組織再編行為の
効力発生の時点において残存する新株予約権
(以下「残存新株予約権」という。)については、
新株予約権の割当てを受けた者に対し、それぞ
れの場合につき、会社法第236条第１項第８号の
イからホまでに掲げる株式会社(以下「再編対
象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に
基づきそれぞれ交付することとする。この場合
においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象
会社は新株予約権を新たに発行するものとす
る。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の
新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設
合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交
換契約または株式移転計画において定めた場合
に限るものとする。

同左
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事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数
残存新株予約権の新株予約権の割当てを

受けた者が保有する新株予約権の数と同一
の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株
式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株
式の数
組織再編行為の条件等を勘案の上、(注)

２に準じて決定する。
(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産
の価額
交付される各新株予約権の行使に際して

出資される財産の価額は、(注)３で定めら
れる行使価額を組織再編の条件等を勘案の
上、調整して得られる再編後払込金額に上
記(3)に従って決定される当該各新株予約
権の目的である再編対象会社の株式の数を
乗じて得られる金額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間
残存新株予約権の行使期間の開始日と組

織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅
い日から、残存新株予約権の行使期間の満
了日までとする。

同左

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場
合における増加する資本金及び資本準備金
に関する事項
残存新株予約権について定められた当該

事項に準じて決定する。
(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得について
は、再編対象会社の取締役会の決議による
承認を要するものとする。

(8) 新株予約権の取得条項
残存新株予約権について定められた取得

条項に準じて決定する。
(9) その他の新株予約権の行使の条件

残存新株予約権について定められた行使
の条件に準じて決定する。

 
(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。

２　当社が株式の分割(当社の株式無償割当てを含む。)または株式の併合を行う場合には、新株予約権の目的である株式の数(以下

「対象株式数」という。)を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。

　　　調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の比率

　　また、上記のほか、対象株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で対象株式数を調整する。

３　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当

たりの金銭の額(以下「行使価額」という。)に対象株式数を乗じた金額とする。新株予約権割当日後に、当社が株式の分割ま

たは併合を行う場合、上記行使価額は、分割または併合の比率に応じ、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割(または併合)の比率

また、当社が時価を下回る価額で株式の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場合は、上

記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。なお、自己株式の処分の

場合には、次の算式における、「新規発行株式数」は「処分自己株式数」及び「１株当たり払込金額」は「１株当たり処分価

額」とそれぞれ読み替える。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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第17回新株予約権(平成18年７月31日取締役会決議、同年８月23日発行)
 

 
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 74(注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約
権の数(個)

― ―

新株予約権の目的となる株式の
種類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の
数(株)

74,000(注)２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額
(円)

2,300(注)３ 同左

新株予約権の行使期間 平成20年８月１日～平成28年７月30日 同左

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額(円)

発行価格　　2,300
資本組入額　1,150

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行
使時においても、当社の取締役または執行
役員の地位にあることを要す。ただし、任期
満了による退任その他正当な理由がある場
合にはこの限りでない。

(2) 新株予約権を行使することができる期間の
満了前に新株予約権の割当てを受けた者が
死亡した場合は、相続人のうち１名に限り
新株予約権を継承することができる。ただ
し、再継承はできない。

(3) その他権利行使の条件については、当社と
新株予約権の割当てを受けた者との間で締
結する「新株予約権割当契約」で定めると
ころによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要
する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に
限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株
式移転(以上を総称して以下「組織再編行為」
という。)をする場合において、組織再編行為の
効力発生の時点において残存する新株予約権
(以下「残存新株予約権」という。)については、
新株予約権の割当てを受けた者に対し、それぞ
れの場合につき、会社法第236条第１項第８号の
イからホまでに掲げる株式会社(以下「再編対
象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に
基づきそれぞれ交付することとする。この場合
においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象
会社は新株予約権を新たに発行するものとす
る。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の
新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設
合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交
換契約または株式移転計画において定めた場合
に限るものとする。

同左
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事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数
残存新株予約権の新株予約権の割当てを

受けた者が保有する新株予約権の数と同一
の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株
式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株
式の数
組織再編行為の条件等を勘案の上、(注)

２に準じて決定する。
(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産
の価額
交付される各新株予約権の行使に際して

出資される財産の価額は、(注)３で定めら
れる行使価額を組織再編の条件等を勘案の
上、調整して得られる再編後払込金額に上
記(3)に従って決定される当該各新株予約
権の目的である再編対象会社の株式の数を
乗じて得られる金額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間
残存新株予約権の行使期間の開始日と組

織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅
い日から、残存新株予約権の行使期間の満
了日までとする。

同左

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場
合における増加する資本金及び資本準備金
に関する事項
残存新株予約権について定められた当該

事項に準じて決定する。
(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得について
は、再編対象会社の取締役会の決議による
承認を要するものとする。

(8) 新株予約権の取得条項
残存新株予約権について定められた取得

条項に準じて決定する。
(9) その他の新株予約権の行使の条件

残存新株予約権について定められた行使
の条件に準じて決定する。

 
(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。

２　当社が株式の分割(当社の株式無償割当てを含む。)または株式の併合を行う場合には、新株予約権の目的である株式の数(以下

「対象株式数」という。)を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。

　　　調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の比率

　　また、上記のほか、対象株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で対象株式数を調整する。

３　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当

たりの金銭の額(以下「行使価額」という。)に対象株式数を乗じた金額とする。新株予約権割当日後に、当社が株式の分割ま

たは併合を行う場合、上記行使価額は、分割または併合の比率に応じ、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割(または併合)の比率

また、当社が時価を下回る価額で株式の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場合は、上

記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。なお、自己株式の処分の

場合には、次の算式における、「新規発行株式数」は「処分自己株式数」及び「１株当たり払込金額」は「１株当たり処分価

額」とそれぞれ読み替える。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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第18回新株予約権(平成19年６月26日定時株主総会及び同年７月31日取締役会決議、同年８月23日
発行)

 

 
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 2(注)１ 1(注)１

新株予約権のうち自己新株予約
権の数(個)

― ―

新株予約権の目的となる株式の
種類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の
数(株)

2,000(注)２ 1,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額
(円)

1(注)３ 同左

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日～平成23年６月30日 同左

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額(円)

発行価格　　1
資本組入額　1

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行
使時においても、当社の取締役または執行
役員の地位にあることを要す。ただし、任
期満了による退任その他正当な理由があ
る場合にはこの限りではない。

(2) (1)のただし書にかかわらず、新株予約権
の割当てを受けた者が平成19年８月23日
から平成20年３月31日までの間に任期満
了による退任その他正当な理由により当
社の取締役および執行役員のいずれの地
位も失った場合には、その在任期間に応じ
て権利行使できる新株予約権の数を減ず
るものとする。

(3) 平成20年３月期決算における当社の連結
売上高営業利益率の目標８％を基準とし、
新株予約権の割当てを受けた者は、この目
標に対する実績値の達成率が90％以上で
あった場合に限り、その達成率に応じて本
新株予約権を行使することができる。ただ
し、本計算式に用いる達成率は110％を上
限とする。

(4) 新株予約権を行使することができる期間
の満了前に新株予約権の割当てを受けた
者が死亡した場合は、相続人のうち１名に
限り新株予約権を継承することができる。
ただし、再継承はできない。

(5) その他権利行使の条件については、当社と
新株予約権の割当てを受けた者との間で
締結する「新株予約権割当契約」で定め
るところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を
要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―
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事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に
限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株
式移転(以上を総称して以下「組織再編行為」
という。)をする場合において、組織再編行為の
効力発生の時点において残存する新株予約権
(以下「残存新株予約権」という。)については、
新株予約権の割当てを受けた者に対し、それぞ
れの場合につき、会社法第236条第１項第８号の
イからホまでに掲げる株式会社(以下「再編対
象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に
基づきそれぞれ交付することとする。この場合
においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象
会社は新株予約権を新たに発行するものとす
る。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の
新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設
合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交
換契約または株式移転計画において定めた場合
に限るものとする。
(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権の割当てを
受けた者が保有する新株予約権の数と同一
の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株
式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株
式の数
組織再編行為の条件等を勘案の上、(注)

２に準じて決定する。
(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産
の価額
交付される各新株予約権の行使に際して

出資される財産の価額は、以下に定める再
編後払込金額に上記(3)に従って決定され
る当該各新株予約権の目的である再編対象
会社の株式の数を乗じて得られる金額とす
る。再編後払込金額は、交付される各新株予
約権を行使することにより交付を受けるこ
とができる再編対象会社の株式１株当たり
１円とする。

同左

(5) 新株予約権を行使することができる期間
残存新株予約権の行使期間の開始日と組

織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅
い日から、残存新株予約権の行使期間の満
了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場
合における増加する資本金及び資本準備金
に関する事項
残存新株予約権について定められた当該

事項に準じて決定する。
(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得について
は、再編対象会社の取締役会の決議による
承認を要するものとする。

(8) 新株予約権の取得条項
残存新株予約権について定められた取得

条項に準じて決定する。
(9) その他の新株予約権の行使の条件

残存新株予約権について定められた行使
の条件に準じて決定する。

 
(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。

２　当社が株式の分割(当社の株式無償割当てを含む。)または株式の併合を行う場合には、新株予約権の目的である株式の数(以下
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「対象株式数」という。)を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。

　　　調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の比率

　　また、上記のほか、対象株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で対象株式数を調整する。

３　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当

たりの払い込む金銭の額を１円とし、これに対象株式数を乗じた金額とする。
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第19回新株予約権(平成19年７月31日取締役会決議、同年８月23日発行)
 

 
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 15(注)１ 10(注)１

新株予約権のうち自己新株予約
権の数(個)

― ―

新株予約権の目的となる株式の
種類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の
数(株)

15,000(注)２ 10,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額
(円)

1(注)３ 同左

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日～平成23年６月30日 同左

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額(円)

発行価格　　1
資本組入額　1

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行
使時においても、当社の取締役または執行
役員の地位にあることを要す。ただし、任
期満了による退任その他正当な理由があ
る場合にはこの限りではない。

(2) (1)のただし書にかかわらず、新株予約権
の割当てを受けた者が平成19年８月23日
から平成20年３月31日までの間に任期満
了による退任その他正当な理由により当
社の取締役および執行役員のいずれの地
位も失った場合には、その在任期間に応じ
て権利行使できる新株予約権の数を減ず
るものとする。

(3) 平成20年３月期決算における当社の連結
売上高営業利益率の目標８％を基準とし、
新株予約権の割当てを受けた者は、この目
標に対する実績値の達成率が90％以上で
あった場合に限り、その達成率に応じて本
新株予約権を行使することができる。ただ
し、本計算式に用いる達成率は110％を上
限とする。

(4) 新株予約権を行使することができる期間
の満了前に新株予約権の割当てを受けた
者が死亡した場合は、相続人のうち１名に
限り新株予約権を継承することができる。
ただし、再継承はできない。

(5) その他権利行使の条件については、当社と
新株予約権の割当てを受けた者との間で
締結する「新株予約権割当契約」で定め
るところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を
要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―
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事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に
限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株
式移転(以上を総称して以下「組織再編行為」
という。)をする場合において、組織再編行為の
効力発生の時点において残存する新株予約権
(以下「残存新株予約権」という。)については、
新株予約権の割当てを受けた者に対し、それぞ
れの場合につき、会社法第236条第１項第８号の
イからホまでに掲げる株式会社(以下「再編対
象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に
基づきそれぞれ交付することとする。この場合
においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象
会社は新株予約権を新たに発行するものとす
る。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の
新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設
合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交
換契約または株式移転計画において定めた場合
に限るものとする。
(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権の割当てを
受けた者が保有する新株予約権の数と同一
の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株
式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株
式の数
組織再編行為の条件等を勘案の上、(注)

２に準じて決定する。
(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産
の価額
交付される各新株予約権の行使に際して

出資される財産の価額は、以下に定める再
編後払込金額に上記(3)に従って決定され
る当該各新株予約権の目的である再編対象
会社の株式の数を乗じて得られる金額とす
る。再編後払込金額は、交付される各新株予
約権を行使することにより交付を受けるこ
とができる再編対象会社の株式１株当たり
１円とする。

同左

(5) 新株予約権を行使することができる期間
残存新株予約権の行使期間の開始日と組

織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅
い日から、残存新株予約権の行使期間の満
了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場
合における増加する資本金及び資本準備金
に関する事項
残存新株予約権について定められた当該

事項に準じて決定する。
(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得について
は、再編対象会社の取締役会の決議による
承認を要するものとする。

(8) 新株予約権の取得条項
残存新株予約権について定められた取得

条項に準じて決定する。
(9) その他の新株予約権の行使の条件

残存新株予約権について定められた行使
の条件に準じて決定する。

 
(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。

２　当社が株式の分割(当社の株式無償割当てを含む。)または株式の併合を行う場合には、新株予約権の目的である株式の数(以下
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「対象株式数」という。)を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。

　　　調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の比率

　　また、上記のほか、対象株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で対象株式数を調整する。

３　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当

たりの払い込む金銭の額を１円とし、これに対象株式数を乗じた金額とする。
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第20回新株予約権(平成19年６月26日定時株主総会及び同年７月31日取締役会決議、同年８月23日
発行)

 

 
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 81(注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約
権の数(個)

― ―

新株予約権の目的となる株式の
種類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の
数(株)

81,000(注)２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額
(円)

2,615(注)３ 同左

新株予約権の行使期間 平成21年８月１日～平成29年７月30日 同左

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額(円)

発行価格　　2,615
資本組入額　1,308

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行
使時においても、当社の取締役または執行
役員の地位にあることを要す。ただし、任期
満了による退任その他正当な理由がある場
合にはこの限りでない。

(2) 新株予約権を行使することができる期間の
満了前に新株予約権の割当てを受けた者が
死亡した場合は、相続人のうち１名に限り
新株予約権を継承することができる。ただ
し、再継承はできない。

(3) その他権利行使の条件については、当社と
新株予約権の割当てを受けた者との間で締
結する「新株予約権割当契約」で定めると
ころによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要
する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に
限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株
式移転(以上を総称して以下「組織再編行為」
という。)をする場合において、組織再編行為の
効力発生の時点において残存する新株予約権
(以下「残存新株予約権」という。)については、
新株予約権の割当てを受けた者に対し、それぞ
れの場合につき、会社法第236条第１項第８号の
イからホまでに掲げる株式会社(以下「再編対
象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に
基づきそれぞれ交付することとする。この場合
においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象
会社は新株予約権を新たに発行するものとす
る。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の
新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設
合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交
換契約または株式移転計画において定めた場合
に限るものとする。

同左
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事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数
残存新株予約権の新株予約権の割当てを

受けた者が保有する新株予約権の数と同一
の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株
式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株
式の数
組織再編行為の条件等を勘案の上、(注)

２に準じて決定する。
(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産
の価額
交付される各新株予約権の行使に際して

出資される財産の価額は、(注)３で定めら
れる行使価額を組織再編の条件等を勘案の
上、調整して得られる再編後払込金額に上
記(3)に従って決定される当該各新株予約
権の目的である再編対象会社の株式の数を
乗じて得られる金額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間
残存新株予約権の行使期間の開始日と組

織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅
い日から、残存新株予約権の行使期間の満
了日までとする。

同左

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場
合における増加する資本金及び資本準備金
に関する事項
残存新株予約権について定められた当該

事項に準じて決定する。
(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得について
は、再編対象会社の取締役会の決議による
承認を要するものとする。

(8) 新株予約権の取得条項
残存新株予約権について定められた取得

条項に準じて決定する。
(9) その他の新株予約権の行使の条件

残存新株予約権について定められた行使
の条件に準じて決定する。

 
(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。

２　当社が株式の分割(当社の株式無償割当てを含む。)または株式の併合を行う場合には、新株予約権の目的である株式の数(以下

「対象株式数」という。)を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。

　　　調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の比率

　　また、上記のほか、対象株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で対象株式数を調整する。

３　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当

たりの金銭の額(以下「行使価額」という。)に対象株式数を乗じた金額とする。新株予約権割当日後に、当社が株式の分割ま

たは併合を行う場合、上記行使価額は、分割または併合の比率に応じ、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割(または併合)の比率

また、当社が時価を下回る価額で株式の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場合は、上

記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。なお、自己株式の処分の

場合には、次の算式における、「新規発行株式数」は「処分自己株式数」及び「１株当たり払込金額」は「１株当たり処分価

額」とそれぞれ読み替える。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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第21回新株予約権(平成19年７月31日取締役会決議、同年８月23日発行)
 

 
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 78(注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約
権の数(個)

― ―

新株予約権の目的となる株式の
種類

普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の
数(株)

78,000(注)２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額
(円)

2,615(注)３ 同左

新株予約権の行使期間 平成21年８月１日～平成29年７月30日 同左

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額(円)

発行価格　　2,615
資本組入額　1,308

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行
使時においても、当社の取締役または執行
役員の地位にあることを要す。ただし、任期
満了による退任その他正当な理由がある場
合にはこの限りでない。

(2) 新株予約権を行使することができる期間の
満了前に新株予約権の割当てを受けた者が
死亡した場合は、相続人のうち１名に限り
新株予約権を継承することができる。ただ
し、再継承はできない。

(3) その他権利行使の条件については、当社と
新株予約権の割当てを受けた者との間で締
結する「新株予約権割当契約」で定めると
ころによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要
する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に
限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株
式移転(以上を総称して以下「組織再編行為」
という。)をする場合において、組織再編行為の
効力発生の時点において残存する新株予約権
(以下「残存新株予約権」という。)については、
新株予約権の割当てを受けた者に対し、それぞ
れの場合につき、会社法第236条第１項第８号の
イからホまでに掲げる株式会社(以下「再編対
象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に
基づきそれぞれ交付することとする。この場合
においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象
会社は新株予約権を新たに発行するものとす
る。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の
新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設
合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交
換契約または株式移転計画において定めた場合
に限るものとする。

同左
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事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数
残存新株予約権の新株予約権の割当てを

受けた者が保有する新株予約権の数と同一
の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株
式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株
式の数
組織再編行為の条件等を勘案の上、(注)

２に準じて決定する。
(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産
の価額
交付される各新株予約権の行使に際して

出資される財産の価額は、(注)３で定めら
れる行使価額を組織再編の条件等を勘案の
上、調整して得られる再編後払込金額に上
記(3)に従って決定される当該各新株予約
権の目的である再編対象会社の株式の数を
乗じて得られる金額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間
残存新株予約権の行使期間の開始日と組

織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅
い日から、残存新株予約権の行使期間の満
了日までとする。

同左

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場
合における増加する資本金及び資本準備金
に関する事項
残存新株予約権について定められた当該

事項に準じて決定する。
(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得について
は、再編対象会社の取締役会の決議による
承認を要するものとする。

(8) 新株予約権の取得条項
残存新株予約権について定められた取得

条項に準じて決定する。
(9) その他の新株予約権の行使の条件

残存新株予約権について定められた行使
の条件に準じて決定する。

 
(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。

２　当社が株式の分割(当社の株式無償割当てを含む。)または株式の併合を行う場合には、新株予約権の目的である株式の数(以下

「対象株式数」という。)を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。

　　　調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の比率

　　また、上記のほか、対象株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で対象株式数を調整する。

３　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当

たりの金銭の額(以下「行使価額」という。)に対象株式数を乗じた金額とする。新株予約権割当日後に、当社が株式の分割ま

たは併合を行う場合、上記行使価額は、分割または併合の比率に応じ、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割(または併合)の比率

また、当社が時価を下回る価額で株式の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場合は、上

記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。なお、自己株式の処分の

場合には、次の算式における、「新規発行株式数」は「処分自己株式数」及び「１株当たり払込金額」は「１株当たり処分価

額」とそれぞれ読み替える。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成15年４月１日～
平成16年３月31日

― 424,562 ― 64,506 ― 70,258

平成16年４月１日～
平成17年３月31日

― 424,562 ― 64,506 ― 70,258

平成17年４月１日～
平成18年３月31日

― 424,562 ― 64,506 ― 70,258

平成18年４月１日～
平成19年３月31日

― 424,562 ― 64,506 ― 70,258

平成19年４月１日～
平成20年３月31日

(注)
△14,562 410,000 ― 64,506 ― 70,258

(注)　平成19年11月７日に自己株式14,562千株を消却しております。

 

(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現
在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及
び
地方公
共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(名)

― 158 35 371 434 14 23,79024,802 ―

所有株式
数
(単元)

―  189,550 8,210 21,077 115,057 45  71,480 405,419 4,581,000

所有株式
数
の 割 合
(％)

―  46.75 2.03  5.20 28.38 0.01 17.63100.00 ―

(注) １　自己株式5,804,022株は「個人その他」の欄に5,804単元、「単元未満株式の状況」の欄に22株含まれて
おります。なお、5,804,022株は、株主名簿上の株式数であり、平成20年３月31日現在の実質保有数は、
5,794,022株であります。

２　「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ６
単元及び100株含まれております。

３　平成20年３月31日現在の当社の株主数は、単元未満株式のみ所有の株主も含め33,075名であります。
４　平成19年11月７日に自己株式14,562,353株を消却しております。
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(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現
在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対す
る

所有株式数の割合(％)
日本マスタートラスト信託銀
行
株式会社(信託口)(注)２

東京都港区浜松町二丁目11番３号 22,505 5.48

株式会社みずほ銀行
(常任代理人　資産管理サービ
ス信託銀行株式会社)(注)３

東京都千代田区内幸町一丁目１番５号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオ
フィスタワーZ棟)

 21,226  5.17

ステート　ストリート　バンク
　アンド　トラスト　カンパ
ニー
(常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決
済業務室)(注)４

P.O.BOX 351 BOSTON
MASSACHUSETTS 02101 U.S.A.
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

 20,467  4.99

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口)
(注)２

東京都中央区晴海一丁目８番11号  19,073  4.65

ヒーロー　アンド　カンパニー
(常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決
済業務室)(注)５

101 BARCLAY STREET ADR DEPT 22
WEST NEW YORK, NY10286 U.S.A.
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

15,118 3.68

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関三丁目７番３号  13,112  3.19

朝日生命保険相互会社
(常任代理人　資産管理サービ
ス信託銀行株式会社)

東京都千代田区大手町二丁目６番１号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオ
フィスタワーZ棟)

 12,079  2.94

株式会社みずほコーポレート
銀行
(常任代理人　資産管理サービ
ス信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオ
フィスタワーZ棟)

 11,382  2.77

三井住友海上火災保険株式会
社

東京都中央区新川二丁目27番２号  10,211  2.49

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号  9,747  2.37

計 ―  154,923 37.78

 
(注) １　上記のほか、当社は自己株式5,794千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合：1.41％)を保有し

ております。

２　日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信

託口)の持株数は、すべて信託業務に係る株式です。

３  株式会社みずほ銀行から、平成19年７月23日付で21,226千株保有している旨、平成20年１月10日付で

15,226千株保有している旨、また平成20年３月24日付で19,426千株を保有している旨の大量保有に関

する変更報告書の提出を受けております。上記、株式会社みずほ銀行の所有株式数には、同社を名義人

とした11,226千株のほか、「みずほ信託退職給付信託みずほ銀行口再信託受託者資産管理サービス信

託」を名義人とした、同社の退職給付信託10,000千株(議決権留保型6,000千株、議決権放棄型4,000千

株)を含めております。

４　ステート　ストリート　バンク　アンド　トラスト　カンパニーは、主として欧米の機関投資家が保有する

株式の保管管理業務を行うとともに、当該機関投資家の株式名義人となっております。

５  ヒーロー　アンド　カンパニーは、ADR(米国預託証券)の預託銀行であるバンク　オブ　ニューヨークの株

式名義人です。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式
等)

― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式
等)

(自己保有株式)
―

権利内容に制限のない標準と
なる株式普通株式 5,794,000

完全議決権株式(その他)(注)
１

普通株式 399,625,000399,625 同上

単元未満株式　(注)１、２ 普通株式 4,581,000― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 410,000,000― ―

総株主の議決権 ― 399,625 ―

(注) １　上記「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれ

ぞれ6,000株(議決権６個)及び100株含まれております。

２　単元未満株式には当社所有の自己株式22株が含まれております。

３　平成19年11月７日に自己株式14,562,353株を消却しております。

 

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現
在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
(％)

(自己保有株式)
株式会社資生堂

東京都中央区銀座
７丁目５番５号

5,794,000― 5,794,000  1.41

計 ― 5,794,000― 5,794,000  1.41

(注) １　このほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が10,000株(議決権

10個)あります。なお、当該株式数は上記「①　発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株

式に含まれております。

２　平成19年11月７日に自己株式14,562,353株を消却しております。
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

当社はストックオプション制度を採用しております。

当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21並びに会社法第236条及び第238条

の規定に基づき、当社及び関連グループ会社の取締役、執行役員、従業員に対して、ストックオプ

ションとして新株予約権を発行するものであります。

①　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づくストックオプション制度

平成14年度ストックオプション(平成14年６月27日定時株主総会決議)
 

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役及び執行役員を対象とするストックオプション

当社取締役 ７名

当社執行役員 20名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 578,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―

 

平成15年度ストックオプション(平成15年６月27日定時株主総会決議)
 

決議年月日 平成15年６月27日

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役及び執行役員を対象とするストックオプション

当社取締役 ７名

当社執行役員 25名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 878,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―
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平成16年度ストックオプション(平成16年６月29日定時株主総会決議)

 

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数

①　当社の取締役及び執行役員を対象とするストックオプション

当社取締役 ７名

当社執行役員 25名

②　当社及び関連グループ会社の取締役、執行役員、従業員を対象とす

るストックオプション

当社執行役員 １名

当社または関連グループ会社従業員 35名

関連グループ会社取締役 １名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 1,098,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―

 

平成17年度ストックオプション(平成17年６月29日定時株主総会決議)

 

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び人数

①　当社の取締役及び執行役員を対象とするストックオプション

当社取締役 ７名

当社執行役員 19名

②　当社及び関連グループ会社の取締役、執行役員、従業員を対象とす

るストックオプション

当社または関連グループ会社従業員 27名

関連グループ会社取締役 １名

③　当社の従業員及び資生堂グループ会社の取締役、従業員を対象とす

るストックオプション

当社または関連グループ会社従業員 1,115名

関連グループ会社取締役 44名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 2,594,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―
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組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―
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②　会社法第236条及び第238条の規定に基づくストックオプション制度

平成18年度ストックオプション(平成18年６月29日定時株主総会及び同年７月31日取締役会決

議)

 

決議年月日 平成18年６月29日及び同年７月31日

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役及び執行役員を対象とするストックオプション

当社取締役 ７名

当社執行役員 16名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 162,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

 

平成19年度ストックオプション(平成19年６月26日定時株主総会及び同年７月31日取締役会決

議)

 

決議年月日 平成19年６月26日及び同年７月31日

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役及び執行役員を対象とするストックオプション

当社取締役 ７名

当社執行役員 14名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 176,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。
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平成20年度ストックオプション(平成20年６月25日定時株主総会決議)

 

決議年月日 平成20年６月25日

付与対象者の区分及び人数
当社の取締役を対象とするストックオプション

当社取締役 ６名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 70,000株以内、年額140百万円を上限とする。(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1(注)２

新株予約権の行使期間 平成23年８月１日～平成30年７月30日

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の
取締役または執行役員の地位にあることを要す。ただし、任期満了
による退任その他正当な理由のある場合にはこの限りでない。

(2) その他の権利行使の条件については、当社と新株予約権の割当て
を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡により取得するには、当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

(注)３

(注) １　新株予約権１個の目的である株式の数(以下「対象株式数」という。)は、1,000株である。なお、当社が株式の分割(当

社の無償割当てを含む。)または株式の併合を行う場合のほか、対象株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が

生じたときは、合理的な範囲で対象株式数を調整する。

２　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株

式１株当たりの払い込む金銭の額を１円とし、これに対象株式数を乗じた金額とする。

３　新株予約権の募集事項を決定する取締役会決議により定める。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

会社法第155条第３号による取得

 

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

取締役会(平成19年８月31日決議)での決議状況
(取得期間平成19年９月１日～平成19年９月14
日)

10,000,000 25,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 10,000,000 24,450

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― 550

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― 2.20

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) ― 2.20

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得

 

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式  241,939  628

当期間における取得自己株式 27,632 70

(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式数は含めておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己
株式

 14,562,353 28,006 ― ―

合併、株式交換、会社分割に係
る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増請
求による譲渡)

20,799  52 4,257 10

その他(ストックオプションの
権利行使による譲渡)

1,595,000  2,809 107,000 166

保有自己株式数  5,794,022 ― 5,710,397 ―
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(注)　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株

式の買取りによる取得、ストックオプションの権利行使及び単元未満株式の買増請求による譲渡を

含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主への直接的な利益還元に、中長期的な株価上昇をプラスした「株式トータルリターン

の実現」をめざしております。この考え方に基づき、内部留保資金の使途については、①新たな成長に

繋がる戦略投資、②安定的な配当と機動的な自己株式の取得、などへ優先的に充当することを基本方

針としております。利益還元の目安として、当社では配当と自己株式の取得(単元未満株式の買取りに

よるものを除く。)の合計額の連結当期純利益に対する比率を「総還元性向」と捉え、中期的におよそ

60％を目処としております。今後も、現金配当を主体としながら自己株式の取得・消却を機動的に実

施していく方針です。

(配当)

当社の毎事業年度における配当の回数についての基本的な方針は、中間配当と期末配当の年２回の

配当としております。これらの配当の決定機関は、中間配当については取締役会、期末配当については

株主総会であります。

当事業年度(第108期)の剰余金の配当については、年間配当を１株当たり２円増配の34円(中間配当

17円、期末配当17円)としました。
 

決議年月日 配当金の総額 １株当たり配当金

平成19年10月25日
取締役会

6,858百万円 17円00銭

平成20年６月25日
定時株主総会決議

6,871百万円 17円00銭

(注)　当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

 

(自己株式の取得)

当事業年度は、平成19年８月31日の取締役会決議に基づき1,000万株、24,450百万円の自己株式の取

得を行いました。

 

(総還元性向)

総還元性向は、当事業年度単年では108.8％となりましたが、前３ヵ年計画(2005～2007年度)トータ

ルでは約９割となりました。

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第104期 第105期 第106期 第107期 第108期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 1,384 1,500 2,300 2,705 2,805

最低(円) 1,078 1,250 1,261 1,874  2,310

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別
平成19年
10月

11月 12月
平成20年
１月

２月 ３月

最高(円) 2,805 2,790 2,800 2,670 2,590 2,675

最低(円) 2,475 2,555 2,540 2,315 2,310 2,310

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
 

執行役員
社長

CEO兼COO 前　田　新　造
昭和22年２月25日

生

昭和45年４月当社入社

(注)３ 15

平成８年６月 当社マーケティング本部 化粧品

企画部長

平成９年６月 当社国際事業本部 国際事業１部

長兼マーケティング開発室長

平成９年12月当社国際事業本部 アジアパシ

フィック地域本部長

平成12年１月当社コスメニティー価値創造セ

ンター 海外セルフ営業部長

平成13年４月当社化粧品事業戦略本部 推販部

長

平成15年１月当社経営企画室長

平成15年６月当社取締役

当社執行役員

平成17年６月当社代表取締役(現)

当社執行役員社長(現)

  

 他の法人等の代表状況

㈶資生堂社会福祉事業財団 理事

長

代表取締役
 

執行役員
副社長

お客さま
情報・企
業文化・
広報・風
土改革・
取締役会
直轄委員
会担当

岩　田　喜美枝
昭和22年４月６日

生

昭和46年４月労働省入省

(注)３ 6

平成３年４月 同省労政局勤労者福祉部福祉課

長

平成４年６月 同省婦人局婦人政策課長

平成６年７月 同省大臣官房国際労働課長

平成７年６月 同省大臣官房秘書課長

平成８年７月 同省大臣官房審議官

平成10年10月同省大臣官房総務審議官

平成13年１月厚生労働省雇用均等・児童家庭

局長

平成15年12月当社常勤顧問

平成16年４月当社CSR部長

平成16年６月当社取締役(現)

当社執行役員

平成17年４月H&BC事業担当

国内アウトオブ資生堂事業担当

平成18年４月人事・秘書担当

お客さま情報担当(現) 

平成19年４月当社執行役員常務

平成20年４月当社執行役員副社長(現)

企業文化・広報担当(現)

風土改革・取締役会直轄委員会

担当(現)

平成20年６月当社代表取締役(現)

取締役
 

執行役員
専務

最高財務
責任者
財務・
IR・情報
企画・ロ
ジスティ
クス・業
務改革・
内部統制
担当

原　田　康　彦
昭和22年７月９日

生

昭和46年７月当社入社

(注)３ 28

平成13年６月当社内部監査室長

平成15年４月当社経営改革室長

平成15年６月当社執行役員

平成16年４月当社監査部長

平成17年４月財務・IR担当(現) 

平成17年６月当社取締役(現)

平成18年４月当社執行役員常務　法務・総務担

当

平成20年４月当社執行役員専務(現)

当社最高財務責任者(現)

情報企画・ロジスティクス担当

(現)

業務改革・内部統制担当(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役
 

執行役員
専務

国内化粧品
事業
営業領域
担当

小　林　敏　光
昭和23年６月24日

生

昭和46年４月当社入社

(注)３  4

平成11年４月資生堂化粧品販売㈱ 名古屋支

社長

平成14年６月当社執行役員

資生堂販売㈱ 取締役大阪支社

長

平成16年４月当社執行役員常務

当社化粧品事業部長

資生堂販売㈱ 代表取締役社長

(現)

平成16年６月当社取締役(現)

平成18年４月当社執行役員専務(現)

国内化粧品事業　営業領域担当

(現)

  

 他の法人等の代表状況

資生堂販売㈱ 代表取締役社長

取締役
 

執行役員
常務

グローバル
事業(国際
事業・中国
事業・プロ
フェッショ
ナル事業)
担当
国際事業部長、
プロフェッ
ショナル事業
部長

カーステン・
フィッシャー

昭和37年９月７日
生

昭和54年10月シュワルツコフ入社

(注)３ 10

平成８年３月 シュワルツコフ㈱ 代表取締役

社長

平成11年１月ウエラジャパン㈱ 代表取締役

社長

平成15年７月ウエラAG エクゼクティブ・バ

イスプレジデント

平成16年７月ザ プロクター アンド ギャン

ブル　カンパニー

コーポレート・オフィサー

プロフェッショナル・ケア・プ

レジデント

平成18年10月当社常勤顧問

平成19年１月当社執行役員常務(現)

国際事業担当(現)

国際事業部長(現)

平成19年10月プロフェッショナル事業担当

(現)

平成20年４月プロフェッショナル事業部長

(現)

中国事業担当(現)

平成20年６月当社取締役(現)

取締役
 

執行役員
常務

研究開発・生
産・技術総括
担当

小　松　正　明
昭和22年１月４日

生

昭和44年４月当社入社

(注)３ 6

平成８年６月 資生堂インターナショナルフラ

ンス 取締役社長

平成12年12月資生堂化工㈱ 代表取締役社長

平成13年６月当社生産本部 生産戦略部長

平成14年６月当社国際営業本部 海外事業企

画部長

平成15年１月当社国際事業総本部 国際事業

企画部長

平成15年６月当社取締役(現)

当社執行役員

平成16年４月当社国際事業部長

平成18年４月当社執行役員常務(現)

当社プロフェッショナル事業部

長

平成19年１月研究開発・生産・技術総括担当

(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

社外取締役  岩　田　彰一郎
昭和25年８月14日

生

昭和48年３月ライオン油脂㈱(現ライオン㈱)

入社

(注)３ ―

昭和61年３月プラス㈱入社

同社商品開発本部部長代理

平成４年５月 同社営業本部アスクル事業推進

室室長

平成７年11月同社アスクル事業部部長

平成９年３月 アスクル㈱ 代表取締役社長(現)

平成12年３月同社CEO(現)

平成18年６月当社社外取締役(現)

  

 他の法人等の代表状況

アスクル㈱ 代表取締役社長兼

CEO

社外取締役  上　村　達　男
昭和23年４月19日

生

昭和52年４月北九州大学法学部 専任講師

(注)３ ―

昭和54年４月同大学法学部 助教授

昭和56年４月専修大学法学部 助教授

昭和61年４月同大学法学部 教授

平成２年４月 立教大学法学部 教授

平成９年４月 早稲田大学法学部 教授(現)

平成15年10月同大学21世紀COE《企業法制と法

創造》総合研究所 所長(現)

同大学大学院法務研究科 教授

(現)

平成16年６月㈱ジャスダック証券取引所 社外

取締役

平成18年６月当社社外取締役(現)

平成18年９月同大学 法学学術院長・法学部長

(現)

監査役
 

〔常勤〕
 生　駒　清　治

昭和23年６月６日
生

昭和46年４月当社入社

(注)４ 3

平成10年６月当社経営計画部長

平成12年６月当社生産戦略部長

平成13年６月当社コーポレートリソース本部 

財務部長

平成15年４月資生堂インターナショナルコー

ポレーション取締役会長

平成18年６月当社監査役〔常勤〕(現)

監査役
 

〔常勤〕
 大　矢　和　子

昭和25年９月５日
生

昭和48年４月当社入社

(注)５ 7

平成12年６月当社お客さまセンター所長

平成13年６月当社執行役員

当社ソフト&コミュニケーション

本部長兼お客さまセンター所長

平成16年４月当社化粧品事業部 美容開発部長

国内アウトオブ資生堂事業担当

平成17年４月当社CSR部長

平成18年４月当社企業文化部長

平成19年４月当社常勤顧問

平成19年６月当社監査役〔常勤〕(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

社外監査役
 

〔非常勤〕
 原　田　明　夫

昭和14年11月３日
生

昭和40年４月東京地方検察庁検事

(注)６ ―

昭和50年７月在米国日本国大使館一等書記官

昭和63年４月法務大臣官房人事課長

平成４年４月 盛岡地方検察庁検事正

平成５年12月法務大臣官房長

平成８年１月 法務省刑事局長

平成10年６月法務事務次官

平成11年12月東京高等検察庁検事長

平成13年７月検事総長

平成16年10月弁護士(現)

平成17年５月㈱サマンサタバサジャパンリミ

テッド 社外監査役

平成17年６月当社社外監査役〔非常勤〕(現)

セイコーホールディングス㈱ 

社外取締役(現)

住友商事㈱ 社外監査役(現)

平成17年７月学校法人東京女子大学 理事長

(現)

平成18年６月㈱三菱UFJフィナンシャル・グ

ループ 社外取締役(現)

社外監査役
 

〔非常勤〕
 黒　田　玲　子

昭和22年10月７日
生

昭和50年６月英国ロンドン大学キングスカ

レッジ化学科リサーチ・アソシ

エイト

(注)７ ―

昭和56年11月同大学同カレッジ生物物理学科

　リサーチ・フェロー

昭和57年７月同大学同カレッジ同学科　オナ

ラリー・レクチャラー

昭和60年４月英国がん研究所　

ノンクリニカル・シニア・ス

タッフ・サイエンティスト

昭和61年４月東京大学教養学部化学教室助教

授

同大学大学院理学系研究科生物

化学専攻助教授　兼担

平成元年10月同大学理学部非常勤講師(現)

平成４年４月

 

 

同大学教養学部化学教室教授

(現)

同大学大学院理学系研究科生物

化学専攻教授 兼坦(現)

平成８年４月

 

同大学大学院総合文化研究科教

授(現)

平成15年４月同大学総長特任補佐

平成19年４月同大学経営協議会委員(現)

科学技術インタープリター養成

プログラム代表(現)

平成20年６月当社社外監査役〔非常勤〕(現)

社外監査役
 

〔非常勤〕
 大　塚　宣　夫

昭和17年１月10日
生

昭和42年５月慶應義塾大学精神神経科学教室

助手

(注)５ ―

昭和43年５月㈶井之頭病院入職

昭和55年２月青梅慶友病院 病院長

昭和63年11月医療法人社団慶成会 理事長兼

院長

平成13年２月同医療法人社団 理事長専任

(現)

平成19年６月当社社外監査役〔非常勤〕(現)

  

 他の法人等の代表状況

医療法人社団慶成会 理事長
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(注) １　岩田彰一郎及び上村達男は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２　原田明夫、黒田玲子及び大塚宣夫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会
終結の時までであります。

４　監査役生駒清治の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時
株主総会終結の時までであります。

５　監査役大矢和子及び大塚宣夫の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月
期に係る定時株主総会終結の時までであります。

６　監査役原田明夫の任期は、平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時
株主総会終結の時までであります。

７　監査役黒田玲子の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時
株主総会終結の時までであります。

 

〔ご参考〕　取締役を兼務しない執行役員

 

役名 氏名 職名等

執行役員常務 川　崎　　　清 国内アウトオブ資生堂事業・ブティック事業・宣伝制作担当

執行役員 花　田　浩　三

国内化粧品事業 組織流通担当　
組織流通部長
㈱エフティ資生堂　代表取締役社長
資生堂販売㈱　取締役副社長

執行役員 稲　葉　民　生 国内化粧品事業 事業戦略・マーケティング領域担当

執行役員 岩　井　恒　彦
技術企画・技術担当　
技術部長

執行役員 西　山　聖　二 化粧品研究開発・ソフト開発担当

執行役員 末　川　久　幸 経営企画部長

執行役員 高　橋　祥　二 米州担当

執行役員 高　森　竜　臣 中国事業部長

執行役員 高　重　三　雄
人事担当　
人事部長

執行役員 東久保　和　雄 食品研究開発・新成長領域研究開発・特許担当

執行役員 内　田　隆　文
総務・法務・秘書担当
総務部長

執行役員 矢　吹　隆　一
国内化粧品事業 専門店担当
資生堂販売㈱　取締役副社長

執行役員 米　山　俊　夫
ヘルスケア事業・フロンティアサイエンス事業担当
ヘルスケア事業部長
資生堂ビューティーフーズ㈱　代表取締役社長

 

なお、平成20年７月１日付で、以下のとおり役員の異動を行う予定です。

役員の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
執行役員専務
最高財務責任者
財務・IR・情報企画・
ロジスティクス・業務改革・
内部統制担当
資生堂ビジネスソリューション
㈱代表取締役社長(注)

取締役
執行役員専務
最高財務責任者
財務・IR・情報企画・
ロジスティクス・業務改革・
内部統制担当
 
 

原　田　康　彦 平成20年７月１日

(注)　資生堂ビジネスソリューション㈱は、資生堂グループのビジネススタッフ機能を担い、当社グループの

専門的で機密性が要求される業務を請負う子会社として、平成20年７月１日に設立予定の新会社であ
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ります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、お客さま、お取引先、株主、社員、社会というすべてのステークホルダーから「価

値ある企業」として支持され続けるために、企業価値・株主価値の最大化に努めるとともに、社会

的な責任を果たし、かつ持続的な成長、発展を遂げていくことが重要であるとの認識に立ち、コーポ

レート・ガバナンス(企業統治)の強化に努めております。

 

(2) 会社の機関の内容等

①　経営・執行体制

(取締役会、経営会議)

当社の取締役会は社外取締役２名を含む取締役８名(有価証券報告書提出日現在)で構成し、少

人数で迅速な意思決定を行う体制としております。平成19年度の９名体制からは１名減少してお

ります。取締役会は最低毎月１回開催し、重要事項はすべて付議されております。なお、平成19年

度は取締役会を14回開催し、取締役の出席率は98％(うち社外取締役93％)でした。

また、執行役員制度を採用し、意思決定・監督を担う取締役会の機能と、業務執行を担う執行役

員の機能を分離しております。さらに、執行役員による重要案件の業務遂行を決裁する「経営会

議」を設けることで、執行役員への権限委譲を進め、責任の明確化と経営のスピードアップを

図っております。同会議は、ＣＥＯ兼ＣＯＯ(最高経営責任者兼最高執行責任者)である社長が議

長を務めております。なお、取締役及び執行役員の任期は１年としております。

さらに、経営に外部視点を取り入れ、業務執行に対する一層の監督機能の強化を図ることを目

的に、平成18年度より独立性の高い社外取締役２名を招聘しております。社外取締役の招聘によ

り、取締役会の独立性が強化されたことに加えて、取締役会における重要事項の意思決定に関す

る議論もより活性化しております。

これに加えて、社外取締役を除く６名のうちの２名が、当社以外でのキャリアを持つ人材で構

成されるなど、取締役のダイバーシティー(多様性)も進めております。異なるバックグラウンド

や専門領域をベースにした、幅広い視野・見識によって、客観性が発揮され、監督機能の強化につ

ながるものと考えます。

あわせて、執行役員についても、少数精鋭化と若手の登用を進めており、執行能力の向上を図っ

ております。
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(取締役会諮問委員会)

このほか、経営の透明性・客観性を高める観点から、取締役会の諮問機関として、役員の報酬制

度などを策定する「役員報酬諮問委員会」と取締役・執行役員候補の選抜などを行う「役員指

名諮問委員会」を設置しております。いずれの委員会も社外取締役を委員長とし、客観性を確保

しております。

「役員報酬諮問委員会」では、さらなるグローバル化の進展を見据え、欧州企業の報酬制度を

参考に、業績や株価との連動性をより高めた役員報酬制度へと平成20年度に改定しました。

「役員指名諮問委員会」では、新任執行役員候補の選抜のほか、トップマネジメント力の強化、

すなわち「役員全員が高いレベルで成果を出し続けること」を狙いに、執行役員の在任期間の上

限設定や昇降格・退任のルールづくりなどの仕組みを構築し、透明性の高い厳正な運用を行って

おります。なお、執行役員の在任期間の上限は、同一役位で原則４年、最大６年としております。

(注) 1　取締役の定数

当社の取締役は12名以内にする旨定款に定めております。

2　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

3　取締役会にて決議することができる株主総会決議事項

(自己株式の取得)

当社は、機動的な資本政策の遂行と株主還元の実施を行うため、会社法第165条第２項の規定に

より、取締役会の決議によって自己株式を取得することができる旨定款に定めております。

(責任免除)

当社は、取締役(取締役であった者を含む。)及び監査役(監査役であった者を含む。)が、期待され

る役割を十分に発揮できるよう、取締役会の決議によって、会社法第423条第１項の賠償責任に

ついて、法令に定める要件に該当する場合には、賠償責任額から法令に定める最低賠償責任限度

額を控除して得た額を限度として免除することができる旨定款に定めております。

(中間配当金)

当社は、株主への機動的な利益還元を行なうため、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載または

記録された株主または登録株式質権者及び９月30日の最終の端株原簿に記載または記録された

端株主に対して、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当をすることができる旨定款に定め

ております。

4　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっ

て行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することによ

り、株主総会の円滑な運営を目的とするものであります。

5　責任限定契約

当社は、社外取締役が期待される役割を十分に発揮できるようにするとともに、有能な人材を招聘

できるよう、社外取締役との間で会社法第427条第１項に規定する契約(いわゆる責任限定契約)を

締結しております。

②　内部監査、監査役監査及び会計監査の状況

(a) 内部監査

当社では監査部(有価証券報告書提出日現在のスタッフ数は36名)が、グループ全体を対象

に、業務の適正性を監査し、その結果を、取締役会及び監査役会に報告しております。

このほか、安全、環境、情報システムなどの専門領域は、それぞれの担当部門が主管となり監

査を実施しております。
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(b) 監査役監査

当社の監査役会は、常勤監査役２名と、独立した非常勤の社外監査役３名で構成されており

ます。監査役は、取締役会その他重要な会議への出席などを通じ、取締役の業務執行の適法性だ

けでなく、妥当性について監査を実施しております。

代表取締役と監査役は、定期的な意見交換会を開催し、コーポレート・ガバナンスについて

の課題解決に向けた活動へと結び付けております。また、監査役専従スタッフ(有価証券報告書

提出日現在のスタッフ数は４名)を配置するなど、監査役の監査が実効的に行われるための体

制を整備しております。

なお、平成19年度は監査役会を14回開催し、監査役の出席率は94％でした。取締役会への監査

役の出席率は92％でした。

(注)　責任限定契約

当社は、社外監査役が期待される役割を十分に発揮できるようにするとともに、有能な人材を招

聘できるよう、社外監査役との間で会社法第427条第１項に規定する契約(いわゆる責任限定契

約)を締結しております。

(c) 会計監査の状況

当社は、会社法に基づく会計監査人及び金融商品取引法に基づく会計監査人であるあずさ監

査法人により会計監査を受けております。

業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名等は以下のとおりであります。
 

所属する監査法人名 業務を執行した公認会計士の氏名等 継続監査年数

あずさ監査法人

指定社員　業務執行社員 河合　利治

２年指定社員　業務執行社員 森　俊哉

指定社員　業務執行社員 岩出　博男

 

また、監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士６名、会計士補等９名、その他(IT監査担当

等)10名で構成されております。

(d) 内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携

当社は、いわゆる三様監査(内部監査、監査役監査及び会計監査)の有効性と効率性の向上を

図るため、それぞれの間で定期的な連絡会を開催して監査計画・結果の報告、意見交換などの

相互連携の強化に努めております。

③　当社独自の制度・仕組み

「企業の社会的責任(CSR)」が持続的発展のために必要不可欠であるとの考えのもと、取締役

会直轄の「CSR委員会」として「コンプライアンス委員会」、「企業価値創造委員会」及び「環

境委員会」を設置し、コーポレート・ガバナンスの仕組みの１つとしております。これらの委員

会では副社長を委員長とし、社内から横断的に委員を選定して運営し、活動計画や活動結果を取

締役会に提案・報告しております。

「コンプライアンス委員会」では、グループ全体の適法かつ公正な企業活動を推進するととも

に、企業倫理の周知徹底、総合リスク対策などの活動を推進しております。

「企業価値創造委員会」では、「SHISEIDO」ブランドを光り輝かせるための企業文化、男女共

同参画、コミュニケーションや社会貢献などの活動を推進しております。

一方、環境対応については、これまでコンプライアンス委員会において推進してきましたが、地

球市民として重要な責務の１つと認識し、部会を昇格させる形で平成20年４月より「環境委員

会」を設置しました。同委員会では環境負荷低減に加え、資生堂らしい環境対策についてグロー

バルレベルでの取り組みを強化しております。

④　社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

当社の社外取締役である岩田彰一郎は、アスクル㈱の代表取締役社長を兼任しており、当社

は同社から文具等の購入を行っております。

なお、詳細は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(関連当事者との取引)」に記載してお

ります。
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(3) 内部統制システムの整備の状況及びリスク管理体制の整備の状況等

当社グループでは、コンプライアンスを徹底し、財務報告の信頼性を確保するとともに、業務を有

効かつ効率的に推進するため、さまざまなリスクをマネジメントしながら内部統制システムの継続

的な改善・充実を図っております。

①　コンプライアンス

当社グループでは、グループ共通の「企業理念」や企業行動宣言「THE SHISEIDO WAY」、グ

ループで働く一人ひとりが業務の中で実践していくべき行動基準「THE SHISEIDO CODE(資生堂

企業倫理・行動基準)」を制定し、適法かつ公正な企業活動の推進に努めております。

コンプライアンス委員会において、企業倫理や人権啓発に関する定期的な研修を実施するほ

か、各事業所には、行動基準の浸透を推進する「コードリーダー」を配置しております。コード

リーダーは、各事業所における適法かつ公正な企業活動の推進状況をコンプライアンス委員会に

報告しております。また、法令や行動基準に違反する行為や社員の悩みなどを早期に発見して是

正することを目的に、社外の弁護士を含めた複数の報告・相談窓口を設置しております。

②　財務報告の信頼性確保

有価証券報告書等の作成にあたり、業務分担と責任部署を明確化し、各責任部署が適切に業務

を遂行する体制を構築しております。

財務報告の信頼性確保に関しては、社内各部門、国内外各拠点に会計責任者を置き、当社財務担

当執行役員の管轄の下で、早期かつ適正な有価証券報告書等の作成及び開示に取り組んでおりま

す。

有価証券報告書等の作成に関しては、財務部で作成された財務情報、経営企画部等からの非財

務情報等を基礎として、財務部がその内容を取りまとめております。なお、重要な財務情報及び非

財務情報が有価証券報告書等の作成部門である財務部に適時・適切に報告される体制が構築さ

れており、さらに、全ての重要な財務情報及び非財務情報は、毎月開催される取締役会に付議・報

告されております。

金融商品取引所の要請による適時開示(タイムリー・ディスクロージャー)に関しては、情報開

示の方針・基準を定めた上で、当該方針・基準に従って業務を遂行する体制が構築されておりま

す。当該方針・基準は各部門長に配布され周知徹底されております。

③　リスクマネジメントの状況

企業活動に関するリスクについては、コンプライアンス委員会がグループ横断で統括しており

ます。経営戦略上のリスクや業務運営上のリスクを把握・評価し、それぞれに担当部会を設置し

て、必要な予防対策や活動を推進しております。リスクの緊急事態を想定した対応マニュアルを

策定するとともに、実際に緊急事態が発生した場合には、そのレベルに応じて対策本部、対策プロ

ジェクト、対策チームなどの組織を編成して対応を実施しております。

 

なお、会社法に則り、「内部統制システムの基本方針」を取締役会で決議し、開示しております。

 

(4) 役員報酬の内容

①　役員報酬制度の概要

役員退職慰労金制度は、平成16年度に廃止しました。取締役と執行役員の報酬は、固定報酬であ

る基本報酬と、業績目標の達成度や株価によって変動する業績連動報酬によって構成されており

ます。平成19年度までは、固定報酬と業績連動報酬の割合はほぼ同比率としておりましたが、平成

20年度より、さらに業績連動報酬の比率を60％程度まで高める改定を行い、業績目標達成へのイ

ンセンティブを一層高めた新役員報酬制度としております。業績連動報酬は、毎年の連結業績に

応じて支給される「短期インセンティブとしての賞与」、平成20年度からスタートした新３ヵ年

計画の目標の達成度を基準とした「中期インセンティブとしての現金報酬」、株主の皆さまとの

利益意識の共有を主眼とした「長期インセンティブとしてのストックオプション」で構成され

ております。この業績連動報酬は、取締役と執行役員に単年度だけでなく、中長期的視野をもっ

て、業績や株価を意識した経営を動機付けることを意図した設計としております。

社外取締役の報酬については、業務執行から独立した立場での監督機能が重視されることか
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ら、固定の基本報酬のみとしております。監査役の報酬については、監査という機能の性格から、

業績への連動性を排除し、固定の基本報酬のみとしております。

役員報酬の金額については、同業あるいは業種が類似し、かつ海外売上高比率の高い他企業と

比較して、当社が業績目標を達成した際に見合った水準となるよう設計しております。基本報酬

は株主総会で決議された月額報酬枠の範囲内で支払われており、業績連動報酬は、短期インセン

ティブとしての賞与、中期インセンティブとしての現金報酬、長期インセンティブとしてのス

トックオプションともに、株主総会に諮っております。
 

 
②　役員報酬等の総額

 

 
基本報酬
(百万円)

賞与
(百万円)

ストックオプショ
ン

(百万円)

合計
(百万円)

取締役(９名) 222 120 38 381

(うち社外取締役(２名)) (26) (―) (―) (26)

監査役(５名) 85 ― ― 85

(うち社外監査役(３名)) (33) (―) (―) (33)

合計 308 120 38 466

(注) １　取締役の基本報酬は、第89回定時株主総会(平成元年６月29日)決議による報酬限度額月額30

百万円以内です。また、監査役の基本報酬は、第105回定時株主総会(平成17年６月29日)決議

による報酬限度額月額10百万円以内であります。

２　上記支給額のほか、当事業年度中に以下の取締役及び監査役の報酬を支払っております。

　①　平成18年度分の取締役の賞与

　　　取締役７名に対し総額126百万円

　　　なお、本支払いは、平成19年６月26日開催の第107回定時株主総会決議に基づく支払いであり

ます。

　②　退任監査役２名の報酬

　　　第107回定時株主総会の終結の時をもって退任した監査役２名に対する平成19年４月から６

月の基本報酬10百万円

　③　過年度分の役員退職慰労金

　　　平成16年６月29日開催の第104回定時株主総会の終結の時をもって取締役を退任し平成20年

３月31日付で退任した執行役員１名に対し95百万円、及び平成19年６月26日開催の第107

回定時株主総会の終結の時をもって退任した監査役１名に対し９百万円

　　　なお、本支払いは、第104回定時株主総会における役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支

給の決議、及び同株主総会における役員退職慰労金贈呈の決議に基づく支払いです。

３　上記支給額のほか、当社の子会社の取締役を兼務している当社取締役１名に対し、当該子会社

が当期に係る基本報酬として14百万円を支払っています。また、当連結会計年度に係る賞与

として８百万円を支払う予定です。
 

(5) 監査報酬の内容

①　監査報酬等の額
 

区分 支払額(百万円)

当連結会計年度に係る会計監査人としての報酬等の額 77

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 120

 

②　非監査業務の内容

当社は、会計監査人に対して、財務報告に係る内部統制のアドバイザリー業務を委託しており

ます。その報酬等の額は13百万円であり、上記「①　監査報酬等の額」の「当社及び当社子会社が

支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額」に含めております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵

省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　　前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基

づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表等

規則に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第

59号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年

３月31日まで)の連結財務諸表、及び前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財

務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度(平成19

年４月１日から平成20年３月31日まで)の連結財務諸表、及び当事業年度(平成19年４月１日から平成

20年３月31日まで)の財務諸表について、あずさ監査法人による監査を受けております。

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

107/241



１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

 

  
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

　１　現金及び預金 ※１  82,453   67,413  

　２　受取手形及び売掛金 ※４  104,603  111,115 

　３　有価証券   68,544    65,075  

　４　たな卸資産   73,890    68,486  

　５　繰延税金資産   32,344    29,454  

　６　その他の流動資産   12,676    17,657  

　　　貸倒引当金   △1,303    △1,494  

　　　流動資産合計   373,20850.4   357,70752.9

Ⅱ　固定資産        

　１　有形固定資産        

　　(1) 建物及び構築物※１ 186,341    168,342   

　　　　減価償却累計額  104,47581,865   92,783 75,559  

　　(2) 機械装置及び運搬
具

 106,347    85,927   

　　　　減価償却累計額  89,815 16,532   73,485 12,441  

　　(3) 工具器具備品  68,505    50,047   

　　　　減価償却累計額  50,206 18,298   35,354 14,692  

　　(4) 土地   52,370    40,290  

　　(5) 建設仮勘定   2,568    1,374  

　　　有形固定資産合計   171,635(23.2)   144,357(21.4)

　２　無形固定資産        

　　(1) のれん   23,103    22,194  

　　(2) その他の無形固定
資産

  26,639    28,743  

　　　無形固定資産合計   49,742(6.7)   50,938(7.5)

　３　投資その他の資産        

　　(1) 投資有価証券
※１
※２

 63,601    39,781  

　　(2) 前払年金費用   32,629    35,158  

　　(3) 長期前払費用   10,240    10,418  

　　(4) 繰延税金資産   11,836    10,944  

　　(5) その他の投資 ※１  27,150    26,836  

　　　　貸倒引当金   △212    △278  

　　　投資その他の資産合
計

  145,246(19.7)   122,861(18.2)

　　　固定資産合計   366,62449.6   318,157 47.1

　　　資産合計   739,832100.0   675,864100.0
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前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１　支払手形及び買掛金 ※４  57,697    58,333  

２　短期借入金   4,456    4,704  

３　一年以内に償還予定の
　　社債

  57,868    6,849  

４　一年以内に返済予定の
　　長期借入金

※１  3,819    27,100  

５　未払金   53,016    56,108  

６　未払法人税等   10,026    9,029  

７　返品調整引当金   8,685    7,945  

８　賞与引当金   11,702    12,416  

９　役員賞与引当金   122    110  

10　危険費用引当金   1,377    888  

11　繰延税金負債   ―   3  

12　その他の流動負債   19,068    22,499  

流動負債合計   227,84030.8   205,989 30.5

Ⅱ　固定負債        

１　社債   27,147    20,000  

２　長期借入金 ※１  34,546   4,566  

３　退職給付引当金   38,643    38,301  

４　役員退職慰労引当金   71   ―  

５　債務保証損失引当金   350    350  

６　繰延税金負債   4,144    3,796  

７　その他の固定負債   3,291    3,121  

固定負債合計   108,19514.6   70,136 10.4

負債合計   336,03645.4   276,125 40.9
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前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   64,5068.7   64,506 9.5

２　資本剰余金   70,2939.5   70,258 10.4

３　利益剰余金   255,41034.5   248,920 36.8

４　自己株式   △16,896△2.2   △11,196 △1.6

株主資本合計   373,31450.5   372,488 55.1

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券評価
　　差額金

  13,7431.8   5,274 0.8

２　繰延ヘッジ損益   △233△0.0   △57 △0.0

３　為替換算調整勘定   1,5610.2   4,763 0.7

評価・換算差額等合計   15,0712.0   9,980 1.5

Ⅲ　新株予約権   52 0.0   153  0.0

Ⅳ　少数株主持分   15,3582.1   17,115 2.5

純資産合計   403,79654.6   399,738 59.1

負債純資産合計   739,832100.0   675,864100.0
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② 【連結損益計算書】
 

  
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   694,594100.0   723,484100.0

Ⅱ　売上原価   185,53226.7   186,466 25.8

　　　　売上総利益   509,06173.3   537,018 74.2

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

※
※
１
２

 459,05666.1   473,553 65.4

　　　　営業利益   50,0057.2   63,465 8.8

Ⅳ　営業外収益        

　１　受取利息  1,435    2,158   

　２　受取配当金  740    818   

　３　有価証券売却益  310    ―   

　４　固定資産売却益  1,986    ―   

　５　持分法投資利益  57    148   

　６　その他の営業外収益  3,593 8,1231.2  3,552  6,677 0.9

Ⅴ　営業外費用        

　１　支払利息  2,394    1,881   

　２　売上割引  ―   485   

　３　為替差損  ―   1,648   

　４　有価証券売却損  166     ―   

　５　固定資産処分損  1,253     ―   

　６　その他の営業外費用  849 4,6630.7  1,039  5,055 0.7

　　　　経常利益   53,4657.7   65,088 9.0

Ⅵ　特別利益        

　１　固定資産売却益  ―   948   

　２　投資有価証券売却益  ―    2,109   

　３　関係会社株式売却益  ― ― ― 3,102  6,160 0.9

Ⅶ　特別損失        

　１　減損損失 ※３ 4,597    1,151   

　２　固定資産処分損  ―   1,102   

　３　投資有価証券売却損  ―   1,687   

　４　投資有価証券評価損  ―   75   

　５　関係会社株式売却損  ―   5   

　６　出資金評価損  ―   19   

　７　特別退職関連費用 ※４ ―   1,083   

　８　構造改革費用 ※５ 1,101 5,6990.8  597  5,724 0.8

　　　税金等調整前当期純利
益

  47,7656.9   65,524 9.1

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

 13,660    16,507   

　　　法人税等調整額  5,514 19,1742.8 9,062  25,569 3.6

　　　少数株主利益   3,2970.5   4,495 0.6

　　　当期純利益   25,2933.6   35,459 4.9
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 

 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万

円)
64,506 70,258 244,767 △17,158 362,373

連結会計年度中の変動額      

　利益処分による剰余金の配当   △6,186  △6,186

　利益処分による役員賞与   △133  △133

　剰余金の配当   △6,600  △6,600

　当期純利益   25,293  25,293

　自己株式の取得    △696 △696

　自己株式の処分  35  959 995

　連結範囲の変動   △1,556  △1,556

　その他の利益剰余金減少高

(注)
  △173  △173

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純
額)

     

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― 35 10,642 262 10,941

平成19年３月31日残高(百万

円)
64,506 70,293 255,410 △16,896 373,314

 

 

 

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万

円)
18,279 ― △6,754 11,525 ― 13,713 387,612

連結会計年度中の変動額        

　利益処分による剰余金の配当       △6,186

　利益処分による役員賞与       △133

　剰余金の配当       △6,600

　当期純利益       25,293

　自己株式の取得       △696

　自己株式の処分       995

　連結範囲の変動       △1,556
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　その他の利益剰余金減少高

(注)
      △173

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純
額)

△4,535 △233 8,315 3,546 52 1,644 5,242

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△4,535 △233 8,315 3,546 52 1,644 16,183

平成19年３月31日残高(百万

円)
13,743 △233 1,561 15,071 52 15,358 403,796

(注)　その他の利益剰余金減少高は、中国の会計制度に基づく中国子会社の利益処分による積立金繰入額であり

ます。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 

 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万

円)
64,506 70,293 255,410 △16,896 373,314

連結会計年度中の変動額      

　剰余金の配当    △13,464   △13,464

　当期純利益    35,459   35,459

　自己株式の取得     △25,078  △25,078

　自己株式の処分   90  2,771  2,862

　自己株式の消却  △126 △27,879 28,006 －

　連結範囲の変動    △113   △113

　その他の利益剰余金減少高

(注)
   △491   △491

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純
額)

     

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

 ―  △35  △6,489  5,699  △826

平成20年３月31日残高(百万

円)
64,506 70,258 248,920 △11,196 372,488

 

 

 

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万

円)
13,743 △233 1,561 15,071 52 15,358 403,796

連結会計年度中の変動額        

　剰余金の配当        △13,464

　当期純利益        35,459

　自己株式の取得        △25,078

　自己株式の処分        2,862

　自己株式の消却       －

　連結範囲の変動        △113

　その他の利益剰余金減少高

(注)
       △491

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純
額)

 △8,469  175  3,202 △5,090  101  1,757  △3,231

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

 △8,469  175  3,202 △5,090  101  1,757  △4,057
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平成20年３月31日残高(百万

円)
 5,274  △57  4,763  9,980  153  17,115 399,738

(注)　その他の利益剰余金減少高は、中国の会計制度に基づく中国子会社の利益処分による積立金繰入額及び台

湾退職金会計制度に基づく台湾子会社の追加最小負債計上額等であります。
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
 

  
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロ―    

１　税金等調整前当期純利益  47,765 65,524

２　減価償却費  27,875 27,067

３　のれん償却額  740 784

４　減損損失  4,597 1,151

５　固定資産処分損益  △733 153

６　投資有価証券売却損益  ― △422

７　投資有価証券評価損  ― 75

８　関係会社株式売却損益  ― △3,096

９　出資金評価損  ― 19

10　特別退職関連費用  ― 1,083

11　構造改革費用  1,101 597

12　貸倒引当金の増減額(減少：△)  △500 245

13　返品調整引当金の増減額(減少：△)  3,733 △778

14　賞与引当金の増減額(減少：△)  ― 946

15　役員賞与引当金の増減額(減少：△)  122 △12

16　危険費用引当金の増減額(減少：△)  △31 △558

17　退職給付引当金の増減額(減少：△)  2,506 284

18　役員退職慰労引当金の増減額(減少：△) △212 ―

19　受取利息及び受取配当金  △2,176 △2,976

20　支払利息  2,394 1,881

21　持分法投資利益  △57 △148

22　有価証券売却損益  △143 ―

23　売上債権の増減額(増加：△)  1,542 △7,588

24　たな卸資産の増減額(増加：△)  216 3,954

25　仕入債務の増減額(減少：△)  △3,755 6,179

26　前払年金費用の増減額(増加：△)  △2,018 △2,940

27　確定拠出年金過去分移管額の支払  △2,361 △1,841

28　その他  2,901 1,735

小計  83,506 91,321

29　利息及び配当金の受取額  2,151  2,896

30　利息の支払額  △2,268  △1,925

31　法人税等の支払額  △13,958  △16,985

営業活動によるキャッシュ・フロ―  69,431  75,307

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロ―    

１　定期預金の預入れによる支出  △4,519  △7,092

２　定期預金の払出しによる収入  1,668  1,515

３　有価証券の取得による支出  △1,354  △1,525

４　有価証券の売却等による収入  369  895

５　投資有価証券の取得による支出  △1,725  △3,348

６　投資有価証券の売却等による収入  9,842  9,741

７　有形固定資産の取得による支出  △20,557  △17,449

８　有形固定資産の売却による収入  4,161  18,710

９　無形固定資産の取得による支出  △2,877  △5,399

10　長期前払費用の取得による支出  △5,122  △4,899
11　連結範囲の変更を伴う子会社株式の
　　取得による収入

 ― 92

12　連結範囲の変更を伴う子会社株式の
　　売却による収入

※２ 132  2,411

13　その他  1,499  545

投資活動によるキャッシュ・フロ―  △18,482  △5,802
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロ―    

１　短期借入金の純増減額(減少：△)  853  259

２　長期借入による収入  5,927  2,656

３　長期借入金の返済による支出  △3,777  △3,381

４　社債の発行による収入  20,000  ―

５　社債の償還による支出  △7,199  △57,837

６　自己株式の売却又は処分による収入・
　　取得による支出

 298 ―

７　自己株式の取得による支出  ―  △25,078

８　自己株式の処分による収入  ― 2,862

９　配当金の支払額  △12,794  △13,461

10　少数株主への配当金の支払額  △1,672  △1,982

11　その他  200  79

財務活動によるキャッシュ・フロ―  1,836  △95,882

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  1,929  1,535

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(減少：△)  54,715  △24,841

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高  89,014  145,259

Ⅶ　新規連結・連結除外に伴う現金及び
現金同等物の増減額(減少：△)

 1,529  △24

Ⅷ　現金及び現金同等物期末残高 ※１ 145,259  120,393
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 

 

 

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　92社
主要な連結子会社は、「第１ 企業
の概況の４ 関係会社の状況」に
記載しているため省略しておりま
す。

　〔新規〕５社
「投資事業組合に対する支配力基
準及び影響力基準の適用に関する
実務上の取扱い」(企業会計基準
委員会　平成18年９月８日　実務対
応報告第20号)による投資事業組
合の取扱いの明確化を受け、匿名
組合セラン、投資事業組合資生堂
インベストメントファンド、投資
事業組合資生堂ビューティーファ
ンド及び化粧品専門店ファンド投
資事業組合の４社を当連結会計年
度より連結の範囲に含めておりま
す。
また、資生堂大昌行化粧品(広東)
有限公司は、当連結会計年度に設
立・営業を開始したことにより連
結の範囲に含めております。

　〔除外〕６社
当連結会計年度において、㈱ミュ
ウプロダクツは、保有株式の売却
により連結の範囲から除いており
ます。
北京花之友化粧品販売中心及び資
生堂インベストメント㈱の２社は
会社清算手続き中のため連結の範
囲から除いております。投資事業
組合資生堂インベストメントファ
ンド、投資事業組合資生堂ビュー
ティーファンド及び化粧品専門店
ファンド投資事業組合の３社は解
散したため、連結の範囲から除い
ております。

(1) 連結子会社の数　91社
主要な連結子会社は、「第１ 企業
の概況の４ 関係会社の状況」に
記載しているため省略しておりま
す。

　〔新規〕３社
資生堂ロシアは、当連結会計年度
より連結の範囲に含めておりま
す。
また、台資控股有限公司及び上海
華?透明美容香皀有限公司の２社
については、当連結会計年度より
持分法適用関連会社から連結子会
社へ変更となり、連結の範囲に含
めております。

 
 
 
 
 
 
 
 
　〔除外〕４社
資生堂物流サービス㈱及び資生堂
リース㈱の２社については、保有
株式を売却したことにより、当連
結会計年度より連結の範囲から除
いております。
㈱フルキャストは、清算手続中で
あり、重要性が乏しいため、当連結
会計年度より連結の範囲から除い
ております。
また、資生堂ハワイは当社の連結
子会社である資生堂コスメティッ
クス(アメリカ)に吸収合併された
ことにより、当連結会計年度より
連結の範囲から除いております。

 (2) 主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社：
ボーテプレステージインターナ
ショナル(ＵＫ)

(2) 主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社：
ボーテプレステージインターナ
ショナル(ＵＫ)

 　　(連結の範囲から除いた理由)
非連結子会社は、いずれも小規模
あるいは本格的な営業を行ってお
らず、総資産、売上高、当期純損益
(持分に見合う額)及び利益剰余金
(持分に見合う額)等は僅少で、連
結財務諸表に及ぼす影響が軽微で
あり、かつ、全体としても重要性が
乏しいため、連結の範囲から除い
ております。

　　(連結の範囲から除いた理由)
同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

２　持分法の適用に関する事
項

(1) 持分法適用の関連会社数　５社
主要な会社名：
　㈱ピエールファーブルジャポン

(1) 持分法適用の関連会社数　３社
主要な会社名：
　㈱ピエールファーブルジャポン

　〔除外〕２社
台資控股有限公司及び上海華?透
明美容香皀有限公司の２社につい
ては、当連結会計年度より連結子
会社へ変更となり、持分法適用の
範囲から除いております。

 (2) 持分法を適用していない非連結子
会社(ボーテプレステージイン
ターナショナル(ＵＫ)　他)及び関
連会社は、いずれも小規模あるい
は本格的な営業を行っておらず、
当期純損益(持分に見合う額)及び
利益剰余金(持分に見合う額)等は
僅少で、連結財務諸表に及ぼす影
響が軽微であり、かつ、全体として
も重要性が乏しいため、持分法適
用の範囲から除いております。

(2) 　　　　　　同左

 (3) 持分法適用会社のうち、決算日が
連結決算日と異なる会社について
は、各社の事業年度に係る財務諸
表を使用しております。

(3) 　　　　　　同左

３　連結子会社の事業年度に
関する事項

在外連結子会社、ボーテプレステージ
インターナショナル㈱、台資商事㈱及
び匿名組合セランの62社の決算日は12
月31日、それ以外はすべて３月31日で
当社と同一であります。
また、在外連結子会社、ボーテプレス
テージインターナショナル㈱、台資商
事㈱及び匿名組合セランの62社につい
ては、連結子会社の決算日現在の財務
諸表を使用しており、連結決算日との
間に生じた重要な取引については、連
結上必要な調整を行っております。
なお、投資事業組合資生堂インベスト
メントファンド、投資事業組合資生堂
ビューティーファンド及び化粧品専門
店ファンド投資事業組合の３社の決算
日は、従来まで12月31日でしたが、平成
19年２月28日に解散したことから、平
成18年１月１日から平成19年２月28日
までの14ヵ月間の損益計算書及び
キャッシュ・フロー計算書を連結して
おります。

在外連結子会社、ボーテプレステージ
インターナショナル㈱、台資商事㈱及
び匿名組合セランの64社の決算日は12
月31日、それ以外はすべて３月31日で
当社と同一であります。
また、在外連結子会社、ボーテプレス
テージインターナショナル㈱、台資商
事㈱及び匿名組合セランの64社につい
ては、連結子会社の決算日現在の財務
諸表を使用しており、連結決算日との
間に生じた重要な取引については、連
結上必要な調整を行っております。
なお、資生堂リース㈱は、平成20年１月
31日に保有株式を売却し連結除外と
なったことから、平成19年４月１日か
ら平成20年１月31日までの10ヵ月間の
損益計算書及びキャッシュ・フロー計
算書を連結しております。

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

119/241



 

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４　会計処理基準に関
する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　①　有価証券
　　　その他有価証券
　　　　時価のあるもの
　　　　　…決算期末日の市場価格等に基づく

時価法
(評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は
主として移動平均法により
算定)

　　　　時価のないもの
　　　　　…主として移動平均法による原価

法。ただし、投資事業有限責
任組合等への出資は組合等
の財産の持分相当額を有価
証券として計上し、組合等の
営業により獲得した損益の
持分相当額を損益として計
上しております。

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　①　有価証券
　　　その他有価証券
　　　　時価のあるもの
　　　　　…同左
 
 
 
 
 
　　　　時価のないもの
　　　　　…同左

 　②　デリバティブ
　　　時価法

　②　デリバティブ
同左

 　③　たな卸資産
当社は総平均法による原価法で評
価しており、連結子会社は主として
最終仕入原価法で評価しておりま
す。

　③　たな卸資産
同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方
法

　①　有形固定資産
建物(附属設備を除く。)は定額法、
建物以外については当社及び国内
連結子会社は主として定率法、在外
連結子会社は主として定額法を採
用しております。
また、国内の主要な固定資産につい
ては、その資産の耐久度、陳腐化の
程度及び特殊性を勘案した独自の
耐用年数(法定耐用年数を２～３割
程度短縮)を設定しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方
法

　①　有形固定資産
建物(附属設備を除く。)は定額法、
建物以外については当社及び国内
連結子会社は主として定率法、在外
連結子会社は主として定額法を採
用しております。
また、国内の主要な固定資産につい
ては、その資産の耐久度、陳腐化の
程度及び特殊性を勘案した独自の
耐用年数(法定耐用年数を２～３割
程度短縮)を設定しております。

  　　　(会計方針の変更)
　　　当社及び国内連結子会社は、法人税法

の改正((所得税法等の一部を改正
する法律　平成19年３月30日　法律
第６号)及び(法人税法施行令の一
部を改正する政令　平成19年３月30
日　政令第83号))に伴い、平成19年
４月１日以降に取得した有形固定
資産の減価償却の方法については、
改正後の法人税法に基づく方法に
変更しております。

　　　なお、この変更により営業利益、経常利
益、税金等調整前当期純利益及び当
期純利益に与える影響は軽微であ
ります。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

  　　　(追加情報)
　　　当社及び国内連結子会社は、法人税法改

正に伴い、平成19年３月31日以前に取
得した資産については、改正前の法人
税法に基づく減価償却の方法の適用
により取得価額の５％に到達した連
結会計年度の翌連結会計年度より、取
得価額の５％相当額と備忘価額との
差額を５年間にわたり均等償却し、減
価償却費に含めて計上しております。
これにより、営業利益、経常利益及び
税金等調整前当期純利益が687百万円
並びに当期純利益が405百万円減少し
ております。

　　　なお、セグメント情報に与える影響は当
該箇所に記載しております。

 　②　無形固定資産
主として定額法を採用して
おります。なお、定額法に
よって償却を実施している
無形固定資産の耐用年数は
次のとおりであります。

　　　　商標権
　　　　　…主として10年
　　　　ソフトウェア
　　　　　…主として５年

　②　無形固定資産
同左

 　③　長期前払費用
主として定額法を採用して
おります。

　③　長期前払費用
同左

 (3) 重要な引当金の計上基準
　①　貸倒引当金

当社及び国内連結子会社は、
売上債権、貸付金等の貸倒損
失に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。在外連
結子会社は、主として特定の
債権について回収不能見込
額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
　①　貸倒引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 　②　返品調整引当金
当社及び連結子会社は、返品に
よる損失に備えるため、過去の
返品率及び将来の返品可能性を
勘案して見積もった損失見込額
を計上しております。
(追加情報)
従来、当社及び国内連結子会社
では返品による損失に備えるた
め、過去の返品実績等を勘案し
て見積もった返品調整引当金を
計上しておりましたが、過去
データの蓄積や分析精度の向上
等に伴い、より精緻な見積りが
可能となったことにより、当連
結会計年度より市場の流通状況
や商品の再販状況を考慮した方
法を採用しております。
この結果、従来の方法によった
場合と比べ、営業利益、経常利益
及び税金等調整前当期純利益が
3,635百万円並びに当期純利益
が2,144百万円減少しておりま
す。

　②　返品調整引当金
当社及び連結子会社は、返品に
よる損失に備えるため、過去の
返品率、市場の流通状況及び商
品の再販状況を考慮した方法に
よって見積もった損失見込額を
計上しております。

 

 　③　賞与引当金
当社及び連結子会社は、従業員
に対する賞与支払いに備えるた
め、将来の支給見込額に基づき、
当連結会計年度の負担見込額を
計上しております。なお、取締役
を兼務しない執行役員に対する
賞与引当金を含んでおり、その
計上基準は役員賞与引当金と同
様であります。

　③　賞与引当金
同左

 　④　役員賞与引当金
取締役を兼務する執行役員に対
する賞与支払いに備えるため、
将来の支給見込額に基づき、当
連結会計年度の負担見込額を計
上しております。

　④　役員賞与引当金
取締役(社外取締役を除く。)に
対する賞与支払いに備えるた
め、将来の支給見込額に基づき、
当連結会計年度の負担見込額を
計上しております。

 　⑤　危険費用引当金
一部の在外連結子会社は、訴訟
リスク、製品保証リスク、為替リ
スク、税務リスク等の危険費用
の発生による損失に備えるた
め、将来の発生可能性を勘案し
て見積もった損失負担見込額を
計上しております。

　⑤　危険費用引当金
同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 　⑥　退職給付引当金
当社及び国内連結子会社、並び
に一部の在外連結子会社では、
従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における
退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づいて計上しておりま
す。
過去勤務債務は、主としてその
発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(10年)に
よる定額法により費用処理して
おります。
数理計算上の差異は、主として
その発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数(10
年)による定額法により翌連結
会計年度から費用処理すること
としております。
なお、執行役員に対する退職慰
労引当金を含んでおり、その計
上基準は役員退職慰労引当金と
同様であります。

　⑥　退職給付引当金
当社及び国内連結子会社、並び
に一部の在外連結子会社では、
従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における
退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づいて計上しておりま
す。
過去勤務債務は、主としてその
発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(10年)に
よる定額法により費用処理して
おります。
数理計算上の差異は、主として
その発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数(10
年)による定額法により翌連結
会計年度から費用処理すること
としております。

  　　　(追加情報)
従来、執行役員に対する退職慰
労引当金(第104期までの在任期
間中の職務遂行の対価部分相当
額)を含んでおりましたが、「租
税特別措置法上の準備金及び特
別法上の引当金又は準備金並び
に役員退職慰労引当金等に関す
る監査上の取扱い」(日本公認
会計士協会 監査・保証実務委
員会報告第42号　改正 平成19年
４月13日)が公表されたこと、並
びに１年以内に支給されること
が確実であることにより、当連
結会計年度から「未払金」に含
めて表示しております。

 　⑦　役員退職慰労引当金
第104期における当社取締役会
において、平成16年３月期に係
る定時株主総会の日をもって退
職慰労金制度を廃止することと
し、第104期までの在任期間中の
職務遂行の対価部分相当を、支
給すべき退職慰労金の額として
決定したことにより、当該金額
を引当計上しております。

　⑦　役員退職慰労引当金
―――――
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  　　　(追加情報)
従来、第104期までの在任期間中
の職務遂行の対価部分相当を、
「役員退職慰労引当金」として
表示しておりましたが、「租税
特別措置法上の準備金及び特別
法上の引当金又は準備金並びに
役員退職慰労引当金等に関する
監査上の取扱い」(日本公認会
計士協会 監査・保証実務委員
会報告第42号　改正 平成19年４
月13日)が公表されたことによ
り、当連結会計年度から「その
他の固定負債」に含めて表示し
ております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 　⑧　債務保証損失引当金
債務保証に係る損失に備えるた
め、被保証先の財政状態等を勘
案し、損失負担見込額を計上し
ております。

　⑧　債務保証損失引当金
同左

 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本
邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算
日の直物為替相場により円貨に換
算し、換算差額は損益として処理
しております。なお、在外連結子会
社等の資産及び負債は、各社の決
算日の直物為替相場により円貨に
換算し、収益及び費用は、各社の会
計期間に基づく期中平均相場によ
り円貨に換算し、換算差額は、純資
産の部における為替換算調整勘定
及び少数株主持分に含めておりま
す。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本
邦通貨への換算基準

同左

 (5) 重要なリース取引の処理方法
当社及び国内連結子会社は、リー
ス物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっており、在外連
結子会社については、主として通
常の売買取引に準じた会計処理に
よっております。

(5) 重要なリース取引の処理方法
同左

 (6) 重要なヘッジ会計の方法
　①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっておりま
す。

(6) 重要なヘッジ会計の方法
　①　ヘッジ会計の方法

同左

 　②　ヘッジ手段とヘッジ対象
当連結会計年度にヘッジ会計を
適用したヘッジ手段とヘッジ対
象は以下のとおりであります。
ヘッジ手段　…　金利スワップ
ヘッジ対象　…　借入金の利息

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

 　③　ヘッジ方針
金利スワップについては、借入
金の金利変動リスクを回避する
目的で金利スワップ取引を行っ
ており、ヘッジ対象の識別は個
別契約毎に行っております。

　③　ヘッジ方針
同左

 　④　ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ・フ
ロー変動の累計又は相場変動と
ヘッジ手段のキャッシュ・フ
ロー変動の累計又は相場変動を
半期ごとに比較し、両者の変動
額等を基礎にして、ヘッジ有効
性を評価しております。

　④　ヘッジ有効性評価の方法
同左

 (7) その他連結財務諸表作成のための
重要な事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処
理は、税抜方式によっておりま
す。

(7) その他連結財務諸表作成のための
重要な事項
消費税等の会計処理

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

５　連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項

資本連結を行う際の連結子会社
の資産及び負債の評価について
は、全面時価評価法を採用してお
ります。

同左

６　のれん及び負ののれんの
償却に関する事項

のれんの償却については、その個
別案件ごとに判断し、20年以内の
合理的な年数で定額法により償
却しております。
なお、一部の在外子会社ののれん
については米国会計基準等に基
づき償却を実施せず、年一回及び
減損の可能性を示す事象が発生
した時点で減損の判定を行い、必
要額を計上しております。

同左

７　連結キャッシュ・フロー
計算書における資金の
範囲

連結キャッシュ・フロー計算書
における資金(現金及び現金同等
物)は、手許現金、随時引き出し可
能な預金及び容易に換金可能で
あり、かつ、価値の変動について
僅少なリスクしか負わない取得
日から３ヵ月以内に償還期限の
到来する短期投資であります。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(役員賞与に関する会計基準)

　当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準第４号　平成17年11月29日)を適用してお

ります。この変更により、従来の方法によった場合と比

べ、当連結会計年度の販売費及び一般管理費は122百万

円増加し、営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益

及び当期純利益が同額減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載

しております。

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8

号　平成17年12月９日)を適用しております。

　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は388,619

百万円であります。

　なお、当連結会計年度における連結財務諸表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成しております。

 

(企業結合に係る会計基準等)

　当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」(企

業会計審議会　平成15年10月31日)及び「事業分離等に

関する会計基準」(企業会計基準第７号　平成17年12月

27日)並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　

最終改正　平成18年12月22日)を適用しております。

 

(ストック・オプション等に関する会計基準等)

　当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関

する会計基準」(企業会計基準第８号　平成17年12月27

日)及び「ストック・オプション等に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針第11号　最終改正　平

成18年５月31日)を適用しております。この変更により、

従来の方法によった場合と比べ、当連結会計年度の販売

費及び一般管理費が52百万円増加し、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益が同額減少、当期純利益

が45百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載

しております。

(投資有価証券売却損益の計上区分の変更)

　前連結会計年度において、「有価証券売却益」に含め

て営業外収益に計上していた「投資有価証券売却

益」、「有価証券売却損」に含めて営業外費用に計上

していた「投資有価証券売却損」は、当社グループの

経常損益をより適切に表示するため、当連結会計年度

より「投資有価証券売却益」を特別利益、「投資有価

証券売却損」を特別損失として計上しております。

　この結果、従来の方法と同一の方法によった場合と比

べ、経常利益は422百万円少なく計上されております

が、税金等調整前当期純利益及び当期純利益に与える

影響はありません。
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正)

　当連結会計年度より、改正後の「自己株式及び準備金

の額の減少等に関する会計基準」(企業会計基準第１号

　最終改正　平成18年８月11日)及び「自己株式及び準備

金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第２号　最終改正　平成18年８月11日)を

適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　なお、当連結会計年度における連結財務諸表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成しております。

 

(投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適

用に関する実務上の取扱い)

　当連結会計年度より、「投資事業組合に対する支配力

基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」

(実務対応報告第20号　平成18年９月８日)を適用してお

ります。この変更により、従来の方法によった場合と比

べ、営業利益が1,375百万円増加、経常利益及び税金等調

整前当期純利益が506百万円減少、当期純利益が337百万

円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載

しております。
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表示方法の変更
 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(連結貸借対照表)
１　前連結会計年度において「営業権」及び「連結調
整勘定」として表示していたものは、当連結会計
年度より「のれん」として表示しております。

２　前連結会計年度において「短期借入金」に含めて
表示していた「一年以内に返済予定の長期借入
金」(2,325百万円)は、当社グループの長期債務の
状況をより明瞭に表示するため、当連結会計年度
より区分掲記しております。

３　前連結会計年度において「その他の固定負債」に
含めて表示していた「繰延税金負債」(2,019百万
円)は、当社グループの固定負債の状況をより明瞭
に表示するため、当連結会計年度より区分掲記し
ております。

 

(連結貸借対照表)
　前連結会計年度において、「現金及び預金」に含めて
表示していた内国法人の発行する譲渡性預金(17,000
百万円)は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法
に関する規則」の取扱いに関する留意事項について
(最終改正　平成19年10月２日)、「金融商品会計に関す
る実務指針」の改正(日本公認会計士協会　平成19年７
月４日　会計制度委員会報告第14号)及び「金融商品に
関するQ&A」の改正(日本公認会計士協会　平成19年11
月６日)に伴い、当連結会計年度より、「有価証券」に
含めて表示しております。

(連結損益計算書)
１　前連結会計年度において「その他の営業外収益」
に含めて表示していた「受取配当金」(721百万
円)は、当社グループの営業外収益の状況をより明
瞭に表示するため、当連結会計年度より区分掲記
しております。

２　前連結会計年度において「その他の営業外収益」
に含めて表示していた「有価証券売却益」(519百
万円)は、当社グループの営業外収益の状況をより
明瞭に表示するため、当連結会計年度より区分掲
記しております。

３　前連結会計年度において区分掲記していた「投資
事業組合等運用益」(390百万円)は、営業外収益の
総額の100分の10以下となったため、当連結会計年
度より「その他の営業外収益」に含めて表示して
おります。

 

(連結損益計算書)
１　前連結会計年度において、「支払利息」に含めて表
示していた「売上割引」(513百万円)は、当社グ
ループの営業外費用の状況をより明瞭に表示する
ため、当連結会計年度より区分掲記しております。

２　前連結会計年度において、営業外収益の「その他の
営業外収益」に含めて表示していた「為替差益」
(86百万円)は、当連結会計年度においては「為替
差損」となり、営業外費用の総額の100分の10超と
なったため、当連結会計年度より区分掲記してお
ります。
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(連結キャッシュ・フロー計算書)
１　前連結会計年度において「減価償却費」に含めて
表示していた「営業権償却費」(621百万円)並び
に「連結調整勘定償却額」として表示していたも
のは、当連結会計年度より「のれん償却額」とし
て表示しております。

２　前連結会計年度において区分掲記していた「特別
退職債務の減少額」(△109百万円)は金額が僅少
となったため、当連結会計年度より営業活動によ
るキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示
しております。

３　前連結会計年度において営業活動によるキャッ
シュ・フローの「その他」に含めて表示していた
「返品調整引当金の増加額」(587百万円)は、当社
グループの営業活動によるキャッシュ・フローの
状況をより明瞭に表示するため、当連結会計年度
より区分掲記しております。

４　従来、連結損益計算書の「その他の営業外収益」に
含めて表示していた「有価証券売却益」は、当社
グループの営業外収益の状況をより明瞭に表示す
るため、当連結会計年度より区分掲記しておりま
す。この変更にあわせ、前連結会計年度において営
業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に
含めて表示していた「有価証券売却損益」(△519
百万円)を区分掲記しております。

５　前連結会計年度において純額表示していた「定期
預金の増減額」は、当社グループの取引実態をよ
り適切に反映させるため、当連結会計年度より、
「定期預金の預入れによる支出」(△1,467百万
円)及び「定期預金の払戻しによる収入」(3,912
百万円)という総額表示の方法に変更しておりま
す。

(連結キャッシュ・フロー計算書)
１　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
の変更に記載のとおり、当連結会計年度において、
投資有価証券売却損益の計上区分の変更を行なっ
ております。この変更にあわせ、前連結会計年度に
おいて営業活動によるキャッシュ・フローの「有
価証券売却損益」に含めて表示していた「投資有
価証券売却損益」(△143百万円)を区分掲記して
おります。

２　前連結会計年度において、純額表示していた「自己
株式の売却又は処分による収入(995百万円)・取
得による支出(△696百万円)」は、当社グループの
取引実態をより適切に反映させるため、当連結会
計年度より、「自己株式の取得による支出」及び
「自己株式の処分による収入」という総額表示に
変更しております。
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追加情報

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(賞与引当金)

　従来、未払従業員賞与は「その他の流動負債」に含め

て表示しておりましたが、業績連動型賞与等の導入に

より、その計上額が確定要件を満たさなくなったため、

当連結会計年度より表示科目を「賞与引当金」に変更

し、区分掲記しております。

 

(危険費用引当金)

　従来、連結貸借対照表の「その他の流動負債」に含め

て表示していた「危険費用引当金」は、その内容を明

瞭に表示するため、当連結会計年度より区分掲記して

おります。

　また、この変更にあわせ、従来、連結キャッシュ・フ

ロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めて表示していた「危険費用引当金の

減少額」を区分掲記しております。

(固定資産売却益及び固定資産処分損)

　前連結会計年度において、「固定資産売却益」を営業

外収益として、「固定資産処分損」を営業外費用とし

て表示しておりましたが、当社グループの経常損益を

より適切に表示するため、当連結会計年度より「固定

資産売却益」を特別利益、「固定資産処分損」を特別

損失として計上しております。

　この結果、従来の方法と同一の方法によった場合と比

べ、経常利益は153百万円多く計上されておりますが、

税金等調整前当期純利益及び当期純利益に与える影響

はありません。

 

(投資有価証券評価損及び出資金評価損)

　前連結会計年度において、「投資有価証券評価損」及

び「出資金評価損」を営業外費用の「その他の営業外

費用」として表示しておりましたが、当社グループの

経常損益をより適切に表示するため、当連結会計年度

より特別損失として計上しております。

　この結果、従来の方法と同一の方法によった場合と比

べ、経常利益は95百万円多く計上されておりますが、税

金等調整前当期純利益及び当期純利益に与える影響は

ありません。

　また、この変更にあわせ、前連結会計年度において営

業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含め

て表示していた「投資有価証券評価損」(15百万円)及

び「出資金評価損」(12百万円)を区分掲記しておりま

す。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

 

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 20,116百万円

差入保証金 15,200　〃

投資有価証券 1,512　〃

現金及び預金 1,432　〃

計 38,261　〃

 

なお、当該担保資産は、下記の担保付債務以外

に、デリバティブ取引(金利スワップ)の担保に

供されております。

 

担保付債務は、次のとおりであります。

一年以内に返済予定の
長期借入金

1,000百万円

長期借入金 27,100　〃

計 28,100　〃

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 19,057百万円

その他の投資(差入保証金) 15,200　〃

投資有価証券 1,512　〃

現金及び預金 1,241　〃

計 37,011　〃

 

なお、当該担保資産は、下記の担保付債務以外

に、デリバティブ取引(金利スワップ)の担保に

供されております。

 

担保付債務は、次のとおりであります。

一年以内に返済予定の
長期借入金

27,100百万円

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

投資有価証券(株式) 1,428百万円

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

投資有価証券(株式) 1,404百万円

　３　

―――――

　３　保証債務

連結会社以外の下記会社が保証している得意先

のリース債務に対し、債務保証を行っておりま

す。

資生堂リース㈱　(注) 153百万円

(注)　資生堂リース㈱は、平成20年４月１日付でエス・

ディー・エル㈱に社名変更しております。

※４　当連結会計年度末日の満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しており

ます。

　　　なお、当連結会計年度末日は金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が当連結会計年度末日の

残高に含まれております。

受取手形 67百万円

支払手形 5　〃

※４　

―――――
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(連結損益計算書関係)

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

売出費 113,377百万円

広告費 50,753　〃

給料・賞与 126,332　〃

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

売出費 109,824百万円

広告費 55,902　〃

給料・賞与 129,937　〃

※２　研究開発費について

　　　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、

16,132百万円であります。なお、当期総製造費用

に含まれる研究開発費はありません。

※２　研究開発費について

　　　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、

14,565百万円であります。なお、当期総製造費用

に含まれる研究開発費はありません。

※３　減損損失は、国内及び海外の固定資産に係る減損

損失であります。

　　　国内は、以下の資産グループについて減損損失を計

上しております。

用途 種類 場所

事業用資産
土地、建物及び構築
物等

神奈川県
川崎市他

遊休資産等
土地、建物及び構築
物等

大阪府
茨木市他

　　　当社グループは事業用資産において、事業区分をも

とに、概ね独立したキャッシュ・フローを生み

出す最小の単位ごとに、遊休資産等においては、

個別物件単位で資産のグルーピングを行ってお

ります。

　　　その結果、事業用資産については、主に売却が予定

されているグループの資産の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を特別損失に計

上しております。

　　　その内訳は、土地1,388百万円、建物及び構築物等

698百万円等であります。

　　　遊休資産等については、市場価格の下落等により、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を特別損失に計上しております。

　　　その内訳は、土地1,158百万円、建物及び構築物等

143百万円であります。

　　　なお、回収可能価額は正味売却価額により算出して

おり、主に売却予定価額を基に評価しておりま

す。

　　　海外は、北米子会社等の収益性の低下による減少額

を特別損失に計上しております。その内訳は、の

れん800百万円、建物及び構築物等407百万円で

あります。

※３　減損損失は、国内及び海外の固定資産に係る減損

損失であります。

　　　国内は、以下の資産グループについて減損損失を計

上しております。

用途 種類 場所

事業用資産
土地、建物及び構築
物等

千葉県
千葉市他

　　　当社グループは事業用資産において、事業区分をも

とに、概ね独立したキャッシュ・フローを生み

出す最小の単位ごとに資産のグルーピングを

行っております。

　　　その結果、事業用資産については、主に売却が予定

されているグループの資産の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を特別損失に計

上しております。

　　　その内訳は、土地939百万円、建物及び構築物等161

百万円等であります。

　　　なお、回収可能価額は正味売却価額により算出して

おり、主に売却予定価額を基に評価しておりま

す。

　　　海外は、北米子会社等の収益性の低下による減少額

を特別損失に計上しております。その内訳は、機

械装置及び運搬具等42百万円、建物及び構築物

８百万円であります。

※４　

―――――

※４　国内営業体制の再編に伴い発生した退職者への

割増退職金を計上しております。

※５　構造改革費用は、収益性向上を意図し、利益貢献

度の低いブランド、事業領域の縮小・撤退など

徹底したスリム化を推進したことによって発生

した事業撤収損であります。

※５　　　　　　　　　 同左
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式     

　　普通株式 424,562 ― ― 424,562

　　合計 424,562 ― ― 424,562

自己株式     

　　普通株式 12,105 294 670 11,730

　　合計 12,105 294 670 11,730

 
　(注) 1　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

　　　 2　普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増請求による11千株及びストック・オプションの

権利行使による659千株であります。

 

２　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(千株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
(親会社)

ストック・オプショ
ンとしての新株予約
権

― ― 52

合計 ― 52

 

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 6,186百万円 15円00銭平成18年３月31日平成18年６月30日

平成18年10月26日
取締役会

普通株式 6,600百万円 16円00銭平成18年９月30日平成18年12月８日

 

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 6,605百万円16円00銭
平成19年３月31

日

平成19年６月27

日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式     

　　普通株式 424,562 ― 14,562 410,000

　　合計 424,562 ― 14,562 410,000

自己株式     

　　普通株式 11,730 10,241 16,178 5,794

　　合計 11,730 10,241 16,178 5,794

 
　(注) 1　普通株式の発行済株式の株式数の減少14,562千株は、自己株式の消却によるものであります。

　　　 2　普通株式の自己株式の株式数の増加10,241千株は、自己株式の取得による10,000千株及び単元未満株式の買

取請求による241千株であります。

　　　 3　普通株式の自己株式の株式数の減少16,178千株は、自己株式の消却14,562千株、ストックオプションの権利

行使による1,595千株並びに単元未満株式の買増請求による20千株であります。

 

２　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(千株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
(親会社)

ストック・オプショ
ンとしての新株予約
権

― ― 153

合計 ― 153

 

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年６月26日
定時株主総会

普通株式 6,605百万円 16円00銭平成19年３月31日平成19年６月27日

平成19年10月25日
取締役会

普通株式 6,858百万円 17円00銭平成19年９月30日平成19年12月10日

 

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成20年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 6,871百万円17円00銭
平成20年３月31

日

平成20年６月26

日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 82,453百万円

有価証券勘定 68,544　〃

計 150,997　〃

預金期間が３ヵ月を超える

定期預金
△4,121　〃

株式及び償還期限が３ヵ月を
超える債券等

△1,616　〃

現金及び現金同等物 145,259　〃

　

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 67,413百万円

有価証券勘定 65,075　〃

計 132,488　〃

預金期間が３ヵ月を超える

定期預金
△9,679　〃

株式及び償還期限が３ヵ月を
超える債券等

△2,414　〃

現金及び現金同等物 120,393　〃

　

※２　当連結会計年度に株式の売却により連結子会社

でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳

　　　株式の売却により㈱ミュウプロダクツが連結子会

社でなくなったことに伴う、売却時の会社の資

産及び負債の内訳、並びに同社株式の売却価額

と売却による収入は次のとおりであります。

流動資産 1,707百万円

固定資産 903　〃

流動負債 △789　〃

固定負債 △236　〃

少数株主持分 △554　〃

株式売却損 △20　〃

㈱ミュウプロダクツ
株式の売却価額

1,009　〃

㈱ミュウプロダクツ
の現金及び現金同等物

△877　〃

差引：売却による収入 132　〃

※２　当連結会計年度に株式の売却により連結子会社

でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳

　　　株式の売却により資生堂物流サービス㈱が連結子

会社でなくなったことに伴う、売却時の会社の

資産及び負債の内訳、並びに同社株式の売却価

額と売却による収入は次のとおりであります。

流動資産 4,411百万円

固定資産 522　〃

流動負債 △3,754　〃

固定負債 △653　〃

株式売却後の投資勘定 0　〃

連結子会社の減少による
利益剰余金減少高

△52　〃

株式売却益 2,379　〃

資生堂物流サービス㈱
株式の売却価額

2,851　〃

資生堂物流サービス㈱
の現金及び現金同等物

△1,922　〃

差引：売却による収入 929　〃

 

　　　株式の売却により資生堂リース㈱が連結子会社で

なくなったことに伴う、売却時の会社の資産及

び負債の内訳、並びに同社株式の売却価額と売

却による収入は次のとおりであります。

流動資産 3,448百万円

固定資産 6,366　〃

流動負債 △4,659　〃

固定負債 △4,235　〃

未実現利益等 37　〃

株式売却後の投資勘定 △17　〃

連結子会社の減少による
利益剰余金減少高

△61　〃

株式売却益 723　〃

資生堂リース㈱
株式の売却価額

1,602　〃

資生堂リース㈱
の現金及び現金同等物

△119　〃

差引：売却による収入 1,482　〃
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次へ
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(リース取引関係)

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当社または連結子会社が借主側となる取引

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

当社または連結子会社が借主側となる取引

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

減損損失
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置及
び
運搬具

2,224 957 ― 1,267

工具器具備
品

11,9306,779 15 5,135

その他 1,000 468 ― 531

合計 15,1548,205 15 6,933

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

減損損失
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置及
び
運搬具

1,276 470 ― 805

工具器具備
品

19,67513,41013 6,251

その他 1,059 745 ― 314

合計 22,01114,62613 7,371

　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

 

　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

 

　②　未経過リース料期末残高相当額等

　　　未経過リース料期末残高相当額

 １年内 2,787百万円

 １年超 4,161　〃

 合計 6,949　〃

   

リース資産減損勘定の残高 15百万円

 

　　　なお、未経過リース料の期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

 

　②　未経過リース料期末残高相当額等

　　　未経過リース料期末残高相当額

 １年内 3,334百万円

 １年超 4,050　〃

 合計 7,385　〃

   

リース資産減損勘定の残高 13百万円

 

　　　なお、未経過リース料の期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。

 

　③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

　　　支払リース料 3,687百万円

　　　リース資産減損勘定の取崩額 102　〃

　　　減価償却費相当額 3,680　〃

　　　減損損失 6　〃

　

　③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

　　　支払リース料 3,228百万円

　　　リース資産減損勘定の取崩額 9　〃

　　　減価償却費相当額 3,220　〃

　　　減損損失 8　〃

　

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。
　

　④　減価償却費相当額の算定方法

同左

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

139/241



２　オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

１年内 1,628百万円

１年超 4,454　〃

合計 6,083　〃

２　オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

１年内 2,259百万円

１年超 6,514　〃

合計 8,773　〃
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当社または連結子会社が貸主側となる取引

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

 
取得価額
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

期末残高
(百万円)

機械装置及び運搬
具

1,428 709 718

工具器具備品 6,340 4,374 1,966

その他 1,014 500 514

合計 8,783 5,583 3,199

　

当社または連結子会社が貸主側となる取引

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高

―――――

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,324百万円

１年超 2,045　〃

合計 3,370　〃

　②　未経過リース料期末残高相当額

―――――

　③　受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

　　　受取リース料 1,998百万円

　　　減価償却費 1,740　〃

　　　受取利息相当額 203　〃

　③　受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

　　　受取リース料 1,596百万円

　　　減価償却費 1,379　〃

　　　受取利息相当額 165　〃

　④　利息相当額の算定方法

　　　利息相当額の各連結会計年度への配分方法について

は、利息法によっております。

　④　利息相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

１年内 209百万円

１年超 381　〃

合計 590　〃

２　オペレーティング・リース取引

―――――
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(有価証券関係)

①　その他有価証券で時価のあるもの

 

種類

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

取得原価
(百万円)

連結貸借
対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借
対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えるも
の

(1) 株式 10,94634,01723,071 8,263 17,866 9,603

(2) 債券       

①　国債・
　　地方債等

― ― ― 9 10 0

②　社債 5,487 5,491 4 490 495 5

③　その他 ― ― ― ― ― ―

(3) その他 1,100 1,285 185 1,615 1,627 12

小計 17,53340,79523,26110,37820,000 9,621

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えない
もの

(1) 株式 130 108 △21 1,241 1,109 △132

(2) 債券       

①　国債・
　　地方債等

― ― ― ― ― ―

②　社債 2,035 2,008 △26 3,000 2,610 △389

③　その他 1,009 1,009 △0 1,000 907 △92

(3) その他 ― ― ― ― ― ―

小計 3,175 3,126 △49 5,241 4,626 △614

合計 20,70943,92123,21215,62024,627 9,006

(注) １　決算日現在の時価が取得価額を50％以上下回る場合には回復可能性はないものと判断し、30％以上50％

未満下落の場合には、当該有価証券の発行会社の財政状態及び経営成績を勘案し、回復可能性を判断し

ております。

２　当連結会計年度において、その他有価証券について23百万円の減損処理を行っております。

 

②　前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

10,068 310 166 13,682 2,109 1,687
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③　時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

 

種類

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

連結貸借対照表計上額(百万円)連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) その他有価証券   

　　　非上場株式 17,822 11,141

　　　非上場債券 3,668 2,455

　　　譲渡性預金 ― 11,600

　　　フリー・ファイナンシャル・ファンド 45,562 33,699

　　　マネー・マネジメント・ファンド 3,422 3,436

　　　公社債投信 11,985 14,448

　　　投資事業有限責任組合等 4,334 2,042

(2) 子会社株式及び関連会社株式   

　　　子会社株式 13 3

　　　関連会社株式 1,414 1,400

(注) １　当連結会計年度において、その他有価証券について52百万円減損処理を行っております。

２　表示方法の変更に記載のとおり、前連結会計年度において、「現金及び預金」に含めて表示していた内

国法人の発行する譲渡性預金(17,000百万円)は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規

則」の取扱いに関する留意事項について(最終改正　平成19年10月２日)、「金融商品会計に関する実務

指針」の改正(日本公認会計士協会　平成19年７月４日　会計制度委員会報告第14号)及び「金融商品に

関するＱ＆Ａ」の改正(日本公認会計士協会　平成19年11月６日)に伴い、当連結会計年度より、「有価

証券(その他有価証券)」に含めて表示しております。

 

④　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

 

 

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

(1) 債券         

　①　国債・地方債等 1 0 ― ― 0 0 ― ―

　②　社債 8,701 ― ― 2,000 2,454 ― ― 3,000

　③　その他 ― 10 ― 1,000 ― 10 ― 1,000

(2) その他 2,7142,360 308 ― 12,7512,100 127 ―

合計 11,4172,371 308 3,00015,2062,110 127 4,000
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(1) 取引の内容

当社及び一部の連結子会社は、通貨関連では為替

予約取引及び通貨スワップ取引、金利関連では金

利スワップ取引を利用しております。

 

(1) 取引の内容

同左

 

(2) 取引に対する取組方針

債権債務残高及び実需の範囲内でのみデリバティ

ブ取引を利用することとしており、投機的な取引

は行わない方針であります。

 

(2) 取引に対する取組方針

同左

(3) 取引の利用目的

為替予約取引　　：外貨建債権債務の為替変動リス

クを回避し、安定的な利益の

確保を図るため。

通貨スワップ取引：外貨建資金調達に際し、元本

及び金利の為替変動リスクを

軽減するため。

金利スワップ取引：調達資金の将来の金利変動リ

スクを軽減するため。

(3) 取引の利用目的

為替予約取引　　：同左

 

 

通貨スワップ取引：同左

 

 

金利スワップ取引：同左

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

　　①　ヘッジ会計の方法

　　　　繰延ヘッジ処理によっております。

　　①　ヘッジ会計の方法

同左

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手

段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

ヘッジ手段　…　金利スワップ

ヘッジ対象　…　借入金の利息

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　　③　ヘッジ方針

　　　　金利スワップについては、借入金の金利変動リス

クを回避する目的で金利スワップ取引を行っ

ており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。

　　③　ヘッジ方針

同左

　　④　ヘッジ有効性評価の方法

　　　　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は

相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー

変動の累計又は相場変動を半期ごとに比較

し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効

性を評価しております。

 

　　④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

 

(4) 取引に係るリスクの内容

為替予約取引及び通貨スワップ取引は、為替相場

の変動に係るリスクを、金利スワップ取引は、市場

金利の変動リスクを有しております。なお、取引の

契約先は、信用度の高い金融機関に限定している

ため、相手先の契約不履行によるリスクは、ほとん

どないと判断しております。

(4) 取引に係るリスクの内容

同左

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

144/241



 

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

145/241



 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(5) 取引に係るリスク管理体制

資金調達に関する取引については、取締役会で決定

し、また、通常の営業取引に係る為替予約取引の実

行及び管理は、主に、各会社の財務担当部門で行っ

ております。

 

(5) 取引に係るリスク管理体制

同左

(6) 「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明

「取引の時価等に関する事項」に係る契約額等は、

あくまでもデリバティブ取引における名目的な契

約額、または計算上の想定元本であり、当該金額自

体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すも

のではありません。

(6) 「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明

同左

 

２　取引の時価等に関する事項

(1) 通貨関連
 

 
前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

当連結会計年度末
(平成20年３月31日)

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

うち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

うち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取
引以外
の取引

通貨スワップ
取引

        

　受取円・
　支払ユーロ

1,316 ― △333 △333 ― ― ― ―

合計 1,316 ― △333 △333 ― ― ― ―

(注)　時価の算定方法

取引金融機関から提示された価格によっております。

 

(2) 金利関連
 

 
前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

当連結会計年度末
(平成20年３月31日)

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

うち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

うち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取
引以外
の取引

金利スワッ
プ取引

        

　受取変動・
　支払固定

2,3822,382△34 △34 2,2832,283△106 △106

合計 2,3822,382△34 △34 2,2832,283△106 △106

(注) １　時価の算定方法

取引金融機関から提示された価格によっております。

 ２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いております。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、退職給付制度として、企業年金基金制度、退職一時金制度のほかに

確定拠出型制度、退職金前払い制度を設けております。なお、従業員の退職等に際して、支払時に

退職給付費用として処理する割増退職金等を支払う場合があります。

　また、一部の在外連結子会社は、確定給付型制度、退職一時金制度及び確定拠出型制度を設けて

おります。
 

２　退職給付債務に関する事項
 

 
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

(百万円)

①　退職給付債務 △190,449 △195,563

②　年金資産 190,405 173,532

③　未積立退職給付債務(①＋②) △43 △22,031

④　会計基準変更時差異の未処理額(注)１ 1,083 931

⑤　未認識数理計算上の差異 5,009 27,973

⑥　未認識過去勤務債務(注)２ △9,157 △7,136

⑦　連結貸借対照表資産計上額(注)１ △1,482 △1,350

⑧　連結貸借対照表計上額純額
(③＋④＋⑤＋⑥＋⑦)

△4,590 △1,613

⑨　前払年金費用 32,629 35,158

⑩　退職給付引当金(⑧－⑨)(注)３ △37,220 △36,772

 
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

 
当連結会計年度
(平成20年３月31日)

 
(注) １　台湾退職金会計制度に基づく台湾子

会社の計上額であります。
２　過去勤務債務の発生要因
(1) 平成12年９月資生堂厚生年金基
金の予定利率及び換算率の引き
下げを行っております。

(2) 平成13年11月資生堂厚生年金基
金の退職金制度を従来の給与を
基礎とする制度から、資格に応じ
たポイントを付与する制度に変
更しております。

(3) 平成16年９月資生堂厚生年金基
金の一部を退職一時金制度へ移
行しております。

  
(注) １　　　　　　同左

 
２　過去勤務債務の主な発生要因
(1) 　　　　同左
 
 
(2) 　　　　同左
 
 
 
 
(3) 　　　　同左
 
 

３　上記⑩の退職給付引当金のほかに、
一部の在外連結子会社が、それぞれ
の国の会計基準によって計上して
いる退職給付引当金が1,423百万円
あります。

 ３　上記⑩の退職給付引当金のほかに、
一部の在外連結子会社が、それぞ
れの国の会計基準によって計上し
ている退職給付引当金が1,528百
万円あります。

４　一部の国内連結子会社は退職給付債
務の算定にあたり、簡便法を採用し
ております。

 ４　　　　　　同左
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３　退職給付費用に関する事項
 

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(百万円)

①　勤務費用(注)１、２、３ 7,876 7,862

②　利息費用 4,545 4,645

③　期待運用収益 △7,327 △7,614

④　会計基準変更時差異の費用処理額(注)４ 112 112

⑤　数理計算上の差異の費用処理額 3,069 2,842

⑥　過去勤務債務の費用処理額(注)５ △2,124 △2,020

⑦　退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥) 6,151 5,828

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

 
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 

(注) １　簡便法を採用している場合の退職

給付費用は、「①　勤務費用」に計

上しております。

  

(注) １　　　　　同左

２　確定拠出型制度の退職給付費用544

百万円は、「①　勤務費用」に計上

しております。

 ２　確定拠出型制度の退職給付費用563

百万円は、「①　勤務費用」に計上

しております。

３　割増退職金及び退職一時金の引当

金を超過する額301百万円は、「①

　勤務費用」に計上しております。

 ３　割増退職金及び退職一時金の引当

金を超過する額253百万円は、「①

　勤務費用」に計上しております。

４　台湾退職金会計制度に基づく台湾

子会社の費用処理額であります。

 ４　台湾退職金会計制度に基づく台湾

子会社の費用処理額(処理年数17

年)であります。

５　「２　退職給付債務に関する事項」

(注)２に記載の過去勤務債務に係

る費用処理額であります。

 ５　　　　　同左

６　上記退職給付費用以外に、退職金前

払い制度として371百万円を計上

しております。

 ６　上記退職給付費用以外に、退職金前

払い制度として383百万円を計上

しております。

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(資生堂企業年金基金制度、退職一時金制度)

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

②　割引率 2.5％ 同左

③　期待運用収益率 4.0％ 同左

④　過去勤務債務の額の処理年数 10年 同左

⑤　数理計算上の差異の処理年数 10年 同左

 

前へ　　　次へ
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(ストックオプション等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　　至　平成19年３月31日)

１　ストックオプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費　　52百万円
 

２　ストックオプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストックオプションの内容
 

 
平成14年度ストックオプション

第１回新株予約権

付与対象者の区分

及び人数

当社取締役　　７名

当社執行役員　20名

株式の種類別のス

トックオプション

の数(注)

普通株式　578,000株

付与日 平成14年７月16日

権利確定条件 平成16年７月１日から平成24年６

月26日に権利行使可能なストック

オプション

平成17年７月１日から平成24年６

月26日に権利行使可能なストック

オプション

平成18年７月１日から平成24年６

月26日に権利行使可能なストック

オプション

付与日(平成14年７月16日)以降権

利確定日(平成16年６月30日)まで

継続して勤務していること。なお、

新株予約権の割当てを受けた者

は、権利行使時においても当社の

取締役または執行役員の地位にあ

ることを要す。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その他正当な

理由のある場合にはこの限りでな

い。

付与日(平成14年７月16日)以降権

利確定日(平成17年６月30日)まで

継続して勤務していること。なお、

新株予約権の割当てを受けた者

は、権利行使時においても当社の

取締役または執行役員の地位にあ

ることを要す。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その他正当な

理由のある場合にはこの限りでな

い。

付与日(平成14年７月16日)以降権

利確定日(平成18年６月30日)まで

継続して勤務していること。なお、

新株予約権の割当てを受けた者

は、権利行使時においても当社の

取締役または執行役員の地位にあ

ることを要す。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その他正当な

理由のある場合にはこの限りでな

い。

対象勤務期間

 

平成14年７月16日～平成16年６月

30日

平成14年７月16日～平成17年６月

30日

平成14年７月16日～平成18年６月

30日

権利行使期間 平成16年７月１日～平成24年６月26日。ただし、平成16年７月１日から平成17年６月30日においては割り当てら

れた新株予約権の数の３分の１を超えない範囲で１個の整数倍につき、平成17年７月１日から平成18年６月30

日においては、１年目に行使した数とあわせて３分の２を超えない範囲で１個の整数倍につき、平成18年７月１

日から平成24年６月26日においては割り当てられた新株予約権の全数につき行使することができる。

 
(注)　株式数に換算して記載しております。
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平成15年度ストックオプション

第３回新株予約権 第４回新株予約権 第５回新株予約権

付与対象者の区分

及び人数

当社取締役　　７名

当社執行役員　25名

当社従業員　16名 当社または関連グ

ループ会社従業員

15名

関連グループ会社取

締役　１名

株式の種類別のス

トックオプション

の数(注)

普通株式　878,000株 普通株式　18,000株普通株式　40,000株

付与日 平成15年７月31日 平成15年11月28日平成16年３月８日

権利確定条件 平成17年７月１日

から平成25年６月

26日に権利行使可

能なストックオプ

ション

平成18年７月１日

から平成25年６月

26日に権利行使可

能なストックオプ

ション

平成19年７月１日

から平成25年６月

26日に権利行使可

能なストックオプ

ション

権利確定条件は付さ

れておりません。

権利確定条件は付さ

れておりません。

付与日(平成15年７

月31日)以降権利確

定日(平成17年６月

30日)まで継続して

勤務していること。

なお、新株予約権の

割当てを受けた者

は、権利行使時にお

いても当社の取締

役または執行役員

の地位にあること

を要す。ただし、任

期満了による退任、

定年退職その他正

当な理由のある場

合にはこの限りで

ない。

付与日(平成15年７

月31日)以降権利確

定日(平成18年６月

30日)まで継続して

勤務していること。

なお、新株予約権の

割当てを受けた者

は、権利行使時にお

いても当社の取締

役または執行役員

の地位にあること

を要す。ただし、任

期満了による退任、

定年退職その他正

当な理由のある場

合にはこの限りで

ない。

付与日(平成15年７

月31日)以降権利確

定日(平成19年６月

30日)まで継続して

勤務していること。

なお、新株予約権の

割当てを受けた者

は、権利行使時にお

いても当社の取締

役または執行役員

の地位にあること

を要す。ただし、任

期満了による退任、

定年退職その他正

当な理由のある場

合にはこの限りで

ない。

対象勤務期間

 

平成15年７月31日

～

平成17年６月30日

平成15年７月31日

～

平成18年６月30日

平成15年７月31日

～

平成19年６月30日

対象勤務期間の定め

はありません。

対象勤務期間の定め

はありません。

権利行使期間 平成17年７月１日～平成25年６月26日。ただし、平成17年７月１

日から平成18年６月30日においては割り当てられた新株予約権

の数の３分の１を超えない範囲で１個の整数倍につき、平成18年

７月１日から平成19年６月30日においては、１年目に行使した数

とあわせて３分の２を超えない範囲で１個の整数倍につき、平成

19年７月１日から平成25年６月26日においては割り当てられた

新株予約権の全数につき行使することができる。

平成15年12月１日～

平成18年11月30日

平成16年４月１日～

平成19年３月31日

 
(注)　株式数に換算して記載しております。
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平成16年度ストックオプション

第６回新株予約権 第７回新株予約権 第８回新株予約権

付与対象者の区分

及び人数

当社取締役　　７名

当社執行役員　25名

当社従業員　11名 当社執行役員　１名

当社または関連グ

ループ会社従業員

24名

関連グループ会社取

締役　１名

株式の種類別のス

トックオプション

の数(注)

普通株式　1,004,000株 普通株式　16,000株普通株式　78,000株

付与日 平成16年７月26日 平成16年11月30日平成17年３月９日

権利確定条件 平成18年７月１日

から平成26年６月

28日に権利行使可

能なストックオプ

ション

平成19年７月１日

から平成26年６月

28日に権利行使可

能なストックオプ

ション

平成20年７月１日

から平成26年６月

28日に権利行使可

能なストックオプ

ション

権利確定条件は付さ

れておりません。

権利確定条件は付さ

れておりません。

付与日(平成16年７

月26日)以降権利確

定日(平成18年６月

30日)まで継続して

勤務していること。

なお、新株予約権の

割当てを受けた者

は、権利行使時にお

いても当社の取締

役または執行役員

の地位にあること

を要す。ただし、任

期満了による退任、

定年退職その他正

当な理由のある場

合にはこの限りで

ない。

付与日(平成16年７

月26日)以降権利確

定日(平成19年６月

30日)まで継続して

勤務していること。

なお、新株予約権の

割当てを受けた者

は、権利行使時にお

いても当社の取締

役または執行役員

の地位にあること

を要す。ただし、任

期満了による退任、

定年退職その他正

当な理由のある場

合にはこの限りで

ない。

付与日(平成16年７

月26日)以降権利確

定日(平成20年６月

30日)まで継続して

勤務していること。

なお、新株予約権の

割当てを受けた者

は、権利行使時にお

いても当社の取締

役または執行役員

の地位にあること

を要す。ただし、任

期満了による退任、

定年退職その他正

当な理由のある場

合にはこの限りで

ない。

対象勤務期間

 

平成16年７月26日

～

平成18年６月30日

平成16年７月26日

～

平成19年６月30日

平成16年７月26日

～

平成20年６月30日

対象勤務期間の定め

はありません。

対象勤務期間の定め

はありません。

権利行使期間 平成18年７月１日～平成26年６月28日。ただし、平成18年７月１

日から平成19年６月30日においては割り当てられた新株予約権

の数の３分の１を超えない範囲で１個の整数倍につき、平成19年

７月１日から平成20年６月30日においては、１年目に行使した数

とあわせて３分の２を超えない範囲で１個の整数倍につき、平成

20年７月１日から平成26年６月28日においては割り当てられた

新株予約権の全数につき行使することができる。

平成16年12月１日～

平成19年11月30日

平成17年４月１日～

平成20年３月31日

 
(注)　株式数に換算して記載しております。
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平成17年度ストックオプション

第９回新株予約権 第10回新株予約権
第11回
新株予約権

第12回
新株予約権

第13回
新株予約権

付与対象者の区
分及び人数

当社取締役　　６名
当社執行役員　19名

当社取締役　　７名
当社執行役員　19名

当社従業員　
７名

当社または
関連グルー
プ会社従業
員 1,115名
関連グルー
プ会社取締
役　44名

当社または
関連グルー
プ会社従業
員　20名
関連グルー
プ会社取締
役　１名

株式の種類別の
ストックオプ
ションの数(注)

普通株式　408,000株普通株式　261,000株 普通株式
11,000株

普通株式
1,851,000株

普通株式
63,000株

付与日 平成17年７月28日 平成17年７月28日
平成17年
10月27日

平成17年
11月７日

平成18年
３月８日

権利確定条件 ①付与日(平成17年７
月28日)以降権利確定
日(平成20年３月31日)
まで継続して勤務して
いること。なお、新株予
約権の割当てを受けた
者は、権利行使時にお
いても当社の取締役ま
たは執行役員の地位に
あることを要す。ただ
し、任期満了による退
任、定年退職その他正
当な理由のある場合に
はこの限りでない。
②平成17年７月28日か
ら平成20年３月31日ま
での間に任期満了によ
る退任、死亡等により
当社の取締役及び執行
役員のいずれの地位も
失った場合には、割り
当てられた新株予約権
の数を32で除し、当社
の取締役及び執行役員
のいずれの地位も失っ
た日から平成20年３月
31日までの残存月数
(一月に満たない場合
は切り捨て)を乗じた
数(小数第１位以下は
切り捨て)の新株予約
権の権利行使はできな
いものとする。
③平成20年３月期決算
における当社の連結売
上高営業利益率の目標
８％を基準とし、新株
予約権の割当てを受け
た者は、この目標値に
対する実績値の達成率
が90％以上であった場
合に限り、その連結売
上高営業利益率を8.8
で除し、割り当てられ
た新株予約権の数に乗
じた数(小数第１位以
下は切り捨て)につき
権利行使することがで
きる。ただし、本計算式
に用いる達成率は
110％を上限とする。

平成19年７
月１日から
平成27年６
月28日に権
利行使可能
なストック
オプション

平成20年７
月１日から
平成27年６
月28日に権
利行使可能
なストック
オプション

平成21年７
月１日から
平成27年６
月28日に権
利行使可能
なストック
オプション

権利確定条
件は付され
ておりませ
ん。
 

付与日(平成
17年11月７
日)以降権利
確定日(平成
19年６月30
日)まで継続
して勤務し
ていること。
なお、新株予
約権の割当
てを受けた
者は、権利行
使時におい
ても当社ま
たは関連グ
ループ会社
の取締役、執
行役員、従業
員の地位に
あることを
要す 。 た だ
し、任期満了
による退任、
定年退職そ
の他正当な
理由のある
場合にはこ
の限りでな
い。

権利確定条
件は付され
ておりませ
ん。
 

付与日(平
成17年７月
28日)以降
権利確定日
(平成19年
６月30日)
まで継続し
て勤務して
いること。
なお、新株
予約権の割
当てを受け
た者は、権
利行使時に
おいても当
社の取締役
または執行
役員の地位
にあること
を要す。た
だし、任期
満了による
退任、定年
退職その他
正当な理由
のある場合
にはこの限
りでない。

付与日(平
成17年７月
28日)以降
権利確定日
(平成20年
６月30日)
まで継続し
て勤務して
いること。
なお、新株
予約権の割
当てを受け
た者は、権
利行使時に
おいても当
社の取締役
または執行
役員の地位
にあること
を要す。た
だし、任期
満了による
退任、定年
退職その他
正当な理由
のある場合
にはこの限
りでない。

付与日(平
成17年７月
28日)以降
権利確定日
(平成21年
６月30日)
まで継続し
て勤務して
いること。
なお、新株
予約権の割
当てを受け
た者は、権
利行使時に
おいても当
社の取締役
または執行
役員の地位
にあること
を要す。た
だし、任期
満了による
退任、定年
退職その他
正当な理由
のある場合
にはこの限
りでない。

対象勤務期間 平成17年７月28日～
平成20年３月31日

平成17年７
月28日～平
成19年６月
30日

平成17年７
月28日～平
成20年６月
30日

平成17年７
月28日～平
成21年６月
30日

対象勤務期
間の定めは
ありません。

平成17年11
月７日～平
成19年６月
30日

対象勤務期
間の定めは
ありません。
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権利行使期間 平成20年７月１日～
平成23年６月30日

平成19年７月１日～平成27年６月28日。
ただし、平成19年７月１日から平成20年
６月30日においては割り当てられた新
株予約権の数の３分の１を超えない範
囲で１個の整数倍につき、平成20年７月
１日から平成21年６月30日においては、
１年目に行使した数とあわせて３分の
２を超えない範囲で１個の整数倍につ
き、平成21年７月１日から平成27年６月
28日においては割り当てられた新株予
約権の全数につき行使することができ
る。

平成17年11
月１日～平
成20年10月
31日

平成19年７
月１日～平
成22年６月
30日

平成18年４
月１日～平
成21年３月
31日

 
(注)　株式数に換算して記載しております。
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平成18年度ストックオプション

第14回・第15回新株予約権 第16回・第17回新株予約権

付与対象者の区分

及び人数

当社取締役　 ３名

当社執行役員 ３名

当社取締役　　７名

当社執行役員　16名

株式の種類別のス

トックオプション

の数(注)

普通株式　21,000株

 

 

普通株式　141,000株

 

 

付与日 平成18年８月23日 平成18年８月23日

権利確定条件 ①付与日(平成18年８月23日)以降、権

利確定日(平成20年３月31日)まで継

続して勤務していること。なお、新株

予約権の割当てを受けた者は、権利行

使時においても当社の取締役または

執行役員の地位にあることを要す。た

だし、任期満了による退任、定年退職

その他正当な理由のある場合にはこ

の限りでない。

②平成18年８月23日から平成20年３

月31日までの間に任期満了による退

任、死亡等により当社の取締役・執行

役員のいずれの地位も失った場合に

は、割り当てられた新株予約権の数を

20で除し、当社の取締役及び執行役員

のいずれの地位も失った日から平成

20年３月31日までの残存月数(一月に

満たない場合は切り捨て)を乗じた数

(小数第１位以下は切り捨て)の新株

予約権の権利行使はできないものと

する。

③平成20年３月期決算における当社

の連結売上高営業利益率の目標８％

を基準とし、新株予約権の割当てを受

けた者は、この目標値に対する実績値

の達成率が90％以上であった場合に

限り、その連結売上高営業利益率を

8.8で除し、割り当てられた新株予約

権の数に乗じた数(小数第１位以下は

切り捨て)につき権利行使することが

できる。ただし、本計算式に用いる達

成率は110％を上限とする。

平成20年８月１日か

ら平成28年７月30日

に権利行使可能なス

トックオプション

平成21年８月１日か

ら平成28年７月30日

に権利行使可能なス

トックオプション

平成22年８月１日か

ら平成28年７月30日

に権利行使可能なス

トックオプション

付与日(平成18年８

月23日)以降権利確

定日(平成20年７月

31日)まで継続して

勤務していること。

なお、新株予約権の

割当てを受けた者

は、権利行使時にお

いても当社の取締役

または執行役員の地

位にあることを要

す。ただし、任期満了

による退任、定年退

職その他正当な理由

のある場合にはこの

限りでない。

付与日(平成18年８

月23日)以降権利確

定日(平成21年７月

31日)まで継続して

勤務していること。

なお、新株予約権の

割当てを受けた者

は、権利行使時にお

いても当社の取締役

または執行役員の地

位にあることを要

す。ただし、任期満了

による退任、定年退

職その他正当な理由

のある場合にはこの

限りでない。

付与日(平成18年８

月23日)以降権利確

定日(平成22年７月

31日)まで継続して

勤務していること。

なお、新株予約権の

割当てを受けた者

は、権利行使時にお

いても当社の取締役

または執行役員の地

位にあることを要

す。ただし、任期満了

による退任、定年退

職その他正当な理由

のある場合にはこの

限りでない。

対象勤務期間

 

平成18年８月23日～平成20年３月31

日

 

平成18年８月23日～

平成20年７月31日

平成18年８月23日～

平成21年７月31日

平成18年８月23日～

平成22年７月31日

権利行使期間 平成20年７月１日～平成23年６月30

日

平成20年８月１日～平成28年７月30日。ただし、平成20年８月１日から

平成21年７月31日においては割り当てられた新株予約権の数の３分の

１を超えない範囲で１個の整数倍につき、平成21年８月１日から平成

22年７月31日においては、１年目に行使した数とあわせて３分の２を

超えない範囲で１個の整数倍につき、平成22年８月１日から平成28年

７月30日においては割り当てられた新株予約権の数の全数につき権利

行使することができる。

 
 
(注)　株式数に換算して記載しております。
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(2) ストックオプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度(平成19年３月期)において存在したストックオプションを対象とし、ストッ

クオプションの数については、株式数に換算して記載しております。
 

 

平成14年度
ストックオプション

平成15年度ストックオプション

第１回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権 第５回新株予約権

①　ストックオプションの
数

    

　　権利確定前(株)     

　　　前連結会計年度末 198,000 587,000 ― ―

　　　付与 ― ― ― ―

　　　失効 ― ― ― ―

　　　権利確定 198,000 291,000 ― ―

　　　未確定残 ― 296,000 ― ―

　　権利確定後(株)     

　　　前連結会計年度末 326,000 70,000 6,000 9,000

　　　権利確定 198,000 291,000 ― ―

　　　権利行使 218,000 273,000 6,000 9,000

　　　失効 ― ― ― ―

　　　未行使残 306,000 88,000 ― ―

②　単価情報     

　　権利行使価格(円) 1,669 1,287 1,229 1,361

　　行使時平均株価(円) 2,466 2,404 2,211 2,367

付与日における公正
な評価単価(円)

― ― ― ―

 

 
平成16年度ストックオプション

第６回新株予約権 第７回新株予約権 第８回新株予約権

①　ストックオプションの
数

   

　　権利確定前(株)    

　　　前連結会計年度末 1,004,000 ― ―

　　　付与 ― ― ―

　　　失効 ― ― ―

　　　権利確定 318,000 ― ―

　　　未確定残 686,000 ― ―

　　権利確定後(株)    

　　　前連結会計年度末 ― 1,000 48,000

　　　権利確定 318,000 ― ―

　　　権利行使 112,000 ― 14,000

　　　失効 ― ― ―

　　　未行使残 206,000 1,000 34,000

②　単価情報    

　　権利行使価格(円) 1,427 1,419 1,445
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　　行使時平均株価(円) 2,443 ― 2,260

付与日における公正な
評価単価(円)

― ― ―

 

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

156/241



 

 
平成17年度ストックオプション

第９回
新株予約権

第10回
新株予約権

第11回
新株予約権

第12回
新株予約権

第13回
新株予約権

①　ストックオプション
の数

     

　　権利確定前(株)      

　　　前連結会計年度末 408,000 261,000 ― 1,851,000 ―

　　　付与 ― ― ― ― ―

　　　失効 ― ― ― ― ―

　　　権利確定 ― ― ― ― ―

　　　未確定残 408,000 261,000 ― 1,851,000 ―

　　権利確定後(株)      

　　　前連結会計年度末 ― ― 11,000 ― 63,000

　　　権利確定 ― ― ― ― ―

　　　権利行使 ― ― 5,000 ― 22,000

　　　失効 ― ― ― ― ―

　　　未行使残 ― ― 6,000 ― 41,000

②　単価情報      

　　権利行使価格(円) 1 1,481 1,865 1,896 2,012

　　行使時平均株価(円) ― ― 2,305 ― 2,440

付与日における公正
な評価単価(円)

― ― ― ― ―

 

 
平成18年度ストックオプション

第14回新株予約権 第15回新株予約権 第16回新株予約権 第17回新株予約権

①　ストックオプションの
数

    

　　権利確定前(株) ― ―   

　　　前連結会計年度末 ― ―   

　　　付与 9,000 12,000 67,000 74,000

　　　失効 ― ― ― ―

　　　権利確定 ― ― ― ―

　　　未確定残 9,000 12,000 67,000 74,000

　　権利確定後(株)     

　　　前連結会計年度末 ― ― ― ―

　　　権利確定 ― ― ― ―

　　　権利行使 ― ― ― ―

　　　失効 ― ― ― ―

　　　未行使残 ― ― ― ―

②　単価情報     

　　権利行使価格(円) 1 1 2,300 2,300

　　行使時平均株価(円) ― ― ― ―
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付与日における公正な
評価単価(円)

2,204 2,204
504、533、555

(注)
504、533、555

(注)
 
(注)　権利行使期間開始日ごとに個別のストックオプションとして公正な評価単価を算定しております。
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３　ストックオプションの公正な評価単価の見積方法

 

 
平成18年度ストックオプション

第14回・第15回新株予約権

①　使用した評価技法 Hull-White型の修正二項モデル

 
②　主な基礎数値及び

　　見積方法

　

株価変動性(注)１ 23.0％

満期までの期間(注)２ ４年11ヵ月

予想配当(注)３ 30円／株

無リスク利子率(注)４ 1.30％

 
(注) １　平成13年10月から平成18年８月までの４年11ヵ月の株価実績に基づき算定しております。

２　平成18年８月から平成23年６月までの期間であります。

３　平成18年３月期の配当実績によっております。

４　「満期までの期間」に対応する国債利回りであります。

 

 

 
平成18年度ストックオプション

第16回・第17回新株予約権

①　使用した評価技法 配当修正額型ブラック・ショールズ式

 
②　主な基礎数値及び

　　見積方法

　

 

(a) 平成20年８月１日

から平成28年７月30日

に権利行使可能なス

トックオプション

(b) 平成21年８月１日

から平成28年７月30日

に権利行使可能なス

トックオプション

(c) 平成22年８月１日

から平成28年７月30日

に権利行使可能なス

トックオプション

株価変動性(注)１ 25.6％ 26.0％ 26.1％

予想残存期間(注)２ ６年 ６年６ヵ月 ７年

予想配当(注)３ 30円／株 30円／株 30円／株

無リスク利子率(注)

４
1.46％ 1.53％ 1.59％

 
(注) １　下記の期間の株価実績に基づき算定しております。

　　(a) ６年(平成12年９月から平成18年８月まで)

　　(b) ６年６ヵ月(平成12年３月から平成18年８月まで)

　　(c) ７年(平成11年９月から平成18年８月まで)

２　過去に権利行使実績が無く、合理的な見積もりが困難であるため、権利行使期間の中間点にお

いて権利行使されるものと推定して見積もっております。

３　平成18年３月期の配当実績によっております。

４　予想残存期間に対応する国債利回りであります。

 

 

４　ストックオプションの権利確定数の見積方法

 

平成18年度ストックオプション

第14回・第15回新株予約権 第16回・第17回新株予約権
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任期満了による退任や定年退職の場合は権利行使が可

能であること、自己都合により退任・退職した場合で

も、当社の取締役会が新株予約権を喪失させることが

相当と判断した場合に限り権利を喪失することから、

退職・退任による失効は合理的に見積もれないものと

判断しております。業績条件については、平成20年３月

期における連結売上高営業利益率は、権利確定のため

最低限必要な7.2％は達成することを前提としており

ます。ただし、当該営業利益率がどの程度の水準になる

かは合理的に予測出来ないため、当初付与数21個を権

利確定数とみなしております。

任期満了による退任や定年退職の場合は権利行使が可

能であること、自己都合により退任・退職した場合で

も、当社の取締役会が新株予約権を喪失させることが

相当と判断した場合に限り権利を喪失することから、

退職・退任による失効は合理的に見積もれないものと

判断しております。その結果、当初付与数141個を権利

確定数とみなしております。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　　至　平成20年３月31日)

１　ストックオプションにかかる当連結会計年度(平成20年３月期)における費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費　 101百万円
 

２　ストックオプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストックオプションの内容
 

 
平成14年度ストックオプション

第１回新株予約権

付与対象者の区分

及び人数

当社取締役　　７名

当社執行役員　20名

株式の種類別のス

トックオプション

の数(注)

普通株式　578,000株

付与日 平成14年７月16日

権利確定条件 平成16年７月１日から平成24年６

月26日に権利行使可能なストック

オプション

平成17年７月１日から平成24年６

月26日に権利行使可能なストック

オプション

平成18年７月１日から平成24年６

月26日に権利行使可能なストック

オプション

付与日(平成14年７月16日)以降権

利確定日(平成16年６月30日)まで

継続して勤務していること。なお、

新株予約権の割当てを受けた者

は、権利行使時においても当社の

取締役または執行役員の地位にあ

ることを要す。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その他正当な

理由のある場合にはこの限りでな

い。

付与日(平成14年７月16日)以降権

利確定日(平成17年６月30日)まで

継続して勤務していること。なお、

新株予約権の割当てを受けた者

は、権利行使時においても当社の

取締役または執行役員の地位にあ

ることを要す。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その他正当な

理由のある場合にはこの限りでな

い。

付与日(平成14年７月16日)以降権

利確定日(平成18年６月30日)まで

継続して勤務していること。なお、

新株予約権の割当てを受けた者

は、権利行使時においても当社の

取締役または執行役員の地位にあ

ることを要す。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その他正当な

理由のある場合にはこの限りでな

い。

対象勤務期間 平成14年７月16日～平成16年６月

30日

平成14年７月16日～平成17年６月

30日

平成14年７月16日～平成18年６月

30日

権利行使期間 平成16年７月１日～平成24年６月26日。ただし、平成16年７月１日から平成17年６月30日においては割り当てら

れた新株予約権の数の３分の１を超えない範囲で１個の整数倍につき、平成17年７月１日から平成18年６月30

日においては、１年目に行使した数とあわせて３分の２を超えない範囲で１個の整数倍につき、平成18年７月１

日から平成24年６月26日においては割り当てられた新株予約権の全数につき行使することができる。

 
(注)　株式数に換算して記載しております。

 

 

 
平成15年度ストックオプション

第３回新株予約権

付与対象者の区分

及び人数

当社取締役　　７名

当社執行役員　25名

株式の種類別のス

トックオプション

の数(注)

普通株式　878,000株

付与日 平成15年７月31日
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権利確定条件 平成17年７月１日から平成25年６

月26日に権利行使可能なストック

オプション

平成18年７月１日から平成25年６

月26日に権利行使可能なストック

オプション

平成19年７月１日から平成25年６

月26日に権利行使可能なストック

オプション

付与日(平成15年７月31日)以降権

利確定日(平成17年６月30日)まで

継続して勤務していること。なお、

新株予約権の割当てを受けた者

は、権利行使時においても当社の

取締役または執行役員の地位にあ

ることを要す。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その他正当な

理由のある場合にはこの限りでな

い。

付与日(平成15年７月31日)以降権

利確定日(平成18年６月30日)まで

継続して勤務していること。なお、

新株予約権の割当てを受けた者

は、権利行使時においても当社の

取締役または執行役員の地位にあ

ることを要す。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その他正当な

理由のある場合にはこの限りでな

い。

付与日(平成15年７月31日)以降権

利確定日(平成19年６月30日)まで

継続して勤務していること。なお、

新株予約権の割当てを受けた者

は、権利行使時においても当社の

取締役または執行役員の地位にあ

ることを要す。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その他正当な

理由のある場合にはこの限りでな

い。

対象勤務期間

 

平成15年７月31日～平成17年６月

30日

平成15年７月31日～平成18年６月

30日

平成15年７月31日～平成19年６月

30日

権利行使期間 平成17年７月１日～平成25年６月26日。ただし、平成17年７月１日から平成18年６月30日においては割り当てら

れた新株予約権の数の３分の１を超えない範囲で１個の整数倍につき、平成18年７月１日から平成19年６月30

日においては、１年目に行使した数とあわせて３分の２を超えない範囲で１個の整数倍につき、平成19年７月１

日から平成25年６月26日においては割り当てられた新株予約権の全数につき行使することができる。

 
(注)　株式数に換算して記載しております。
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平成16年度ストックオプション

第６回新株予約権 第７回新株予約権 第８回新株予約権

付与対象者の区分

及び人数

当社取締役　　７名

当社執行役員　25名

当社従業員　11名 当社執行役員　１名

当社または関連グ

ループ会社従業員

24名

関連グループ会社取

締役　１名

株式の種類別のス

トックオプション

の数(注)

普通株式　1,004,000株 普通株式　16,000株普通株式　78,000株

付与日 平成16年７月26日 平成16年11月30日平成17年３月９日

権利確定条件 平成18年７月１日

から平成26年６月

28日に権利行使可

能なストックオプ

ション

平成19年７月１日

から平成26年６月

28日に権利行使可

能なストックオプ

ション

平成20年７月１日

から平成26年６月

28日に権利行使可

能なストックオプ

ション

権利確定条件は付さ

れておりません。

権利確定条件は付さ

れておりません。

付与日(平成16年７

月26日)以降権利確

定日(平成18年６月

30日)まで継続して

勤務していること。

なお、新株予約権の

割当てを受けた者

は、権利行使時にお

いても当社の取締

役または執行役員

の地位にあること

を要す。ただし、任

期満了による退任、

定年退職その他正

当な理由のある場

合にはこの限りで

ない。

付与日(平成16年７

月26日)以降権利確

定日(平成19年６月

30日)まで継続して

勤務していること。

なお、新株予約権の

割当てを受けた者

は、権利行使時にお

いても当社の取締

役または執行役員

の地位にあること

を要す。ただし、任

期満了による退任、

定年退職その他正

当な理由のある場

合にはこの限りで

ない。

付与日(平成16年７

月26日)以降権利確

定日(平成20年６月

30日)まで継続して

勤務していること。

なお、新株予約権の

割当てを受けた者

は、権利行使時にお

いても当社の取締

役または執行役員

の地位にあること

を要す。ただし、任

期満了による退任、

定年退職その他正

当な理由のある場

合にはこの限りで

ない。

対象勤務期間 平成16年７月26日

～平成18年６月30

日

平成16年７月26日

～平成19年６月30

日

平成16年７月26日

～平成20年６月30

日

対象勤務期間の定め

はありません。
対象勤務期間の定め

はありません。

権利行使期間 平成18年７月１日～平成26年６月28日。ただし、平成18年７月１

日から平成19年６月30日においては割り当てられた新株予約権

の数の３分の１を超えない範囲で１個の整数倍につき、平成19年

７月１日から平成20年６月30日においては、１年目に行使した数

とあわせて３分の２を超えない範囲で１個の整数倍につき、平成

20年７月１日から平成26年６月28日においては割り当てられた

新株予約権の全数につき行使することができる。

平成16年12月１日～

平成19年11月30日

平成17年４月１日～

平成20年３月31日

 
(注)　株式数に換算して記載しております。
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平成17年度ストックオプション

第９回新株予約権 第10回新株予約権
第11回
新株予約権

第12回
新株予約権

第13回
新株予約権

付与対象者の区
分及び人数

当社取締役　　６名
当社執行役員　19名

当社取締役　　７名
当社執行役員　19名

当社従業員
７名

当社または
関連グルー
プ会社従業
員 1,115名
関連グルー
プ会社取締
役　44名

当社または
関連グルー
プ会社従業
員　20名
関連グルー
プ会社取締
役　１名

株式の種類別の
ストックオプ
ションの数(注)

普通株式　408,000株普通株式　261,000株 普通株式
11,000株

普通株式
1,851,000株

普通株式
63,000株

付与日 平成17年７月28日 平成17年７月28日
平成17年
10月27日

平成17年
11月７日

平成18年
３月８日

権利確定条件 ①付与日(平成17年７
月28日)以降権利確定
日(平成20年３月31日)
まで継続して勤務して
いること。なお、新株予
約権の割当てを受けた
者は、権利行使時にお
いても当社の取締役ま
たは執行役員の地位に
あることを要す。ただ
し、任期満了による退
任、定年退職その他正
当な理由のある場合に
はこの限りでない。
②平成17年７月28日か
ら平成20年３月31日ま
での間に任期満了によ
る退任、死亡等により
当社の取締役及び執行
役員のいずれの地位も
失った場合には、割り
当てられた新株予約権
の数を32で除し、当社
の取締役及び執行役員
のいずれの地位も失っ
た日から平成20年３月
31日までの残存月数
(一月に満たない場合
は切り捨て)を乗じた
数(小数第１位以下は
切り捨て)の新株予約
権の権利行使はできな
いものとする。
③平成20年３月期決算
における当社の連結売
上高営業利益率の目標
８％を基準とし、新株
予約権の割当てを受け
た者は、この目標値に
対する実績値の達成率
が90％以上であった場
合に限り、その連結売
上高営業利益率を8.8
で除し、割り当てられ
た新株予約権の数に乗
じた数(小数第１位以
下は切り捨て)につき
権利行使することがで
きる。ただし、本計算式
に用いる達成率は
110％を上限とする。

平成19年７
月１日から
平成27年６
月28日に権
利行使可能
なストック
オプション

平成20年７
月１日から
平成27年６
月28日に権
利行使可能
なストック
オプション

平成21年７
月１日から
平成27年６
月28日に権
利行使可能
なストック
オプション

権利確定条
件は付され
ておりませ
ん。

付与日(平成
17年11月７
日)以降権利
確定日(平成
19年６月30
日)まで継続
して勤務し
ていること。
なお、新株予
約権の割当
てを受けた
者は、権利行
使時におい
ても当社ま
たは関連グ
ループ会社
の取締役、執
行役員、従業
員の地位に
あることを
要す 。 た だ
し、任期満了
による退任、
定年退職そ
の他正当な
理由のある
場合にはこ
の限りでな
い。

権利確定条
件は付され
ておりませ
ん。

付与日(平
成17年７月
28日)以降
権利確定日
(平成19年
６月30日)
まで継続し
て勤務して
いること。
なお、新株
予約権の割
当てを受け
た者は、権
利行使時に
おいても当
社の取締役
または執行
役員の地位
にあること
を要す。た
だし、任期
満了による
退任、定年
退職その他
正当な理由
のある場合
にはこの限
りでない。

付与日(平
成17年７月
28日)以降
権利確定日
(平成20年
６月30日)
まで継続し
て勤務して
いること。
なお、新株
予約権の割
当てを受け
た者は、権
利行使時に
おいても当
社の取締役
または執行
役員の地位
にあること
を要す。た
だし、任期
満了による
退任、定年
退職その他
正当な理由
のある場合
にはこの限
りでない。

付与日(平
成17年７月
28日)以降
権利確定日
(平成21年
６月30日)
まで継続し
て勤務して
いること。
なお、新株
予約権の割
当てを受け
た者は、権
利行使時に
おいても当
社の取締役
または執行
役員の地位
にあること
を要す。た
だし、任期
満了による
退任、定年
退職その他
正当な理由
のある場合
にはこの限
りでない。

対象勤務期間 平成17年７月28日～
平成20年３月31日

平成17年７
月28日～平
成19年６月
30日

平成17年７
月28日～平
成20年６月
30日

平成17年７
月28日～平
成21年６月
30日

対象勤務期
間の定めは
ありません。

平成17年11
月７日～平
成19年６月
30日

対象勤務期
間の定めは
ありません。
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権利行使期間 平成20年７月１日～
平成23年６月30日

平成19年７月１日～平成27年６月28日。
ただし、平成19年７月１日から平成20年
６月30日においては割り当てられた新
株予約権の数の３分の１を超えない範
囲で１個の整数倍につき、平成20年７月
１日から平成21年６月30日においては、
１年目に行使した数とあわせて３分の
２を超えない範囲で１個の整数倍につ
き、平成21年７月１日から平成27年６月
28日においては割り当てられた新株予
約権の全数につき行使することができ
る。

平成17年11
月１日～平
成20年10月
31日

平成19年７
月１日～平
成22年６月
30日

平成18年４
月１日～平
成21年３月
31日

 
(注)　株式数に換算して記載しております。
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 平成18年度ストックオプション

第14回・第15回新株予約権 第16回・第17回新株予約権

付与対象者の区分

及び人数

当社取締役　　３名

当社執行役員　３名

当社取締役　　７名

当社執行役員　16名

株式の種類別のス

トックオプション

の数(注)

普通株式　21,000株

 

普通株式　141,000株

付与日 平成18年８月23日 平成18年８月23日

権利確定条件 ①付与日(平成18年８月23日)以降、権

利確定日(平成20年３月31日)まで継

続して勤務していること。なお、新株

予約権の割当てを受けた者は、権利行

使時においても当社の取締役または

執行役員の地位にあることを要す。た

だし、任期満了による退任、定年退職

その他正当な理由のある場合にはこ

の限りでない。

②平成18年８月23日から平成20年３

月31日までの間に任期満了による退

任、死亡等により当社の取締役・執行

役員のいずれの地位も失った場合に

は、割り当てられた新株予約権の数を

20で除し、当社の取締役及び執行役員

のいずれの地位も失った日から平成

20年３月31日までの残存月数(一月に

満たない場合は切り捨て)を乗じた数

(小数第１位以下は切り捨て)の新株

予約権の権利行使はできないものと

する。

③平成20年３月期決算における当社

の連結売上高営業利益率の目標８％

を基準とし、新株予約権の割当てを受

けた者は、この目標値に対する実績値

の達成率が90％以上であった場合に

限り、その連結売上高営業利益率を

8.8で除し、割り当てられた新株予約

権の数に乗じた数(小数第１位以下は

切り捨て)につき権利行使することが

できる。ただし、本計算式に用いる達

成率は110％を上限とする。

平成20年８月１日か

ら平成28年７月30日

に権利行使可能なス

トックオプション

平成21年８月１日か

ら平成28年７月30日

に権利行使可能なス

トックオプション

平成22年８月１日か

ら平成28年７月30日

に権利行使可能なス

トックオプション

付与日(平成18年８

月23日)以降権利確

定日(平成20年７月

31日)まで継続して

勤務していること。

なお、新株予約権の

割当てを受けた者

は、権利行使時にお

いても当社の取締役

または執行役員の地

位にあることを要

す。ただし、任期満了

による退任、定年退

職その他正当な理由

のある場合にはこの

限りでない。

付与日(平成18年８

月23日)以降権利確

定日(平成21年７月

31日)まで継続して

勤務していること。

なお、新株予約権の

割当てを受けた者

は、権利行使時にお

いても当社の取締役

または執行役員の地

位にあることを要

す。ただし、任期満了

による退任、定年退

職その他正当な理由

のある場合にはこの

限りでない。

付与日(平成18年８

月23日)以降権利確

定日(平成22年７月

31日)まで継続して

勤務していること。

なお、新株予約権の

割当てを受けた者

は、権利行使時にお

いても当社の取締役

または執行役員の地

位にあることを要

す。ただし、任期満了

による退任、定年退

職その他正当な理由

のある場合にはこの

限りでない。

対象勤務期間

 

平成18年８月23日～平成20年３月31

日

 

平成18年８月23日～

平成20年７月31日

平成18年８月23日～

平成21年７月31日

平成18年８月23日～

平成22年７月31日

権利行使期間 平成20年７月１日～平成23年６月30

日

平成20年８月１日～平成28年７月30日。ただし、平成20年８月１日から

平成21年７月31日においては割り当てられた新株予約権の数の３分の

１を超えない範囲で１個の整数倍につき、平成21年８月１日から平成

22年７月31日においては、１年目に行使した数とあわせて３分の２を

超えない範囲で１個の整数倍につき、平成22年８月１日から平成28年

７月30日においては割り当てられた新株予約権の数の全数につき権利

行使することができる。

 
(注)　株式数に換算して記載しております。
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 平成19年度ストックオプション

第18回・第19回新株予約権 第20回・第21回新株予約権

付与対象者の区分

及び人数

当社取締役　　１名
当社執行役員　５名

当社取締役　　７名
当社執行役員　14名

株式の種類別のス

トックオプション

の数(注)

普通株式　17,000株 普通株式　159,000株

付与日 平成19年８月23日 平成19年８月23日

権利確定条件 ①付与日(平成19年８月23日)以降、権

利確定日(平成20年３月31日)まで継

続して勤務していること。なお、新株

予約権の割当てを受けた者は、権利行

使時においても当社の取締役または

執行役員の地位にあることを要す。た

だし、任期満了による退任、定年退職

その他正当な理由のある場合にはこ

の限りでない。

②平成19年８月23日から平成20年３

月31日までの間に任期満了による退

任、死亡等により当社の取締役・執行

役員のいずれの地位も失った場合に

は、割り当てられた新株予約権の数を

８で除し、当社の取締役及び執行役員

のいずれの地位も失った日から平成

20年３月31日までの残存月数(一月に

満たない場合は切り捨て)を乗じた数

(小数第１位以下は切り捨て)の新株

予約権の権利行使はできないものと

する。

③平成20年３月期決算における当社

の連結売上高営業利益率の目標８％

を基準とし、新株予約権の割当てを受

けた者は、この目標値に対する実績値

の達成率が90％以上であった場合に

限り、その連結売上高営業利益率を

8.8で除し、割り当てられた新株予約

権の数に乗じた数(小数第１位以下は

切り捨て)につき権利行使することが

できる。ただし、本計算式に用いる達

成率は110％を上限とする。

平成21年８月１日か

ら平成29年７月30日

に権利行使可能なス

トックオプション

平成22年８月１日か

ら平成29年７月30日

に権利行使可能なス

トックオプション

平成23年８月１日か

ら平成29年７月30日

に権利行使可能なス

トックオプション

付与日(平成19年８

月23日)以降権利確

定日(平成21年７月

31日)まで継続して

勤務していること。

なお、新株予約権の

割当てを受けた者

は、権利行使時にお

いても当社の取締役

または執行役員の地

位にあることを要

す。ただし、任期満了

による退任、定年退

職その他正当な理由

のある場合にはこの

限りでない。

付与日(平成19年８

月23日)以降権利確

定日(平成22年７月

31日)まで継続して

勤務していること。

なお、新株予約権の

割当てを受けた者

は、権利行使時にお

いても当社の取締役

または執行役員の地

位にあることを要

す。ただし、任期満了

による退任、定年退

職その他正当な理由

のある場合にはこの

限りでない。

付与日(平成19年８

月23日)以降権利確

定日(平成23年７月

31日)まで継続して

勤務していること。

なお、新株予約権の

割当てを受けた者

は、権利行使時にお

いても当社の取締役

または執行役員の地

位にあることを要

す。ただし、任期満了

による退任、定年退

職その他正当な理由

のある場合にはこの

限りでない。

対象勤務期間 平成19年８月23日～平成20年３月31

日
平成19年８月23日～

平成21年７月31日

平成19年８月23日～

平成22年７月31日

平成19年８月23日～

平成23年７月31日

権利行使期間 平成20年７月１日～平成23年６月30

日

平成21年８月１日～平成29年７月30日。ただし、平成21年８月１日から

平成22年７月31日においては割り当てられた新株予約権の数の３分の

１を超えない範囲で１個の整数倍につき、平成22年８月１日から平成

23年７月31日においては、１年目に行使した数とあわせて３分の２を

超えない範囲で１個の整数倍につき、平成23年８月１日から平成29年

７月30日においては割り当てられた新株予約権の数の全数につき権利

行使することができる。

 
(注)　株式数に換算して記載しております。
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(2) ストックオプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度(平成20年３月期)において存在したストックオプションを対象とし、ストッ

ク・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。
 

 

平成14年度
ストックオプ
ション

平成15年度
ストックオプ
ション

平成16年度ストックオプション

第１回
新株予約権

第３回
新株予約権

第６回
新株予約権

第７回
新株予約権

第８回
新株予約権

①　ストックオプション
の数

     

　　権利確定前(株)      

　　　前連結会計年度末 ― 296,000 686,000 ― ―

　　　付与 ― ― ― ― ―

　　　失効 ― ― ― ― ―

　　　権利確定 ― 296,000 340,000 ― ―

　　　未確定残 ― ― 346,000 ― ―

　　権利確定後(株)      

　　　前連結会計年度末 306,000 88,000 206,000 1,000 34,000

　　　権利確定 ― 296,000 340,000 ― ―

　　　権利行使 53,000 203,000 143,000 1,000 28,000

　　　失効 ― ― ― ― 6,000

　　　未行使残 253,000 181,000 403,000 ― ―

②　単価情報      

　　権利行使価格(円) 1,669 1,287 1,427 1,419 1,445

　　行使時平均株価(円) 2,590 2,514 2,514 2,686 2,548

付与日における公正
な評価単価(円)

― ― ― ― ―

 

 
平成17年度ストックオプション

第９回
新株予約権

第10回
新株予約権

第11回
新株予約権

第12回
新株予約権

第13回
新株予約権

①　ストックオプション
の数

     

　　権利確定前(株)      

　　　前連結会計年度末 408,000 261,000 ― 1,851,000 ―

　　　付与 ― ― ― ― ―

　　　失効 92,000 ― ― ― ―

　　　権利確定 ― 81,000 ― 1,851,000 ―

　　　未確定残 316,000 180,000 ― ― ―

　　権利確定後(株)      

　　　前連結会計年度末 ― ― 6,000 ― 41,000

　　　権利確定 ― 81,000 ― 1,851,000 ―

　　　権利行使 ― 3,000 3,000 1,141,00020,000

　　　失効 ― ― ― 5,000 ―

　　　未行使残 ― 78,000 3,000 705,000 21,000

②　単価情報      

　　権利行使価格(円) 1 1,481 1,865 1,896 2,012

　　行使時平均株価(円) ― 2,610 2,679 2,586 2,646
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付与日における公正
な評価単価(円)

― ― ― ― ―
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平成18年度ストックオプション

第14回新株予約権 第15回新株予約権 第16回新株予約権 第17回新株予約権

①　ストックオプションの
数

    

　　権利確定前(株)     

　　　前連結会計年度末 9,000 12,000 67,000 74,000

　　　付与 ― ― ― ―

　　　失効 ― ― ― ―

　　　権利確定 9,000 12,000 ― ―

　　　未確定残 ― ― 67,000 74,000

　　権利確定後(株)     

　　　前連結会計年度末 ― ― ― ―

　　　権利確定 9,000 12,000 ― ―

　　　権利行使 ― ― ― ―

　　　失効 ― ― ― ―

　　　未行使残 9,000 12,000 ― ―

②　単価情報     

　　権利行使価格(円) 1 1 2,300 2,300

　　行使時平均株価(円) ― ― ― ―

付与日における公正
な評価単価(円)

2,204 2,204
504、533、555

(注)
504、533、555

(注)

 

 
平成19年度ストックオプション

第18回新株予約権 第19回新株予約権 第20回新株予約権 第21回新株予約権

①　ストックオプションの
数

    

　　権利確定前(株)     

　　　前連結会計年度末 ― ― ― ―

　　　付与 2,000 15,000 81,000 78,000

　　　失効 ― ― ― ―

　　　権利確定 2,000 15,000 ― ―

　　　未確定残 ― ― 81,000 78,000

　　権利確定後(株)     

　　　前連結会計年度末 ― ― ― ―

　　　権利確定 2,000 15,000 ― ―

　　　権利行使 ― ― ― ―

　　　失効 ― ― ― ―

　　　未行使残 2,000 15,000 ― ―

②　単価情報     

　　権利行使価格(円) 1 1 2,615 2,615

　　行使時平均株価(円) ― ― ― ―
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付与日における公正
な評価単価(円)

2,372 2,372
418、441、494

(注)
418、441、494

(注)
 
(注)　権利行使期間開始日ごとに個別のストックオプションとして公正な評価単価を算定しております。
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３　ストックオプションの公正な評価単価の見積方法
 

 
平成19年度ストックオプション

第18回・第19回新株予約権

①　使用した評価技法 Hull-White型の修正二項モデル

 
②　主な基礎数値及び

　　見積方法

　

株価変動性(注)１ 21.4％

満期までの期間(注)２ ３年11ヵ月

予想配当(注)３ 32円／株

無リスク利子率(注)４ 1.09％

 
(注) １　平成15年10月から平成19年８月までの３年11ヵ月の株価実績に基づき算定しております。

２　平成19年８月から平成23年６月までの期間であります。

３　平成19年３月期の配当実績によっております。

４　「満期までの期間」に対応する国債利回りであります。

 

 

 
平成19年度ストックオプション

第20回・第21回新株予約権

①　使用した評価技法 配当修正額型ブラック・ショールズ式

 
②　主な基礎数値及び

　　見積方法

　

 

(a) 平成21年８月１日

から平成29年７月30日

に権利行使可能なス

トックオプション

(b) 平成22年８月１日

から平成29年７月30日

に権利行使可能なス

トックオプション

(c) 平成23年８月１日

から平成29年７月30日

に権利行使可能なス

トックオプション

株価変動性(注)１ 23.1％ 23.3％ 24.8％

予想残存期間(注)２ ６年 ６年６ヵ月 ７年

予想配当(注)３ 32円／株 32円／株 32円／株

無リスク利子率(注)

４
1.27％ 1.31％ 1.35％

 
(注) １　下記の期間の株価実績に基づき算定しております。

　　(a) ６年(平成13年９月から平成19年８月まで)

　　(b) ６年６ヵ月(平成13年３月から平成19年８月まで)

　　(c) ７年(平成12年９月から平成19年８月まで)

２　過去に権利行使実績が無く、合理的な見積もりが困難であるため、権利行使期間の中間点にお

いて権利行使されるものと推定して見積もっております。

３　平成19年３月期の配当実績によっております。

４　予想残存期間に対応する国債利回りであります。

 

 

４　ストックオプションの権利確定数の見積方法

 

平成19年度ストックオプション

第18回新株予約権 第19回新株予約権 第20回新株予約権 第21回新株予約権
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任期満了による退任や定年退職

の場合は権利行使が可能である

こと、自己都合により退任・退

職した場合でも、当社の取締役

会が新株予約権を喪失させるこ

とが相当と判断した場合に限り

権利を喪失することから、退職

・退任による失効は合理的に見

積もれないものと判断しており

ます。業績条件については、平成

20年３月期における連結売上高

営業利益率は、権利確定のため

最低限必要な7.2％は達成する

ことを前提としております。た

だし、当該営業利益率がどの程

度の水準になるかは合理的に予

測出来ないため、当初付与数２

個を権利確定数とみなしており

ます。

任期満了による退任や定年退職

の場合は権利行使が可能である

こと、自己都合により退任・退

職した場合でも、当社の取締役

会が新株予約権を喪失させるこ

とが相当と判断した場合に限り

権利を喪失することから、退職

・退任による失効は合理的に見

積もれないものと判断しており

ます。業績条件については、平成

20年３月期における連結売上高

営業利益率は、権利確定のため

最低限必要な7.2％は達成する

ことを前提としております。た

だし、当該営業利益率がどの程

度の水準になるかは合理的に予

測出来ないため、当初付与数15

個を権利確定数とみなしており

ます。

任期満了による退任や定年退

職の場合は権利行使が可能で

あること、自己都合により退任

・退職した場合でも、当社の取

締役会が新株予約権を喪失さ

せることが相当と判断した場

合に限り権利を喪失すること

から、退職・退任による失効は

合理的に見積もれないものと

判断しております。その結果、

当初付与数81個を権利確定数

とみなしております。

任期満了による退任や定年退

職の場合は権利行使が可能で

あること、自己都合により退任

・退職した場合でも、当社の取

締役会が新株予約権を喪失さ

せることが相当と判断した場

合に限り権利を喪失すること

から、退職・退任による失効は

合理的に見積もれないものと

判断しております。その結果、

当初付与数78個を権利確定数

とみなしております。
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(税効果会計関係)

 

前連結会計年度(平成19年３月31日) 当連結会計年度(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産  

　減価償却費 10,730百万円

　税務上の繰越欠損金 9,844　〃

　金融資産評価損 8,980　〃

　たな卸資産、固定資産等の
　未実現利益

8,943　〃

　たな卸資産評価減・償却費 6,465　〃

　未払費用 4,980　〃

　賞与引当金 4,613　〃

　退職給付引当金 1,129　〃

　未払事業税等 811　〃

　役員退職慰労引当金 32　〃

　その他 7,713　〃

繰延税金資産小計 64,245　〃

評価性引当額 △10,931　〃

繰延税金資産合計 53,314　〃

  

繰延税金負債  

　その他有価証券評価差額金 △9,525　〃

　のれん及びその他の
　無形固定資産

△1,636　〃

　買換資産圧縮積立金 △1,101　〃

　減価償却費 △518　〃

　その他 △496　〃

繰延税金負債合計 △13,278　〃

繰延税金資産の純額 40,035　〃

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  

　減価償却費 8,243百万円

　税務上の繰越欠損金 5,651　〃

　金融資産評価損 7,909　〃

　たな卸資産、固定資産等の
　未実現利益

9,019　〃

　たな卸資産評価減・償却費 6,572　〃

　未払費用 5,400　〃

　賞与引当金 4,867　〃

　退職給付引当金 409　〃

　未払事業税等 776　〃

　その他 4,947　〃

繰延税金資産小計 53,798　〃

評価性引当額 △8,839　〃

繰延税金資産合計 44,958　〃

  

  

繰延税金負債  

　その他有価証券評価差額金 △3,674　〃

　のれん及びその他の
　無形固定資産

△1,868　〃

　買換資産圧縮積立金 △1,062　〃

　子会社の留保利益金 △1,256　〃

　その他 △498　〃

繰延税金負債合計 △8,360　〃

繰延税金資産の純額 36,598　〃

 

(注)　当連結会計年度における繰延税金資産の純額

は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれてお

ります。

流動資産－繰延税金資産 29,454百万円

固定資産－繰延税金資産 10,944　〃

流動負債－繰延税金負債 △3　〃

固定負債－繰延税金負債 △3,796　〃

繰延税金資産の純額 36,598　〃

　　　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別の内訳

　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下

であるため注記を省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

同左
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)
 

 
国内化粧品
事業(百万円)

海外化粧品
事業(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益       

　　売上高       

　　(1) 外部顧客に
　　　　対する売上高

447,557224,31922,717694,594 ― 694,594

　　(2) セグメント間の
内部
　　　　売上高又は振替高

6,231 1,347 23,112 30,691(30,691) ―

計 453,788225,66745,829725,285(30,691)694,594

　　営業費用 416,918215,22243,584675,725(31,136)644,589

　　営業利益 36,870 10,444 2,245 49,559 445 50,005

Ⅱ　資産、減価償却費、
　　減損損失及び資本的
支出

      

　　資産 243,310229,56877,965550,844188,988739,832

　　減価償却費 14,361 7,617 6,518 28,497 (23) 28,474

　　減損損失 2,114 1,255 1,228 4,597 ― 4,597

　　資本的支出 12,149 8,739 5,462 26,352 14 26,366

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

事業区分は、内部組織管理上採用している区分によっております。

(国内化粧品事業)　主要な事業の内容：　 化粧品事業(化粧品、化粧用具、トイレタリー製品の製造・
販売)

プロフェッショナル事業(理・美容製品の製造・販売)

ヘルスケア事業(食品、一般用医薬品の製造・販売)

(海外化粧品事業)主要な事業の内容： 化粧品事業(化粧品、化粧用具、トイレタリー製品の製造・
販売)

プロフェッショナル事業(理・美容製品の製造・販売)

(その他の事業) 主要な事業の内容： フロンティアサイエンス事業(医療用医薬品等の製造・販
売)

その他(衣料品、服飾雑貨等の販売、飲食業、不動産の管理・

販売等)
２　従来、事業区分は「化粧品事業」、「トイレタリー事業」、「その他の事業」の３事業区分に分類してお
りましたが、当連結会計年度より、「国内化粧品事業」、「海外化粧品事業」、「その他の事業」の３事
業区分に変更しております。

　　・従来の「トイレタリー事業」及び「その他の事業」に含めていたトイレタリー製品、理・美容製品、美
容食品、一般用医薬品を新たに「化粧品事業」に含めております。

　　・前述のとおり、「化粧品事業」に含める製品を拡大したうえで、国内主体の「国内化粧品事業」と海外
主体の「海外化粧品事業」の二つに区分しております。

　　・「その他の事業」には、「国内化粧品事業」、「海外化粧品事業」に含まない医療用医薬品、衣料品、服
飾雑貨等を含めております。

　　この変更は、化粧品事業と周辺事業の融合、海外化粧品事業の業績明確化、内部組織体制の変更に対応し、
事業区分の方法を見直したものであります。

３　従来、管理部門に係る一部の費用及び長期的な基礎研究費用等を、配賦不能営業費用として営業費用の
うち消去又は全社の項目に含めておりましたが、当連結会計年度より営業費用の配賦方法を見直し、各
セグメントへ配賦しております。また、セグメント間取引の識別方法を一部見直しております。この変
更は、事業区分の方法の変更にあわせ、管理部門費を全額事業に配賦すること等により、各事業別の業
績実態をより的確に把握し、情報開示を行うことを目的としたものであります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は193,040百万円であり、その主なものは、繰
延税金資産、当社の金融資産(現金及び預金、有価証券、投資有価証券)、管理部門に係る資産と建設仮勘
定であります。

５　減価償却費、減損損失及び資本的支出には、長期前払費用が含まれております。
６　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞
与に関する会計基準」を適用しております。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当連結会計年度
の営業費用は、国内化粧品事業において87百万円増加、海外化粧品事業において31百万円増加、その他
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の事業において３百万円増加、営業利益がそれぞれ同額減少しております。
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７　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当連結会計年度から「ストッ
ク・オプション等に関する会計基準」等を適用しております。この変更に伴い、従来の方法に比較し
て、当連結会計年度の営業費用は、国内化粧品事業において36百万円増加、海外化粧品事業において14
百万円増加、その他の事業において２百万円増加、営業利益がそれぞれ同額減少しております。

８　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当連結会計年度から「投資事
業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」を適用しております。こ
の変更に伴い、従来の方法に比較して、当連結会計年度の営業費用は、その他の事業において1,375百万
円減少、営業利益が同額増加しております。

９　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当連結会計年度から「投資事
業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」を適用しております。こ
の変更に伴い、従来の方法に比較して、当連結会計年度の資産は、その他の事業において36,797百万円
増加、全社において10,363百万円減少しております。

10　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当連結会計年度から「投資事
業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」を適用しております。こ
の変更に伴い、従来の方法に比較して、当連結会計年度の減価償却費は、その他の事業において1,233百
万円増加しております。

11　変更後の事業区分の方法及び営業費用の配賦方法等による前連結会計年度の事業の種類別セグメント
情報は、次のとおりであります。

 

　　前連結会計年度(自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日)
 

 
国内

化粧品事業
(百万円)

海外
化粧品事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損
益

      

　　売上高       

　　(1) 外部顧客に
　　　　対する売上高

453,360196,33121,265670,957 ― 670,957

　　(2) セグメント間の
内部
　　　　売上高又は振替高

5,131 378 19,29224,802(24,802)―

計 458,491196,71040,558695,760(24,802)670,957

　　営業費用 424,231193,87439,576657,683(25,605)632,078

　　営業利益 34,260 2,835 981 38,076 802 38,879

Ⅱ　資産、減価償却費、
　　減損損失及び資本的
支出

      

　　資産 237,935211,15653,311502,403169,438671,841

　　減価償却費 15,039 6,595 5,35926,995 (22)26,972

　　減損損失 4,840 6,359 1,25612,456 (52)12,403

　　資本的支出 14,991 8,577 5,02828,597 29 28,626
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)
 

 
国内化粧品
事業(百万円)

海外化粧品
事業(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益       

　　売上高       

　　(1) 外部顧客に
　　　　対する売上高

 439,020 263,703 20,760 723,484  ―  723,484

　　(2) セグメント間の
内部
　　　　売上高又は振替高

 6,470  1,770  19,487 27,729(27,729)  ―

計  445,491 265,473 40,248 751,213(27,729) 723,484

　　営業費用  402,361 247,600 38,253 688,214(28,195) 660,019

　　営業利益  43,130 17,873  1,995  62,999  466  63,465

Ⅱ　資産、減価償却費、
　　減損損失及び資本的
支出

      

　　資産  229,201 248,44358,821 536,466 139,397 675,864

　　減価償却費  14,133  8,944  4,629  27,706 3  27,710

　　減損損失  1,080 50  20 1,151  ―  1,151

　　資本的支出  14,755 12,261  2,649  29,665  72  29,738

(注) １　事業区分は、内部組織管理上採用している区分によっております。
２　各事業区分に属する主な事業の内容
(国内化粧品事業)：化粧品事業(化粧品、化粧用具、トイレタリー製品の製造・販売)

プロフェッショナル事業(理・美容製品の製造・販売等)

ヘルスケア事業(美容食品、一般用医薬品の製造・販売)

その他(国内アウトオブ資生堂、通販化粧品の製造・販売等)

(海外化粧品事業)：化粧品事業(化粧品、化粧用具、トイレタリー製品の製造・販売)

プロフェッショナル事業(理・美容製品の製造・販売等)

(その他の事業)　： フロンティアサイエンス事業(化粧品原料、医療用医薬品、美容医療用化粧品等
の製造・販売)

その他(衣料品、服飾雑貨等の販売、飲食業、不動産の賃貸等)
３　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４　会計処理基準に関する事項　(2) 重要な減価
償却資産の減価償却の方法　(追加情報)」に記載のとおり、当連結会計年度より、当社及び国内連結子
会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法
に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度よ
り、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上
しております。これにより、当連結会計年度の営業費用は、国内化粧品事業が622百万円、海外化粧品事
業が55百万円及びその他の事業が９百万円増加し、営業利益が同額減少しております。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は142,340百万円であり、その主なものは、繰
延税金資産、当社の金融資産(現金及び預金、有価証券、投資有価証券)及び管理部門に係る資産であり
ます。

５　減価償却費、減損損失及び資本的支出には、長期前払費用が含まれております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)
 

 
日本
(百万円)

アメリカ
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア・
オセアニア
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損
益

       

　　売上高        

　　(1) 外部顧客に
　　　　対する売上高

471,20451,73088,36483,295694,594 ― 694,594

　　(2) セグメント間の
内部
　　　　売上高又は振替高

22,1158,138 4,335 111 34,701(34,701)―

計 493,32059,86992,69983,406729,296(34,701)694,594

　　営業費用 465,98557,06086,38872,194681,628(37,039)644,589

　　営業利益 27,3352,808 6,31011,21247,6672,33750,005

Ⅱ　資産 337,14459,42795,80174,131566,505173,327739,832

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　日本以外の区分に属する主な国又は地域

　(1) アメリカ　　　　　：米国、カナダ、ブラジル

　(2) 欧州　　　　　　　：フランス、イタリア、ドイツ等

　(3) アジア・オセアニア：中国、台湾、オーストラリア等

３　従来、管理部門に係る一部の費用及び長期的な基礎研究費用等を、配賦不能営業費用として営業費用の

うち消去又は全社の項目に含めておりましたが、当連結会計年度より営業費用の配賦方法を見直し、各

セグメントへ配賦しております。また、セグメント間取引の識別方法を一部見直しております。この変

更は、管理部門費を全額所在地に配賦すること等により、各所在地別の業績実態をより的確に把握し、

情報開示を行うことを目的としたものであります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は193,040百万円であり、その主なものは、繰

延税金資産、当社の金融資産(現金及び預金、有価証券、投資有価証券)、管理部門に係る資産と建設仮勘

定であります。

５　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞

与に関する会計基準」を適用しております。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当連結会計年度

の営業費用は、日本において122百万円増加、営業利益が同額減少しております。

６　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当連結会計年度から「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準」等を適用しております。この変更に伴い、従来の方法に比較し

て、当連結会計年度の営業費用は、日本において52百万円増加、営業利益が同額減少しております。

７　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当連結会計年度から「投資事

業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」を適用しております。こ

の変更に伴い、従来の方法に比較して、当連結会計年度の営業費用は、日本において1,375百万円減少、

営業利益が同額増加しております。

８　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当連結会計年度から「投資事

業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」を適用しております。こ

の変更に伴い、従来の方法に比較して、当連結会計年度の資産は、日本において36,797百万円増加、全社

において10,363百万円減少しております。
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９　変更後の営業費用の配賦方法等による前連結会計年度の所在地別セグメント情報は、次のとおりであり

ます。

 

　　前連結会計年度(自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日)
 

 
日本
(百万円)

アメリカ
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア・
オセアニア
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業
損益

       

　　売上高        

　　(1) 外部顧客に
　　　　対する売上高

475,65346,01685,57263,714670,957 ― 670,957

　　(2) セグメント間
の内部
　　　　売上高又は振替
高

21,0728,4753,870 83 33,501(33,501)―

計 496,72654,49189,44363,798704,458(33,501)670,957

　　営業費用 472,69853,56184,06556,131666,456(34,378)632,078

　　営業利益 24,027 930 5,377 7,66738,001 877 38,879

Ⅱ　資産 309,24559,54784,69665,382518,871152,969671,841

 

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)
 

 
日本
(百万円)

アメリカ
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア・
オセアニア
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損
益

       

　　売上高        

　　(1) 外部顧客に
　　　　対する売上高

 460,714 56,558 103,774 102,437 723,484  ―  723,484

　　(2) セグメント間
の内部
　　　　売上高又は振替
高

 25,897 9,007 5,091  153  40,150(40,150) ―

計  486,612 65,565 108,866 102,590 763,635(40,150) 723,484

　　営業費用  454,827 61,571 99,880 86,710 702,990(42,970) 660,019

　　営業利益  31,785 3,993 8,985 15,879 60,644 2,820 63,465

Ⅱ　資産  306,575 56,764 105,719 86,557 555,617 120,246 675,864

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　日本以外の区分に属する主な国又は地域

　(1) アメリカ　　　　　：米国、カナダ、ブラジル　

　(2) 欧州　　　　　　　：フランス、イタリア、ドイツ、スペイン

　(3) アジア・オセアニア：中国(香港含む)、台湾、韓国、東南アジア、オーストラリア

３　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４　会計処理基準に関する事項　(2) 重要な減価

償却資産の減価償却の方法　(追加情報)」に記載のとおり、当連結会計年度より、当社及び国内連結子

会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。これにより、当連結会計年度の営業費用は、日本において687百万円増加し、営業利益が

同額減少しております。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は142,340百万円であり、その主なものは、繰

延税金資産、当社の金融資産(現金及び預金、有価証券、投資有価証券)及び管理部門に係る資産であり

ます。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)
 

 アメリカ 欧州
アジア・
オセアニア

計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 53,969 79,325 91,503 224,798

Ⅱ　連結売上高(百万円)    694,594

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

7.8 11.4 13.2 32.4

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(1) アメリカ　　　　　：米国、カナダ、ブラジル等

　(2) 欧州　　　　　　　：フランス、イタリア、ドイツ等

　(3) アジア・オセアニア：中国、台湾、オーストラリア等

３　海外売上高は、当社及び日本に所在する連結子会社の輸出高並びに日本以外の国に所在する連結子会社

の日本以外に対する売上高の合計額であります。ただし、連結会社間の内部売上高は除いております。

 

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)
 

 アメリカ 欧州
アジア・
オセアニア

計

Ⅰ　海外売上高(百万円)  59,332  92,785  112,145  264,263

Ⅱ　連結売上高(百万円)     723,484

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

 8.2  12.8  15.5  36.5

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(1) アメリカ　　　　　：米国、カナダ、ブラジル

　(2) 欧州　　　　　　　：フランス、イタリア、ドイツ、スペイン

　(3) アジア・オセアニア：中国(香港含む)、台湾、韓国、東南アジア、オーストラリア

３　海外売上高は、当社及び日本に所在する連結子会社の輸出高並びに日本以外の国に所在する連結子会社

の日本以外に対する売上高の合計額であります。ただし、連結会社間の内部売上高は除いております。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

役員及び個人主要株主等
 

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の
関係

役員 前田新造 ― ―

当社代表
取締役執
行役員社
長
(財)資生
堂社会福
祉事業財
団理事長

 被所有
 間接
 0.23

― ―
 寄付
 (注)
 1、2、3

1 ― ―

(注) １　(財)資生堂社会福祉事業財団は、児童福祉に特化した社会支援を行っている財団であり、当社普通株式

1,000千株(0.23％)を保有しております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　(財)資生堂社会福祉事業財団への寄付金拠出額は、取締役会の決定に基づき決定しております。

３　当社従業員を会員とする社会貢献組織「SHISEIDO 社会貢献クラブ－花椿基金－」も、(財)資生堂社会

福祉事業財団へ同額の寄付を行っております。

 

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

(1) 親会社及び法人主要株主等

該当事項はありません。

 

(2) 役員及び個人主要株主等
 

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の
関係

役員 前田新造 ― ―

当社代表
取締役執
行役員社
長
(財)資生
堂社会福
祉事業財
団理事長

 被所有
 直接
 0.00

― ―
 寄付
 (注)1

1 ― ―

役員
岩田彰一
郎

― ―

当社社外
取締役
アスクル
㈱代表取
締役

― ― ―
 文具等
 の購入
 (注)2

93未払金 41

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

１　(財)資生堂社会福祉事業財団への寄付金拠出額は、取締役会の決定に基づき決定しております。

２　アスクル㈱との取引条件は、一般通例に従い、決定しております。

 

(3) 子会社等

該当事項はありません。

 

(4) 兄弟会社等

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)
 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 940.79円１株当たり純資産額 946.22円

１株当たり当期純利益 60.89円１株当たり当期純利益 86.05円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 60.71円潜在株式調整後１株当たり当期純利益 85.74円

(追加情報)
「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指
針」(企業会計基準適用指針第４号)が平成18年１月31
日付けで改正されたことに伴い、当連結会計年度から
繰延ヘッジ損益(税効果調整後)の金額を普通株式に係
る当連結会計年度末の純資産額に含めております。
なお、前連結会計年度末において採用していた方法に
より算定した当連結会計年度末の１株当たり純資産額
は941.35円であります。

 

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

当連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 403,796 399,738

純資産の部の合計額から控除する金額
(百万円)

15,410  17,269

(うち新株予約権(百万円)) (52) (153)

(うち少数株主持分(百万円)) (15,358) (17,115)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 388,386  382,469

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数(千株)

412,832  404,205

 
２　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。
 

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益   

当期純利益(百万円) 25,293  35,459

普通株主に帰属しない金額(百万円) 173  378

(うち中国子会社の利益処分による
積立金繰入額等(百万円))

(173) (378)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 25,120  35,081

普通株式の期中平均株式数(千株) 412,572 407,696

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) 1,223  1,478

(うち新株予約権方式による
ストックオプション(千株))

(1,223) (1,478)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めな
かった潜在株式の概要

新株予約権方式によるス
トックオプション
(新株予約権429個)
普通株式429千株
詳細は、「第４ 提出会社
の状況の１ 株式等の状況
(2)新株予約権等の状況」
に記載のとおりでありま
す。

新株予約権方式によるス
トックオプション
(新株予約権159個)
普通株式159千株
詳細は、「第４ 提出会社
の状況の１ 株式等の状況
(2)新株予約権等の状況」
に記載のとおりでありま
す。
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(重要な後発事象)

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(物流業務のアウトソーシングと物流子会社及び固定
資産の譲渡について)
１　その旨及び理由

当社グループは、2005年度より「成長性の拡大と
収益性の向上」を目指す３ヵ年計画を推進しており
ます。そのうち収益性の向上を図る「抜本的な構造
改革」の１つとして物流改革を検討する中、今後の
流通環境の変化に的確に対応するためには、物流専
門企業にアウトソーシングすることで、組織小売業
への対応など、物流業務の更なる品質・サービスの
向上と効率化を同時に推進することが急務であると
の意思決定に至りました。
当社は、平成18年12月14日開催の取締役会におい

て、当社の連結子会社である資生堂物流サービス㈱
が実施している国内物流業務を、㈱日立物流にアウ
トソーシングすることとし、同時に、㈱日立物流が提
案するスキームに基づき、資生堂物流サービス㈱の
発行済株式の90％を㈱日立物流に、物流施設をプロ
ロジス及び日立キャピタル㈱に譲渡することを決議
し、平成19年４月２日に譲渡いたしました。
なお、各契約の内容については、次のとおりであり

ます。
２　業務委託契約
　(1) 契約会社名
　　　㈱資生堂(当社)、連結子会社８社及び持分法適用関
連会社１社

　(2) 契約の相手会社の概要
商号 ㈱日立物流

代表者 鈴木　登夫

本店所在地 東京都江東区東陽７丁目２番18号

主な事業内容 システム物流(国内、国際)

当社との関係 トイレタリー製品の物流業務委託
　
商号 資生堂物流サービス㈱(注)

代表者 久保　茂樹

本店所在地
神奈川県川崎市川崎区東扇島23番
地９

主な事業内容
化粧品等の荷造・梱包及びその運
送・保管

当社との関係 同上
　(注)　資生堂物流サービス㈱は、平成19年４月２日付

で日立物流コラボネクスト㈱に社名変更して
おります。

　(3) 契約締結日
　　　平成19年３月22日
　(4) 契約内容
　　　国内物流業務
　(5) 契約の締結が営業活動等へ及ぼす重要な影響
　　　当該契約の締結が平成20年３月期の連結業績に与
える影響は軽微であります。

　(6) 契約期間
　　　平成19年４月から平成24年３月までの５年間
　

(子会社の設立について)
１　その旨及び目的

当社は、平成19年12月26日開催の取締役会におい
て、拡大するアジア市場に向けたマステージビジネ
スの主力工場の建設を目的として、ベトナムに当社
全額出資の「資生堂ベトナム」を設立することを決
議し、平成20年４月24日に設立いたしました。

２　当該子会社の概要
会社名 資生堂ベトナム

所在地 ベトナム　ドンナイ省ビエンホア市

事業内容 化粧品等の製造

資本金 約40億円(38,000千米ドル)(予定)

出資比率 当社100％
３　設備投資の概要(予定)
規模 敷地面積100,000㎡、

建築面積21,400㎡

投資額 約40億円(38,000千米ドル)

時期 2008年12月着工、2009年10月竣工、同
年12月稼動

 

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

186/241



 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

３　株式譲渡契約
　(1) 契約会社名
　　　㈱資生堂(当社)

 

　(2) 譲渡する相手会社の概要

商号 ㈱日立物流

代表者 鈴木　登夫

本店所在地 東京都江東区東陽７丁目２番18号

主な事業内容 システム物流(国内、国際)

当社との関係 トイレタリー製品の物流業務委託

 

　(3) 契約締結日
　　　平成18年12月14日
　(4) 譲渡日
　　　平成19年４月２日
　(5) 当該子会社の概要

商号 資生堂物流サービス㈱(注)

代表者 久保　茂樹

本店所在地
神奈川県川崎市川崎区東扇島23番地
９

主な事業内容
化粧品等の荷造・梱包及びその運送
・保管

当社との関係 同上

　(注)　資生堂物流サービス㈱は、平成19年４月２日付で
日立物流コラボネクスト㈱に社名変更しており
ます。

 

　(6) 譲渡する株式の数、譲渡価額、譲渡損益及び売却後
の持分比率

 

譲渡する株式の
数

1,260株(発行済株式数の90％)

譲渡価額 2,782百万円

譲渡損益
本件売却に伴い、平成20年３月期に
おいて2,309百万円の特別利益を計
上する見込みであります。

売却後の持分比
率

10％

 

　(7) その他
　　　日立物流コラボネクスト㈱へは非常勤取締役１名を
派遣しております。

 

４　固定資産の譲渡契約
　(1) 契約会社名
　　　㈱資生堂(当社)

 

　(2) 譲渡資産の概要

譲渡資産の名称
及び資産の種類

物流・商品センター９ヵ所、土地、建
物及び機械設備

帳簿価額 17,274百万円

譲渡前の使途 物流・商品センター

 

　(3) 譲渡する相手会社の概要
　　①　土地及び建物

商号 プロロジス・コスモス特定目的会社

代表者 堤　一浩 、 リー・コック・サン

本店所在地
東京都港区東新橋１丁目５番２号　
汐留シティセンター

主な事業内容 物流施設の開発、所有及び運営管理

当社との関係 なし
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　　②　機械設備

商号 日立キャピタル㈱

代表者 髙野　和夫

本店所在地 東京都港区西新橋２丁目15番12号

主な事業内容
ファイナンス事業、金融サービス附
帯事業

当社との関係 なし

 

　(4) 譲渡契約日
　　　平成19年２月28日
　(5) 譲渡日
　　　平成19年４月２日
　(6) 譲渡価額
　　　18,269百万円
　(7) 譲渡損益
　　　譲渡損益が平成20年３月期の連結業績に与える影響
は軽微であります。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

 

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

㈱資生堂
(当社)

第３回無担保普通社
債

平成16年
５月26日

50,000 ― 0.40なし
平成19年
５月25日

㈱資生堂
(当社)

第４回無担保普通社
債

平成19年
３月13日

20,000 20,0001.12なし
平成22年
３月12日

資生堂
インターナ
ショナルコー
ポレーション
(注)1、2

ミディアム・ターム
・
ノート

平成16年
～

平成17年

13,698
[115,000
千米ドル]

6,849
(6,849)
[60,000
千米ドル]

 

2.90～
4.05

なし
平成19年
～

平成20年

資生堂
インターナ
シ ョ ナ ル
ヨーロッパ
(注)2

ミディアム・ターム
・
ノート

平成14年
1,316
[8,410
千ユーロ]

― 0.70なし 平成19年

合計 ― ― 85,015
26,849
(6,849)

― ― ―

(注) １　「当期末残高」欄の(　　)内の金額は、１年以内の償還予定額で内数であります。

２　外国において発行したものであるため「前期末残高」及び「当期末残高」欄に外貨建の金額を[　　]内

に記載しております。

３　連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。

 

１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

6,849 20,000 ― ― ―

 

【借入金等明細表】

 

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 4,456 4,704 4.25 ―

１年以内に返済予定の長期借入
金

3,819 27,100 1.66 ―

１年以内に返済予定のリース債
務

― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予
定のものを除く。)

34,546 4,566 5.14
平成23年～平成24

年

リース債務(１年以内に返済予
定のものを除く。)

― ― ― ―

合計 42,823 36,370 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のと

おりであります。

 

 
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 ― ― 2,283 2,283
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
 

  
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

　１　現金及び預金   32,202   12,726  

　２　受取手形 ※３  219   144  

　３　売掛金 ※１  101,313  96,932  

　４　有価証券   54,217   48,736  

　５　商品   2,759   2,856  

　６　製品   1,568    2,032  

　７　原材料   4,768    4,706  

　８　仕掛品   2,216   2,588  

　９　貯蔵品   294   347  

　10　前渡金   3   3  

　11　前払費用   606   1,941  

　12　繰延税金資産   10,461   9,760  

　13　関係会社短期貸付金   6,754   3,916  

　14　未収入金 ※１  6,618   9,036  

　15　その他の流動資産   1,223   2,010  

　　　貸倒引当金   △36   ―  

　　　流動資産合計   225,19340.3  197,73940.3

Ⅱ　固定資産        

　１　有形固定資産        

　　(1) 建物  89,890   71,632   

　　　　減価償却累計額  59,612 30,278   47,240  24,391  

　　(2) 構築物  6,970   5,986   

　　　　減価償却累計額  5,711 1,259  4,931 1,055  

　　(3) 機械及び装置  62,387   50,648   

　　　　減価償却累計額  53,389 8,998  43,887 6,760  

　　(4) 車両運搬具  1,516   453   

　　　　減価償却累計額  1,330 185  420 33  

　　(5) 工具器具備品  24,630   21,853   

　　　　減価償却累計額  19,205 5,425  16,932 4,921  

　　(6) 土地   34,039   23,770  

　　(7) 建設仮勘定   825   678  

　　　有形固定資産合計   81,012　(14.5)  61,611(12.5)
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前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　２　無形固定資産        

　　(1) 借地権   90   90  

　　(2) 商標権   46   28  

　　(3) ソフトウェア   6,858   5,532  

　　(4) ソフトウェア仮勘定  ―   4,599  

　　(5) 電話加入権   133   124  

　　　無形固定資産合計   7,129　(1.2)  10,375(2.1)

　３　投資その他の資産        

　　(1) 投資有価証券   59,427   35,891  

　　(2) 関係会社株式   126,167   125,974  

　　(3) その他の関係会社
　　　　有価証券

  11,600   12,120  

　　(4) 出資金   924   890  

　　(5) 関係会社出資金   7,852   7,852  

　　(6) 長期貸付金   ―   726  

　　(7) 従業員長期貸付金   1   1  

　　(8) 関係会社長期貸付金  17,597   10,192  

　　(9) 破産更生債権等   ―   652  

　 (10) 長期前払費用   5   226  

　 (11) 前払年金費用   10,191   12,890  

　 (12) 繰延税金資産   8,103   9,602  

　 (13) その他の投資   7,353   6,902  

　　　　貸倒引当金   △3,153   △2,641  

　　　投資その他の資産合計   246,071(44.0)  221,282(45.1)

　　　固定資産合計   334,213　59.7  293,26959.7

　　　資産合計   559,407100.0  491,009100.0

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

　１　支払手形   1,736   1,308  

　２　買掛金 ※１  31,794   30,101  

　３　一年以内に償還予定の
　　　社債

  50,000   ―  

　４　未払金 ※１  26,416   29,660  

　５　未払法人税等   3,882    3,378  

　６　未払費用   432   667  

　７　預り金   290   285  

　８　関係会社預り金   22,184   23,980  

　９　返品調整引当金   7,430   6,360  

　10　賞与引当金   3,312   3,683  

　11　役員賞与引当金   113   99  
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　12　その他の流動負債 ※１  1,407   738  

　　　流動負債合計   149,00026.6  100,26420.4
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前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅱ　固定負債        

　１　社債   20,000   20,000  

　２　退職給付引当金   13,256   13,423  

　３　役員退職慰労引当金   64   ―  

　４　債務保証損失引当金   486   580  

　５　その他の固定負債   1,281   1,496  

　　　固定負債合計   35,0896.3  35,5007.3

　　　負債合計   184,08932.9  135,764 27.7

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   64,50611.5  64,50613.2

２　資本剰余金        

(1) 資本準備金  70,258   70,258   

(2) その他資本剰余金 35   ―   

資本剰余金合計   70,29312.6  70,25814.3

３　利益剰余金        

(1) 利益準備金  16,230   16,230   

(2) その他利益剰余金       

別途積立金  217,044   217,044   

繰越利益剰余金  10,592   △6,932   

利益剰余金合計   243,86643.6  226,34146.1

４　自己株式   △16,896△3.0  △11,196△2.3

株主資本合計   361,77164.7  349,91071.3

Ⅱ　評価・換算差額等        

　　その他有価証券評価
　　差額金

  13,494   5,180  

評価・換算差額等合

計
  13,4942.4  5,1801.0

Ⅲ　新株予約権   52 0.0  153 0.0

純資産合計   375,31767.1  355,24472.3

負債純資産合計   559,407100.0  491,009100.0
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② 【損益計算書】

 

  
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高        

　１　製品売上高 ※１ 250,795   240,182   

　２　商品売上高 ※１ 31,296282,091100.0 32,976273,158100.0

Ⅱ　売上原価        

　１　期首製品たな卸高  1,860   1,568   

　２　当期製品製造原価  105,873   104,400   

　３　製品振替高 ※２ 19,632   18,912   

　４　期末製品たな卸高  1,568   2,032   

　　　差引計  86,532   85,024   

　５　期首商品たな卸高  1,827   2,759   

　６　当期商品仕入高 ※１ 37,048    31,222   

　７　期末商品たな卸高  2,759    2,856   

　　　差引計  36,117   31,125   

　　　売上原価計   122,64943.5  116,14942.5

　　　売上総利益   159,44256.5  157,00857.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※３  143,80451.0  140,74551.5

　　　営業利益   15,6375.5  16,2636.0

Ⅳ　営業外収益        

　１　受取利息  559   687   

　２　有価証券利息  129   161   

　３　受取配当金 ※１ 6,786   10,416   

　４　有形固定資産賃貸料 ※１ 3,670   ―   

　５　投資事業組合等運用
益

 1,619   1,316   

　６　ロイヤリティー収入 ※１ 2,300   2,859   

　７　その他の営業外収益  1,391 16,4565.8 1,870 17,3116.3

Ⅴ　営業外費用        

　１　支払利息  309   460   

　２　有形固定資産賃貸費
用

 1,602   ―   

　３　固定資産処分損  664   ―   

　４　為替差損  ―   1,611   

　５　その他の営業外費用  625 3,2021.1 472 2,5440.9

　　　経常利益   28,89110.2  31,03111.4
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前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益        

　１　固定資産売却益  ―   6   

　２　投資有価証券売却益  ―   2,038   

　３　関係会社株式売却益  ―   4,126   

　４　貸倒引当金戻入益  ―   547   

　５　構造改革利益 ※４ 1,026 1,0260.4 ― 6,7182.4

Ⅶ　特別損失        

　１　減損損失 ※５ 2,547   ―   

　２　金融資産評価損 ※６ 2,143   ―   

　３　固定資産処分損  ―   464   

　４　投資有価証券売却損  ―   1,687   

　５　投資有価証券評価損  ―   75   

　６　関係会社株式売却損  ―   5   

　７　出資金評価損  ―   10   

　８　債務保証損失引当金
　　　繰入額

 ―   94   

　９　特別退職関連費用 ※７ ―   150   

　10　構造改革費用 ※８ ― 4,6901.7 22 2,5100.9

　　　税引前当期純利益   25,2288.9  35,23812.9

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

 5,660   6,440   

　　　法人税等調整額  2,819 8,4793.0 4,979 11,4194.2

　　　当期純利益   16,7495.9  23,8198.7
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〔製造原価明細書〕

 

  
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　原材料費 ※１  71,06867.5  68,54265.4

Ⅱ　労務費   12,57112.0  13,42912.8

Ⅲ　経費 ※２  21,60720.5  22,80121.8

　　当期総製造費用   105,247100.0  104,773100.0

　　期首仕掛品たな卸高   2,612   2,216  

合　計   107,860  106,989 

　　期末仕掛品たな卸高   1,987   2,588  

　　当期製品製造原価   105,873  104,400 

※１　原材料費に含まれる外注加工費は、前事業年度8,174百万円、当事業年度7,359百万円であります。

※２　主な内訳は、次のとおりであります。

 

項目 前事業年度 当事業年度

外注加工費 8,225百万円 7,814百万円

減価償却費 4,789　〃 4,903　〃

修繕費 ― 2,070　〃

賃借料 ― 1,726　〃

 
(注)　修繕費及び賃借料は経費の内容をより明瞭に表示するため、当事業年度より区分表示しておりま

す。

 

 

(原価計算の方法)

標準原価に基づく単純総合原価計算を採用し、原価差額は期末に売上原価、製品及び仕掛品に配

賦しております。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 64,506 70,258 ― 70,258

事業年度中の変動額     

　利益処分による剰余金の配当     

　利益処分による役員賞与     

　剰余金の配当     

　当期純利益     

　自己株式の取得     

　自己株式の処分   35 35

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

    

事業年度中の変動額合計(百万

円)
― ― 35 35

平成19年３月31日残高(百万円) 64,506 70,258 35 70,293

 

 

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万

円)
16,230 217,044 6,751 240,025　 △17,158 357,631

事業年度中の変動額       

　利益処分による剰余金の配

当
  △6,186 △6,186  △6,186

　利益処分による役員賞与   △121 △121  △121

　剰余金の配当   △6,600 △6,600  △6,600

　当期純利益   16,749 16,749  16,749

　自己株式の取得     △696 △696

　自己株式の処分     959 995

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

      

事業年度中の変動額合計(百

万円)
― ― 3,840 3,840 262 4,139

平成19年３月31日残高(百万

円)
16,230 217,044 10,592 243,866△16,896 361,771
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評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 18,006 18,006 ― 375,638

事業年度中の変動額     

　利益処分による剰余金の配当    △6,186

　利益処分による役員賞与    △121

　剰余金の配当    △6,600

　当期純利益    16,749

　自己株式の取得    △696

　自己株式の処分    995

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△4,512 △4,512 52 △4,459

事業年度中の変動額合計(百万

円)
△4,512 △4,512 52 △320

平成19年３月31日残高(百万円) 13,494 13,494 52 375,317
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 64,506 70,258 35 70,293

事業年度中の変動額     

　剰余金の配当     

　当期純利益     

　自己株式の取得     

　自己株式の処分   90 90

　自己株式の消却   △126 △126

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

    

事業年度中の変動額合計(百万

円)
― ― △35 △35

平成20年３月31日残高(百万円) 64,506 70,258 ― 70,258

 

 

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万

円)
16,230 217,044 10,592 243,866△16,896 361,771

事業年度中の変動額       

　剰余金の配当   △13,464 △13,464  △13,464

　当期純利益   23,819 23,819  23,819

　自己株式の取得     △25,078 △25,078

　自己株式の処分     2,771 2,862

　自己株式の消却   △27,879 △27,879 28,006 ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

      

事業年度中の変動額合計(百

万円)
― ― △17,524 △17,524 5,699 △11,861

平成20年３月31日残高(百万

円)
16,230 217,044 △6,932 226,341△11,196 349,910
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評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 13,494 13,494 52 375,317

事業年度中の変動額     

　剰余金の配当    △13,464

　当期純利益    23,819

　自己株式の取得    △25,078

　自己株式の処分    2,862

　自己株式の消却    ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△8,313 △8,313 101 △8,211

事業年度中の変動額合計(百万

円)
△8,313 △8,313 101 △20,073

平成20年３月31日残高(百万円) 5,180 5,180 153 355,244
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重要な会計方針

 

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び
評価方法

子会社株式及び関連会社株式
　　…移動平均法による原価法
その他有価証券
　時価のあるもの
　　…期末日の市場価格等に基づく時

価法
(評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は主と
して移動平均法により算定)

　時価のないもの
　　…主として移動平均法による原価

法。ただし、投資事業有限責任
組合等への出資は組合等の財
産の持分相当額を有価証券と
して計上し、組合等の営業によ
り獲得した損益の持分相当額
を損益として計上しておりま
す。

子会社株式及び関連会社株式
　　…同左
その他有価証券
　時価のあるもの
　　…同左
　　　　　
 
 
 
　時価のないもの
　　…同左

２　たな卸資産の評価基準及
び評価方法

総平均法による原価法を採用してお
ります。

同左

３　固定資産の減価償却の方
法

 
 

(1) 有形固定資産
建物(附属設備を除く。)は定額
法、建物以外の有形固定資産は定
率法を採用しております。
また、主要な固定資産について
は、その資産の耐久度、陳腐化の
程度及び特殊性等を勘案した独
自の耐用年数を設定しておりま
す。
なお、主な耐用年数は以下のとお
りであります。

(1) 有形固定資産
建物(附属設備を除く。)は定額法、
建物以外の有形固定資産は定率法
を採用しております。
また、主要な固定資産については、
その資産の耐久度、陳腐化の程度及
び特殊性等を勘案した独自の耐用
年数を設定しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおり
であります。

 建物 ３～40年
構築物 ５～30年
機械及び装置 ４～10年
車両運搬具 ３年
工具器具備品 ２～15年

建物 ３～40年
構築物 ５～30年
機械及び装置 ４～10年
車両運搬具 ３年
工具器具備品 ２～15年

  　　(会計方針の変更)
当社は、法人税法の改正((所得税法
等の一部を改正する法律 平成19年
３月30日　法律第６号)及び(法人税
法施行令の一部を改正する政令　平
成19年３月30日　政令第83号))に伴
い、平成19年４月１日以降に取得し
た有形固定資産の減価償却の方法
については、改正後の法人税法に基
づく方法に変更しております。
なお、この変更により営業利益、経
常利益、税引前当期純利益及び当期
純利益に与える影響は軽微であり
ます。
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  　　(追加情報)
当社は、法人税法改正に伴い、平成
19年３月31日以前に取得した資産
については、改正前の法人税法に基
づく減価償却の方法の適用により、
取得価額の５％に到達した事業年
度の翌事業年度より、取得価額の
５％相当額と備忘価額との差額を
５年間にわたり均等償却し、減価償
却費に含めて計上しております。こ
れにより、営業利益、経常利益及び
税引前当期純利益が648百万円並び
に当期純利益が382百万円減少して
おります。
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 (2) 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアに
ついては、社内における利用可能
期間(５年)に基づいております。

(2) 無形固定資産
同左

 (3) 　　　　 ―――――
 

(3) 長期前払費用
主として定額法を採用しており
ます。

４　繰延資産の処理方法 社債発行費については、支出時に全額
一括して費用処理しております。な
お、社債発行費は損益計算書上、営業
外費用のその他の営業外費用に含め
て表示しております。

同左

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
売上債権、貸付金等の貸倒損失に
備えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

(1) 貸倒引当金
同左

 (2) 返品調整引当金
化粧品等の返品による損失に備
えるため、過去の返品率及び将来
の返品可能性を勘案して見積
もった損失見込額を計上してお
ります。

(2) 返品調整引当金
返品による損失に備えるため、過
去の返品率、市場の流通状況及び
商品の再販状況を考慮した方法
によって見積もった損失見込額
を計上しております。

 (3) 賞与引当金
従業員に対する賞与支払いに備
えるため、将来の支給見込額に基
づき、当事業年度の負担見込額を
計上しております。なお、取締役
を兼務しない執行役員に対する
賞与引当金を含んでおり、その計
上基準は役員賞与引当金と同様
であります。

(3) 賞与引当金
同左

 (4) 役員賞与引当金
取締役を兼務する執行役員に対
する賞与支払いに備えるため、将
来の支給見込額に基づき、当事業
年度の負担見込額を計上してお
ります。

(4) 役員賞与引当金
取締役(社外取締役を除く。)に対
する賞与支払いに備えるため、将
来の支給見込額に基づき、当事業
年度の負担見込額を計上してお
ります。

 (5) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、
当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基
づいて計上しております。
過去勤務債務は、その発生時の従
業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数(10年)による定額法
により費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(10年)による定
額法により翌事業年度から費用
処理することとしております。
なお、執行役員に対する退職慰労
引当金を含んでおり、その計上基
準は役員退職慰労引当金と同様
であります。

(5) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、
当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基
づいて計上しております。
過去勤務債務は、その発生時の従
業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数(10年)による定額法
により費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(10年)による定
額法により翌事業年度から費用
処理することとしております。
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

  (追加情報)
従来、執行役員に対する退職慰労
引当金(第104期までの在任期間中
の職務遂行の対価部分相当額)を
含んでおりましたが、「租税特別
措置法上の準備金及び特別法上の
引当金又は準備金並びに役員退職
慰労引当金等に関する監査上の取
扱い」(日本公認会計士協会　監査
・保証実務委員会報告第42号　改
正 平成19年４月13日)が公表され
たこと、並びに１年以内に支給さ
れることが確実であることによ
り、当事業年度から「未払金」に
含めて表示しております。

 (6) 役員退職慰労引当金
第104期における取締役会におい
て、平成16年３月期に係る定時株
主総会の日をもって退職慰労金制
度を廃止することとし、第104期ま
での在任期間中の職務遂行の対価
部分相当を、支給すべき退職慰労
金の額として決定したことによ
り、当該金額を引当計上しており
ます。

(6) 役員退職慰労引当金
―――――

  (追加情報)
従来、第104期までの在任期間中の
職務遂行の対価部分相当を、「役
員退職慰労引当金」として表示し
ておりましたが、「租税特別措置
法上の準備金及び特別法上の引当
金又は準備金並びに役員退職慰労
引当金等に関する監査上の取扱
い」(日本公認会計士協会　監査・
保証実務委員会報告第42号　改正 
平成19年４月13日)が公表された
ことにより、当事業年度から「そ
の他の固定負債」に含めて表示し
ております。

 (7) 債務保証損失引当金
債務保証に係る損失に備えるた
め、被保証先の財政状態等を勘案
し、損失負担見込額を計上してお
ります。

(7) 債務保証損失引当金
同左

 

６　外貨建の資産及び負債の本
邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物
為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。

同左

７　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス
・リース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっております。

同左

８　その他財務諸表作成のため
の重要な事項

消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は
税抜方式によっております。

消費税等の会計処理
同左

 

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

205/241



会計方針の変更

 

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(役員賞与に関する会計基準)

　当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」(企業

会計基準第４号　平成17年11月29日)を適用しておりま

す。この変更により、従来の方法によった場合と比べ、当

事業年度の販売費及び一般管理費は113百万円増加し、

営業利益、経常利益、税引前当期純利益及び当期純利益

が同額減少しております。

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年12月

９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日)を適用しております。

　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は375,265

百万円であります。

　なお、当事業年度における財務諸表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。

 

(ストック・オプション等に関する会計基準等)

　当事業年度より、「ストック・オプション等に関する

会計基準」(企業会計基準第８号　平成17年12月27日)及

び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第11号　最終改正平成18

年５月31日)を適用しております。この変更により、従来

の方法によった場合と比べ、当事業年度の販売費及び一

般管理費が52百万円増加し、営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益が同額減少、当期純利益が45百万円減少

しております。

 

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正)

　当事業年度より、改正後の「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準」(企業会計基準第１号　最

終改正平成18年８月11日)及び「自己株式及び準備金の

額の減少等に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第２号　最終改正平成18年８月11日)を適用

しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　なお、当事業年度における財務諸表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。

(投資有価証券売却損益の計上区分の変更)

　前事業年度において、「その他の営業外収益」に含め

て営業外収益に計上していた「投資有価証券売却

益」、「その他の営業外費用」に含めて営業外費用に

計上していた「投資有価証券売却損」は、当社の経常

損益をより適切に表示するため、当事業年度より「投

資有価証券売却益」を特別利益、「投資有価証券売却

損」を特別損失として計上しております。

　この結果、従来の方法と同一の方法によった場合に比

べ、経常利益は350百万円少なく計上されております

が、税引前当期純利益及び当期純利益に与える影響は

ありません。
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表示方法の変更

 

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

―――――

 

 

(貸借対照表)

１　前事業年度において、「現金及び預金」に含めて表

示していた内国法人の発行する譲渡性預金(17,000百

万円)は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関

する規則」の取扱いに関する留意事項について(最終

改正　平成19年10月２日)、「金融商品会計に関する実

務指針」の改正(日本公認会計士協会　平成19年７月

４日　会計制度委員会報告第14号)及び「金融商品に

関するQ&A」の改正(日本公認会計士協会　平成19年11

月６日)に伴い、当事業年度より「有価証券」に含め

て表示しております。

２　前事業年度において、ソフトウェア仮勘定(886百万

円)は、「ソフトウェア」に含めて表示しておりまし

たが、金額の重要性が増したため、当事業年度より表

示科目を「ソフトウェア仮勘定」に変更し、区分掲記

しております。

３　前事業年度において、「その他の投資」に含めて表

示していた「長期貸付金」(５百万円)は、当社の投資

その他の資産の状況をより明確に表示するため、当事

業年度より区分掲記しております。

 

 (損益計算書)

１　前事業年度において、区分掲記していた「有形固定

資産賃貸料」は、営業外収益の総額の100分の10以下

となったため、当事業年度より「その他の営業外収

益」に含めて表示しております。

２　前事業年度において、営業外収益の「その他の営業

外収益」に含めて表示していた「為替差益」(254百

万円)は、当事業年度においては「為替差損」となり、

営業外費用の総額の100分の10超となったため、当期

より区分掲記しております。

３　前事業年度において、「投資有価証券評価損」(14百

万円)及び「出資金評価損」(12百万円)は、「金融資

産評価損」に含めて表示しておりましたが、当社の特

別損失の状況をより明瞭に表示するため、当事業年度

より区分掲記しております。
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追加情報

 

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(その他の関係会社有価証券)

　従来、投資事業組合に対する出資は「投資有価証

券」に含めて表示しておりましたが、当社の連結の範

囲に加えることとした投資事業組合については、当事

業年度より表示科目を「その他の関係会社有価証

券」に変更し、区分掲記しております。

 

(返品調整引当金)

　従来、化粧品等の返品に対する利益減少見込額は、過

去の返品実績等を勘案し、「未払金」に含めて表示し

ておりました。過去データの蓄積や分析精度の向上等

に伴い、より精緻な見積りが可能となったことから、

当事業年度より市場の流通状況や商品の再販状況を

考慮した方法を採用することとし、また、その内容を

明瞭に表示するため、表示科目を「返品調整引当金」

に変更し、区分掲記しております。

　この結果、従来の方法によった場合と比べ、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益が861百万円並び

に当期純利益が508百万円増加しております。

 

(賞与引当金)

　従来、未払従業員賞与は「その他の流動負債」に含

めて表示しておりましたが、業績連動型賞与等の導入

により、その計上額が確定要件を満たさなくなったた

め、当事業年度より表示科目を「賞与引当金」に変更

し、区分掲記しております。

(固定資産売却益及び固定資産処分損)

　前事業年度において、「固定資産売却益」を営業外収益

として、「固定資産処分損」を営業外費用として表示し

ておりましたが、当社の経常損益をより適切に表示する

ため、当事業年度より「固定資産売却益」を特別利益、

「固定資産処分損」を特別損失に計上しております。

　この結果、従来の方法と同一の方法によった場合に比

べ、経常利益は457百万円多く計上されておりますが、税

引前当期純利益及び当期純利益に与える影響はありませ

ん。

 

(子会社の増資について)

１　その旨及び理由

　　当社は、平成19年８月31日開催の取締役会において、資

生堂(中国)投資有限公司(100％出資子会社)が自己資

本の充実、経営基盤強化を目的とした増資を行ない、当

社がその全額を引き受けることを決議いたしました。

２　当該子会社の概要

商号 資生堂(中国)投資有限公司

代表者 宮川　勝

本店所在地 中国、上海

主な事業内容 中国持株会社、化粧品等の販売

３　増資の内容

(1) 増資額　：
 

31,000千米ドル
(増資後資本金73,650千米ドル)

(2) 持分比率：
 

増資前　100％
増資後　100％

(3) 実施時期：平成20年６月(予定)
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注記事項
(貸借対照表関係)

 

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

※１　関係会社に係る注記

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりでありま

す。

売掛金 99,900百万円

未収入金 6,187　〃

買掛金・未払金

・その他の流動負債
5,337　〃

※１　関係会社に係る注記

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりでありま

す。

売掛金 95,446百万円

未収入金 5,456　〃

買掛金 2,919　〃

未払金 1,619　〃

　２　保証債務

　　　下記の関係会社等の銀行借入金等に対し債務保証

を行っております。

保証先 債務保証額(百万円)

資生堂インターナショナル
コーポレーション

14,200

資生堂コスメティックス
(アメリカ)

179

サハ・アジアパシフィック 175

資生堂オーストラリア 123

資生堂ドイチュラント 6

計 14,684

　
　(注)　外貨建の債務保証額は決算日の為替相場によって換算して

おります。

　２　保証債務

　　　他の会社の金融機関からの借入等に対し、債務保証

を行っております。

保証先 債務保証額(百万円)

資生堂インターナショナル
コーポレーション(注１)

8,517

資生堂リース㈱(注２) 153

資生堂コスメティックス(注
１)
(アメリカ)

152

資生堂オーストラリア(注１) 87

サハ・アジアパシフィック
(注１)

41

資生堂ドイチュラント(注１) 6

計 8,956

　
(注) 1　外貨建の債務保証額は決算日の為替相場によって換算

しております。

2　資生堂リース㈱は、平成20年４月１日付でエス・ディー

・エル㈱に社名変更しております。

※３　当事業年度末日の満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。

　　　なお、当事業年度末日は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が当事業年度末日の残高に含

まれております。

受取手形 18百万円

※３　　　　　　　　―――――
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(損益計算書関係)

 

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含ま

れております。

製品売上高 248,380百万円

商品売上高 27,501　〃

商品仕入高 14,104　〃

受取配当金 6,054　〃

有形固定資産賃貸料 3,416　〃

ロイヤリティー収入 2,295　〃

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含ま

れております。

製品売上高 237,540百万円

商品売上高 28,821百万円

受取配当金 9,599　〃

ロイヤリティー収入 2,844　〃

上記以外の営業外収益の

合計
2,638　〃

上記以外の営業外費用の

合計
333　〃

※２　製品振替高内訳

製造勘定へ 14百万円

販売費へ 18,611　〃

その他へ 1,006　〃

合計 19,632　〃

※２　製品振替高内訳

製造勘定へ 32百万円

販売費へ 17,759　〃

その他へ 1,120　〃

合計 18,912　〃

※３(1) 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

売出費 42,662百万円

広告費 32,949　〃

給料・賞与 16,691　〃

試験研究費 8,914　〃

業務委託料 8,115　〃

調査運営費 6,288　〃

減価償却費 3,371　〃

  

販売費に属する

費用のおおよその割合
75.5％

一般管理費に属する

費用のおおよその割合
24.5〃

※３(1) 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

売出費 34,658百万円

広告費 34,002　〃

給料・賞与 17,156　〃

試験研究費 10,088　〃

業務委託料 8,749　〃

調査運営費 6,249　〃

減価償却費 3,530　〃

  

販売費に属する

費用のおおよその割合
74.8％

一般管理費に属する

費用のおおよその割合
25.2〃

(2) 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費

は14,875百万円であります。なお、当期総製造

費用に含まれる研究開発費はありません。

(2) 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費

は13,500百万円であります。なお、当期総製造

費用に含まれる研究開発費はありません。
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前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※４　構造改革利益は、収益性向上を意図した物流改革

の推進に伴い発生した物流子会社との契約清算

益等であります。

※４　　　　　　　　―――――

※５　当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上しております。

用途 種類 場所

事業用資産
土地、建物及び構築
物等

神奈川県
川崎市他

遊休資産等
土地、建物及び構築
物等

大阪府
茨木市他

　　　当社は事業用資産において、事業区分をもとに、概ね

独立したキャッシュ・フローを生み出す最少の

単位毎に、遊休資産等においては、個別物件単位

で資産のグルーピングを行っております。

　　　その結果、事業用資産については、主に売却が予定さ

れているグループの資産の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を特別損失に計上し

ております。その内訳は、土地658百万円、建物及

び構築物等586百万円であります。

　　　遊休資産等については、市場価格の下落等により帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

特別損失に計上しております。その内訳は、土地

1,158百万円、建物及び構築物等143百万円であり

ます。

　　　なお、回収可能価額は正味売却価額により算定して

おり、主に売却予定価額を基に評価しておりま

す。

※５　　　　　　　　―――――

※６　金融資産評価損は、関係会社貸付金貸倒引当金繰

入額1,733百万円、関係会社株式評価損382百万

円、投資有価証券評価損14百万円、出資金評価損

12百万円であります。

※６　　　　　　　　―――――

※７　　　　　　　　――――― ※７　国内営業体制の再編に伴い発生した退職者への

割増退職金を計上しております。

※８　　　　　　　　――――― ※８　構造改革費用は、収益性向上を意図し、利益貢献

度の低いブランド、事業領域の縮小・撤退など

徹底したスリム化を推進したことによって発

生した事業撤収損であります。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数(千株)

当事業年度
増加株式数(千株)

当事業年度
減少株式数(千株)

当事業年度末
株式数(千株)

自己株式     

　普通株式 12,105 294 670 11,730

合計 12,105 294 670 11,730

(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増請求による11千株及びストック・オプショ

ンの権利行使による659千株であります。

 

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数(千株)

当事業年度
増加株式数(千株)

当事業年度
減少株式数(千株)

当事業年度末
株式数(千株)

自己株式     

　普通株式 11,730 10,241 16,178 5,794

合計 11,730 10,241 16,178 5,794

(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加10,241千株は、自己株式の取得による10,000千株及び単元未満株式

の買取請求による241千株であります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少16,178千株は、自己株式の消却による14,562千株、ストック・オプ

ションの権利行使による1,595千株並びに単元未満株式の買増請求による20千株であります。
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(リース取引関係)

 

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具器具
備品

10,752 5,837 4,914

その他 441 291 150

合計 11,193 6,128 5,065

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具器具
備品

10,008 5,131 4,876

その他 914 340 573

合計 10,923 5,472 5,450

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 2,630百万円

１年超 2,590　〃

合計 5,220　〃

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 2,330百万円

１年超 3,264　〃

合計 5,594　〃

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 3,375百万円

減価償却費相当額 3,154　〃

支払利息相当額 207　〃

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 3,282百万円

減価償却費相当額 3,052　〃

支払利息相当額 233　〃

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

　　なお、リース資産に配分された減損損失はありま

せんので、項目等は省略しております。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

１年内 3,273百万円

１年超 22,671　〃

合計 25,945　〃

２　オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

１年内 3,194百万円

１年超 18,945　〃

合計 22,139　〃

 

(有価証券関係)

 

前事業年度(平成19年３月31日) 当事業年度(平成20年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

同左
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(税効果会計関係)

 

前事業年度(平成19年３月31日) 当事業年度(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産  
　関係会社株式評価損 17,869百万円
　減価償却費 8,555　〃
　金融資産評価損 7,627　〃
　たな卸資産評価減 2,693　〃
　たな卸資産償却費 1,937　〃
　退職給付引当金 1,256　〃
　役員退職慰労引当金 26　〃

　その他 6,749　〃

　繰延税金資産小計 46,716　〃

　評価性引当額 △18,773　〃

繰延税金資産合計 27,942　〃
  
繰延税金負債  

　その他有価証券評価差額金 △9,377　〃

繰延税金負債合計 △9,377　〃

  

繰延税金資産の純額 18,565　〃

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  
　関係会社株式評価損 17,866百万円
　減価償却費 6,291　〃
　金融資産評価損 6,771　〃
　たな卸資産評価減 2,411　〃
　たな卸資産償却費 2,497　〃
　退職給付引当金 348　〃
　賞与引当金 1,575　〃

　その他 4,376　〃

　繰延税金資産小計 42,137　〃

　評価性引当額 △19,175　〃

繰延税金資産合計 22,962　〃
  
繰延税金負債  

　その他有価証券評価差額金 △3,600　〃

繰延税金負債合計 △3,600　〃

  

繰延税金資産の純額 19,362　〃

　

 (注)　当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸

借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 9,760百万円
固定資産－繰延税金資産 9,602　〃

繰延税金資産の純額 19,362　〃
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％
 (調整)  

　　交際費等永久に損金に
　　算入されない項目

2.0〃

　　受取配当金等永久に益金に
　　算入されない項目

△5.7〃

　　その他 △3.7〃

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

33.6〃

　

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％
 (調整)  

　　交際費等永久に損金に
　　算入されない項目

1.8〃

　　受取配当金等永久に益金に
　　算入されない項目

△3.4〃

　　税額控除 △8.2〃

　　その他 1.2〃

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

32.4〃
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(１株当たり情報)
 

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 909.00円１株当たり純資産額 878.49円

１株当たり当期純利益 40.60円１株当たり当期純利益 58.42円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 40.48円潜在株式調整後１株当たり当期純利益 58.21円

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

 
前事業年度末
平成19年３月31日

当事業年度末
平成20年３月31日

純資産の部の合計額(百万円) 375,317 355,244

純資産の部の合計額から控除する金額
(百万円)

52 153

(うち新株予約権(百万円)) (52) (153)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 375,265 355,090

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数(千株)

412,832 404,205

 

２　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。
 

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益   

当期純利益(百万円) 16,749 23,819

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 16,749 23,819

普通株式の期中平均株式数(千株) 412,572 407,696

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) 1,223 1,478

(うち新株予約権方式による
ストック・オプション(千株))

(1,223) (1,478)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めな
かった潜在株式の概要

新株予約権方式によるス
トック・オプション
(新株予約権429個)
普通株式429千株
詳細は、「第４ 提出会社
の状況の１ 株式等の状況
(2)新株予約権等の状況」
に記載のとおりでありま
す。

新株予約権方式によるス
トック・オプション
(新株予約権159個)
普通株式159千株
詳細は、「第４ 提出会社
の状況の１ 株式等の状況
(2)新株予約権等の状況」
に記載のとおりでありま
す。

 

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

215/241



(重要な後発事象)

 

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

216/241



(物流業務のアウトソーシングと物流子会社及び固定
資産の譲渡について)
１　その旨及び理由
当社グループは、2005年度より「成長性の拡大と
収益性の向上」を目指す３ヵ年計画を推進してお
ります。そのうち収益性の向上を図る「抜本的な
構造改革」の１つとして物流改革を検討する中、
今後の流通環境の変化に的確に対応するために
は、物流専門企業にアウトソーシングすることで、
組織小売業への対応など、物流業務の更なる品質
・サービスの向上と効率化を同時に推進すること
が急務であるとの意思決定に至りました。
当社は平成18年12月14日開催の取締役会におい
て、当社の子会社である資生堂物流サービス㈱が
実施している国内物流業務を、㈱日立物流にアウ
トソーシングすることとし、同時に、㈱日立物流が
提案するスキームに基づき、資生堂物流サービス
㈱の発行済株式の90％を㈱日立物流に、物流施設
をプロロジス及び日立キャピタル㈱に譲渡するこ
とを決議し、平成19年４月２日に譲渡いたしまし
た。
なお、各契約の内容については、次のとおりであり
ます。

２　業務委託契約
　(1) 契約の相手会社の概要

商号 ㈱日立物流

代表者 鈴木　登夫

本店所在地

 

東京都江東区東陽７丁目２番

18号

主な事業内容 システム物流(国内、国際)

当社との関係

 

トイレタリー製品の物流業務

委託

 

商号 資生堂物流サービス㈱(注)

代表者 久保　茂樹

本店所在地

 

神奈川県川崎市川崎区東扇島

23番地９

主な事業内容

 

化粧品等の荷造・梱包及びその

運送・保管

当社との関係 同上

(注)　資生堂物流サービス㈱は、平成19年４月２日
付で日立物流コラボネクスト㈱に社名変更
しております。

 
　(2) 契約締結日
　　　平成19年３月22日

　(3) 契約内容

　　　国内物流業務
 
　(4) 契約の締結が営業活動等へ及ぼす重要な影響

　　　当該契約の締結が平成20年３月期の個別業績に与

える影響は軽微であります。

　(5) 契約期間

　　　平成19年４月から平成24年３月までの５年間

 

(子会社の設立について)
１　その旨及び目的
当社は、平成19年12月26日開催の取締役会におい
て、拡大するアジア市場に向けたマステージビジ
ネスの主力工場の建設を目的として、ベトナムに
当社全額出資の「資生堂ベトナム」を設立するこ
とを決議し、平成20年４月24日に設立いたしまし
た。

２　当該子会社の概要
会社名 資生堂ベトナム

所在地 ベトナム　ドンナイ省ビエンホア市

事業内容 化粧品等の製造

資本金 約40億円(38,000千米ドル)　(予定)

出資比率 当社100％
３　設備投資の概要(予定)
規模
 

敷地面積100,000㎡、
建築面積21,400㎡

投資額 約40億円(38,000千米ドル)

時期
 

2008年12月着工、2009年10月竣工、
同年12月稼動
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前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

３　株式譲渡契約

　(1) 譲渡する相手会社の概要

商号 ㈱日立物流

代表者 鈴木　登夫

本店所在地

 

東京都江東区東陽７丁目２番

18号

主な事業内容 システム物流(国内、国際)

当社との関係

 

トイレタリー製品の物流業務

委託

 
　(2) 契約締結日

　　　平成18年12月14日
 
　(3) 譲渡日

　　　平成19年４月２日
 
　(4) 当該子会社の概要

商号 資生堂物流サービス㈱(注)

代表者 久保　茂樹

本店所在地

 

神奈川県川崎市川崎区東扇島

23番地９

主な事業内容

 

化粧品等の荷造・梱包及びその

運送・保管

当社との関係 同上

(注)　資生堂物流サービス㈱は、平成19年４月２日付
で日立物流コラボネクスト㈱に社名変更して
おります。

 
　(5) 譲渡する株式の数、譲渡価額、譲渡損益及び売却後

の持分比率

譲渡する株式の数 1,260株(発行済株式数の90％)

譲渡価額 2,782百万円

譲渡損益

 

 

 

本件売却に伴い、平成20年３月期

において2,782百万円の特別利益

を計上する見込みであります。

売却後の持分比率 10％

 
　(6) その他

　　　日立物流コラボネクスト㈱へは非常勤取締役１名を

派遣しております。
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前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４　固定資産の譲渡契約

　(1) 譲渡資産の概要

譲渡資産の名称及

び資産の種類

物流・商品センター９ヵ所、土

地、建物及び機械設備

帳簿価額 17,274百万円

譲渡前の使途 物流・商品センター

 
　(2) 譲渡する相手会社の概要

　　①　土地及び建物

商号

 

プロロジス・コスモス特定目的

会社

代表者 堤　一浩、リー・コック・サン

本店所在地

 

東京都港区東新橋１丁目５番２

号　汐留シティセンター

主な事業内容

 

物流施設の開発、所有及び運営

管理

当社との関係 なし

 
　　②　機械設備

商号 日立キャピタル㈱

代表者 髙野　和夫

本店所在地

 

東京都港区西新橋２丁目15番12

号

主な事業内容

 

ファイナンス事業、金融サービ

ス附帯事業

当社との関係 なし

 
　(3) 譲渡契約日

　　　平成19年２月28日
 
　(4) 譲渡日

　　　平成19年４月２日
 
　(5) 譲渡価額

　　　18,269百万円
 
　(6) 譲渡損益

　　　譲渡損益が平成20年３月期の個別業績に与える影響

は軽微であります。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

 

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証
券

その他有価証
券

[繊維]   

㈱ワコールホールディングス 439,000 646

[商業]   

㈱メディセオ・パルタック
ホールディングス

562,650 1,016

[その他製造]   

凸版印刷㈱ 1,628,483 1,882

大日本印刷㈱ 872,086 1,383

[金融]   

㈱みずほフィナンシャルグルー
プ

16,625.68 6,068

㈱みずほフィナンシャルグルー
プ
第十一回第十一種優先株式

5,000 5,000

㈱みずほフィナンシャルグルー
プ
第十三回第十三種優先株式

5,000 5,000

[保険]   

㈱ミレアホールディングス 300,000 1,104

三井住友海上火災保険㈱ 798,245 803

日本興亜損害保険㈱ 983,218 747

その他(上場42銘柄) ― 4,671

その他(非上場78銘柄) ― 1,140

小計 ― 29,463

計 ― 29,463
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【債券】

 

銘柄
券面総額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証
券

その他有価証券

ハイパー・リバース・デュアル
・
カレンシー債

1,000 907

期限前償還条項付元本確保型・
円/米ドル・日経平均リンク債

1,000 818

その他(５銘柄) 2,500 2,287

小計 4,500 4,013

計 4,500 4,013

 

【その他】

 

種類及び銘柄
投資口数等
(口)

貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券
その他有価証
券

〔譲渡性預金〕   

みずほ銀行譲渡性預金 ― 11,600

小計 ― 11,600

〔証券投資信託受益証券〕   

野村フリー・ファイナンシャル
・
ファンド

33,699,718,84733,699

大和マネー・マネジメント・
ファンド

1,927,072,1311,927

国際のマネー・マネジメント・
ファンド

1,509,795,5911,509

小計 ― 37,136

投資有価証
券

その他有価証
券

証券投資信託受益証券(１銘柄) 300,000 371

小計 300,000 371

〔投資事業有限責任組合等〕   

ピーアイティー第一号ファンド ― 988

その他(９銘柄) ― 1,053

小計 ― 2,042

計 ― 51,150

 

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

221/241



【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産        

　建物 89,8901,66119,92071,632 47,2402,604 24,391

　構築物 6,970 73 1,057 5,986 4,931 191 1,055

　機械及び装置 62,3872,11513,85550,648 43,8872,803 6,760

　車両運搬具 1,516 24 1,087 453 420 25 33

　工具器具備品 24,6301,289 4,067 21,853 16,9321,345 4,921

　土地 34,039 1 10,26923,770 ― ― 23,770

　建設仮勘定 825 5,336 5,484 678 ― ― 678

有形固定資産計 220,26110,50255,742175,022113,4116,969 61,611

無形固定資産        

　借地権 90 ― ― 90 ― ― 90

　商標権 173 ― ― 173 144 17 28

　ソフトウェア 12,8661,224 786 13,304 7,772 2,481 5,532

　ソフトウェア
　仮勘定

― 4,599 ― 4,599 ― ― 4,599

　電話加入権 133 0 9 124 ― ― 124

無形固定資産計 13,2635,824 795 18,292 7,916 2,498 10,375

長期前払費用 5 314 93 226 ― ― 226

(注) １　当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

建物 工場関連工事 1,085百万円

 資生堂大阪ビル関連工事 426　〃

機械及び装置 工場関連工事 2,084　〃

建設仮勘定 工場関連工事 3,581　〃

 資生堂大阪ビル関連工事 872　〃

ソフトウェア仮勘定 新基幹システム（SAP） 3,816　〃

２　当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

建物 物流・商品センター売却 19,400百万円

機械及び装置 〃 12,496　〃

土地 〃 10,269　〃

建設仮勘定 建物、機械及び装置等への振替額 5,166　〃
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【引当金明細表】

 

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金(注)１ 3,189 247 ― 795 2,641

返品調整引当金(注)２ 7,430 6,360 ― 7,430 6,360

賞与引当金 3,312 3,683 3,312 ― 3,683

役員賞与引当金 113 99 113 ― 99

役員退職慰労引当金
(注)３

64 ― 9 55 ―

債務保証損失引当金 486 94 ― ― 580

(注) １　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」の欄の金額は、貸倒懸念債権の回収不能見込額洗替額でありま

す。

２　返品調整引当金の「当期減少額(その他)」の欄の金額は、前事業年度計上額の洗替額であります。

３　役員退職慰労引当金「当期減少額(その他)」の欄の金額は、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上

の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」(日本公認会計士協会　監

査・保証実務委員会報告第42号　改正　平成19年４月13日)が公表されたことによる「その他の固定負

債」への振替額であります。

 

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

223/241



(2) 【主な資産及び負債の内容】

当事業年度末(平成20年３月31日現在)における主な資産及び負債の内容は以下のとおりでありま

す。

①　現金及び預金
 

区分 金額(百万円)

現金 10

預金  

当座預金 1,603

普通預金 5,269

定期預金 5,833

その他 10

計 12,716

合計 12,726

 

②　受取手形

(相手先別内訳)
 

相手先 金額(百万円)

片山化学工業㈱ 19

㈱寿ケミカル 18

松尾産業㈱ 16

日本光研工業㈱ 12

中部科学機器㈱ 10

その他 67

合計 144

 

(期日別内訳)
 

期日 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 合計

金額(百万円) 43 59 29 11 144
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③ 売掛金

(相手先別内訳)

 

相手先 金額(百万円)

資生堂販売㈱ 56,129

㈱資生堂インターナショナル 12,199

㈱エフティ資生堂 9,690

資生堂フィティット㈱ 3,969

資生堂薬品㈱ 2,262

その他 12,681

合計 96,932

 

(売掛金の発生及び回収並びに滞留状況)

 

前期繰越高
(百万円)

当期発生高
(百万円)

当期回収高
(百万円)

次期繰越高
(百万円)

回収率
(％)

滞留期間
(日)

101,313 339,874 344,254 96,932 78.0 106

(注) １　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれてお

ります。

２　回収率及び滞留期間の算出方法

回収率 ……
当期回収高

× 100
前期繰越高＋当期発生高

 

滞留期間 ……

 前期繰越高＋次期繰越高  

 ２  

 当期発生高  

 366日  

 

④ たな卸資産

商品

 

事業区分 金額(百万円)

国内化粧品事業 787

海外化粧品事業 446

その他の事業 1,621

合計 2,856
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製品

 

事業区分 金額(百万円)

国内化粧品事業 600

海外化粧品事業 1,413

その他の事業 17

合計 2,032

 

原材料

 

摘要 金額(百万円)

容器仕上材料 2,795

薬品 1,736

香料 174

合計 4,706

 

仕掛品

 

事業区分 金額(百万円)

国内化粧品事業 2,040

海外化粧品事業 273

その他の事業 274

合計 2,588

 

貯蔵品

 

摘要 金額(百万円)

クロマト充填剤 24

その他 323

合計 347
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⑤ 関係会社株式

 

銘柄 金額(百万円)

資生堂インターナショナルコーポレーション 49,660

資生堂インターナショナルヨーロッパ 31,349

㈱エフティ資生堂 14,902

資生堂販売㈱ 8,041

㈱資生堂パーラー 5,543

その他 16,477

合計 125,974

 

⑥ その他の関係会社有価証券

 

銘柄 金額(百万円)

匿名組合セラン 11,600

資生堂ロシア 520

合計 12,120
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⑦ 支払手形

(相手先別内訳)

 

相手先 金額(百万円)

二和印刷㈱ 226

㈱関電工 179

㈱林原生物化学研究所 143

ビーエイチエヌ㈱ 84

㈱日興商会 54

その他 621

合計 1,308

 

(期日別内訳)

 

期日 平成20年４月 ５月 ６月 合計

金額(百万円) 480 452 375 1,308

 

⑧ 買掛金

 

相手先 金額(百万円)

みずほファクター㈱ 19,651

㈱吉野工業所 1,027

㈱資生堂ビューテック 987

㈱ピエールファーブルジャポン 817

㈱ダイゾー 347

その他 7,269

合計 30,101
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⑨ 未払金

 

相手先 金額(百万円)

みずほファクター㈱ 7,101

㈱博報堂 1,705

㈱電通 1,593

㈱アイアンドエス・ビービーディオー 1,315

日本アイ・ビー・エム㈱ 1,057

その他 16,887

合計 29,660

 

⑩ 社債
 

区分 銘柄 発行年月日 金額(百万円)

社債
平成22年３月12日満期1.12％利付
第４回無担保普通社債

平成19年３月13日 20,000

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎年６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100株未満の株数を
表示した株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え  

　　取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行㈱　本店

　　株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行㈱

　　取次所
中央三井信託銀行㈱　全国各支店
日本証券代行㈱　本支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料
交付株券１枚につき当該株券に課せられる印紙税相当額
(ただし、併合、満欄による場合は無料)

　　株券喪失登録に伴う
　　手数料

喪失登録　　　　　１件につき　8,600円
喪失登録株券　　　１枚につき　　500円

単元未満株式の買取り
及び買増し

 

　　取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行㈱　本店

　　株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行㈱

　　取次所
中央三井信託銀行㈱　全国各支店
日本証券代行㈱　本支店

　　買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

 
公告掲載方法
 
 
 
 

 
当社の公告方法は、電子公告とする。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができ
ない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
 
当社の公告が掲載されるホームページアドレスは次のとおり。
http://www.shiseido.co.jp/koukoku/html/index.htm
 

株主に対する特典 なし

(注)　当社の単元未満株式を有する株主(実質株主を含む。)は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権

利以外の権利を行使することができない。

１　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

２　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

３　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

４　単元未満株式の買増請求をする権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1)
 

有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第107期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

 
平成19年６月26日
関東財務局長に提出。

      
(2)有価証券報告書の

訂正報告書
事業年度
(第103期)

自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

 
平成19年12月10日

  
事業年度
(第104期)

自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日

 
平成19年12月10日

  
事業年度
(第105期)

自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日

 
平成19年12月10日

  
事業年度
(第106期)

自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日

 
平成19年12月10日

  
事業年度
(第107期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日 

平成19年９月28日
平成19年12月10日
関東財務局長に提出。

      
(3)
 

半期報告書
 

中間会計期間
(第108期中)

自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

 
平成19年12月10日
関東財務局長に提出。

      
(4)
 

半期報告書の
訂正報告書

中間会計期間
(第106期中)

自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日

 
平成19年12月10日
 

  
中間会計期間
(第107期中)

自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日

 
平成19年12月10日
関東財務局長に提出。

      
(5)
 
 
 
 

臨時報告書
 
 
 
 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容
等の開示に関する内閣府令第19条第２項第
２号の２(第二十回新株予約権発行の決議)
に基づく臨時報告書であります。

 

平成19年７月31日
 
 
 
 

  

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容
等の開示に関する内閣府令第19条第２項第
２号の２(第二十一回新株予約権発行の決
議)に基づく臨時報告書であります。

 

平成19年７月31日
関東財務局長に提出。
 
 
 

     
(6)
 
 

臨時報告書
の訂正報告書
 

平成19年７月31日提出の臨時報告書(第二
十回新株予約権発行の決議)に係る訂正報
告書であります。

 
平成19年８月24日

  
平成19年７月31日提出の臨時報告書(第二
十一回新株予約権発行の決議)に係る訂正
報告書であります。

 
平成19年８月24日
関東財務局長に提出。
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(7)
 
 
 
 
 

訂正発行登録書
 
 
 
 
 

   

平成19年６月26日
平成19年７月31日
平成19年８月24日
平成19年９月28日
平成19年12月10日
関東財務局長に提出。

      
(8)
 
 
 

自己株券買付
状況報告書
 
 

(平成19年８月度)自　平成19年８月１日
至　平成19年８月31日

 
平成19年９月13日

(平成19年９月度)自　平成19年９月１日
至　平成19年９月30日

 
平成19年10月11日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

233/241



 

独立監査人の監査報告書
 

 

平成19年６月26日

株式会社資生堂

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　河　　合　　利　　治　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　森　　　　　俊　　哉　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　岩　　出　　博　　男　　㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社資生堂の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社資生堂及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

追記情報

1.　「会計処理の変更」に記載のとおり、会社は当連結会計年度から、「投資事業組合に対する支配力基

準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」を適用している。

2.　「セグメント情報　事業の種類別セグメント情報　(注) ２」に記載のとおり、会社は「化粧品事業」

「トイレタリー事業」「その他の事業」としていた事業区分を「国内化粧品事業」「海外化粧品

事業」「その他の事業」の区分によるセグメントに変更している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
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以　上

 
 

(注)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。

 

EDINET提出書類

株式会社資生堂(E00990)

有価証券報告書

235/241



 

独立監査人の監査報告書
 

 

平成20年６月25日

株式会社資生堂

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　河　　合　　利　　治　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　森　　　　　俊　　哉　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　岩　　出　　博　　男　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社資生堂の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社資生堂及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
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(注)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成19年６月26日

株式会社資生堂

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　河　　合　　利　　治　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　森　　　　　俊　　哉　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　岩　　出　　博　　男　　㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社資生堂の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第107期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社資生堂の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 
 

(注)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成20年６月25日

株式会社資生堂

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　河　　合　　利　　治　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　森　　　　　俊　　哉　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　岩　　出　　博　　男　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社資生堂の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第108期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査

を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対

する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社資生堂の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 
 

(注)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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